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はじめに 

「2024 年東日本大震災伝承活動調査報告書」発行の趣旨 

公益社団法人 3.11 メモリアルネットワークは、東北の伝承活動の現状と課題の共有、防

災・減災活動の活性化を目的に、2018 年より毎年、調査報告書を発行しています。 
発災直後より継続してきた語り部等の震災学習プログラムは担い手が不足し、復興予算に

より整備された震災遺構や伝承施は被災地域が広範にわたるため、社会全体として震災伝承

の目指すべき方向性を見いだすための資料となることを目的として調査をしました。 
「2024 年東日本大震災伝承活動報告書」は、岩手・宮城・福島の 3 県の震災学習プログ

ラム実施団体、震災伝承施設の協力を得て、現場の取り組みの現状や問題点を明確にするだ

けでなく、効果的な手法や事例、知見を共有し、15 年間の伝承活動の変遷を整理したもの

です。 
発災 15 年を経て変更された復興方針の「連携しつつ、東日本大震災の記憶と教訓を後世

へ継承」の趣旨や、防災庁設置準備室での「国民の行動変容をもたらす防災教育」の議論を

踏まえ、これまで実施していた 10 年、30 年先の人材や財源の「継続の不安」を継続調査に

加え、学校での防災教育事例、多様な主体との連携効果、行動変容の実現、震災伝承の指標

や復興庁・防災庁・県・市町や 3.11 メモリアルネットワークへの期待の把握に努めました。 
本調査を通じて、震災伝承活動の意義や価値の認知度が向上し、一人でも多くの方々が災

害から命を守る取り組みにつながることを願っています。 

公益社団法人 3.11メモリアルネットワーク 

本調査の意義 

日頃より、震災伝承活動に全力で取り組まれている関係者のご尽力に心より感謝申し上げ

ます。 

東日本大震災が起きた後、災害対策基本法の 2013年の改正において、「過去の災害から

得られた教訓の伝承（災害伝承）」が住民の責務として明記されました。その災害伝承（震

災伝承）が、常日頃どのように、どれぐらい行われているかの全容を把握することは、非常

に困難なことです。本調査報告書は、東日本大震災の被災地において、住民の責務となった

伝承活動の状況について、毎年の経過観察（モニタリング）の結果をとりまとめたものにな

ります。今回も伝承活動を行っている関係者の皆様から、利用状況の集計情報のほか、活動

の内情やご意見といった貴重な情報のご提供など、多大なるご協力をいただきました。災害

伝承（震災伝承）は、何十年、何百年と長期間にわたる活動です。このような毎年の経過観

察を関係者の内外で共有することは、成果や今後も継続していくべきこと、さらなる進化・

変化をおこなうべきものなどの整理・認識することにつながります。これは持続可能な災害

伝承に必要不可欠です。 

ぜひ本書をご一読いただき、未来のいのちを守る持続可能な災害伝承に、より一層のご理

解、ご協力をいただければ幸甚です。 

東北大学 災害科学国際研究所 准教授 佐藤翔輔  
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1. 2024 年東日本大震災伝承活動調査報告書の概要 

2024 年度東日本大震災伝承活動調査報告書では、東日本大震災の被災 3 県（岩手・宮城・

福島）の震災学習プログラム実施団体（伝承団体、と略称）、および震災伝承施設（伝承施

設、と略称）を対象に、公益社団法人 3.11 メモリアルネットワークが毎年第 1 弾（来訪数）、

第 2 弾（アンケート）の 2 回に分けて調査した結果をまとめた。以下に概要を示す。 

1) 復興基本方針の変更における震災伝承の継続必要性明記 

発災 14 年目に閣議決定された“「復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興

の基本方針の変更について”において、「地域・コミュニティ主体の復興」や「民間団体の

環境整備」の要素がなくなった一方、教訓継承は発災 15 年以降の継続必要性が明記された。 

2) 2024 年来訪者の減少転化 

2023 年までは伝承団体、伝承施設共に来訪者数が増加してきたが、2024 年に減少へ転化

した。岩手・宮城の来訪数減少に対して福島が増加している現状やその要因回答をまとめた

ほか団体や施設数、来訪数を元に、発災 15 年間の伝承活動のフェーズ変化を整理した。 

3) 「語り部」と防災行動変化、連携への期待 

伝承活動継続のために特に重要な人材は誰かを問う質問への最多回答は「語り部」であり、

伝承団体・施設とも「来訪者の意識や行動を変えるのに語り部が寄与する」の回答率は 100％
だった。「祈念公園と自組織の連携・協働の実現」は 3 割に留まる一方、今後、連携を強め

ることで「質の高い体験の提供を見込める」が 9 割。 

4) 震災伝承の指標 

震災伝承活動の指標として、伝承団体は最多回答が「主体的な態度」、次に「教訓への理

解度」で、伝承施設は「来訪数」が最多、次に「主体的な態度」の回答であったが、今後、

指標を共有化し、震災伝承活動の活性化させることが必要。 

5) ソフト施策の必要性 

復興庁、内閣府防災、岩手・宮城・福島の関連予算を整理したほか、祈念公園の理念や神

戸、広島の追悼行事、カムチャツカ半島地震対応の課題と共にソフト施策の重要性を示した。 

6) 震災伝承の可能性 

 (1)語り部の認知度や価値の向上、(2)若い世代の参画や学校現場の変化、(3)防災サイクル

における伝承の意義と防災省/防災庁、の 3 つのテーマで、今後の伝承活動の可能性を整理

した。 
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2. 東日本大震災の伝承に関わる方針と現状 

初めに、東日本大震災の伝承活動に関する原則や基本方針について再確認すると共に、

2024 年に復興庁が設けた「第 2 期復興・創生期間までの復興施策の総括に関するワーキン

ググループ」の内容と、「第 2 期復興・創生期間以降の東日本大震災からの復興の基本方針」

を確認する。 

2.1 復興構想原則、復興への提言、復興の基本方針の推移 

東日本大震災発災から 1 か月後に東日本大震災復興構想会議の開催が閣議決定され、「復

興構想 7 原則」、続いて「復興への提言～悲惨のなかの希望～」が発表された。 
復興構想 7 原則の原則 5「被災地域の復興なくして日本経済の再生はない」は、その後も

大臣等の発言に引用されている。 
 
・復興構想 7 原則 （以下、「復興原則」とする。） 
 2011（平成 23）年 5 月 10 日 東日本大震災復興構想会議決定 
 
・復興への提言～悲惨のなかの希望～ （以下、「復興提言」とする。） 
 2011（平成 23）年 6 月 25 日 東日本大震災復興構想会議決定 
 
2011 年 5 月に発表された「復興原則」の第 1、第 2 原則は以下の通りである。次世代への

伝承を、復興の一義的な機能として位置付け、震災の復興過程においては、地域・コミュニ

ティが主体であり、国はそれを支える側であることが明示されていた。 
 
 
 
 
 
 
 
「復興の基本方針」は 5 年後、8 年後、11 年後に見直し（復興庁 WEB サイトより）され

ており、参照できる最新資料は 14 年後に閣議決定された“「復興・創生期間」以降におけ

る東日本大震災からの復興の基本方針の変更について”である。 
 
 ・東日本大震災からの復興の基本方針 （以下、「当初復興方針」とする。） 

2011（平成 23）年 8 月 東日本大震災復興対策本部決定（7 月制定、8 月改定） 
 
・「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針 

2016（平成 28）年 12 月 20 日 閣議決定 （以下、「5 年後復興方針」とする。） 
 

 
・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針 

2019（令和元）年 12 月 20 日 閣議決定 （以下、「8 年後復興方針」とする。） 
 

原則 1：大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者により科学的に分析し、 
その教訓を次世代に伝承し、国内外に発信する。 

原則 2：被災地の広域性・多様性を踏まえつつ、地域・コミュニティ主体の復興を 
基本とする。国は、復興の全体方針と制度設計によってそれを支える。 
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・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針 
2021（令和 3）年 3 月 9 日 閣議決定 （以下、「11 年後復興方針」とする。） 

 
・「復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針の変更について 

2025（令和 7）年 6 月 20 日 閣議決定 （以下、「14 年後復興方針」とする。） 
 
「復興提言」に掲げられた“記録・教訓について中核的な施設”に関して“震災遺構・伝

承施設等の間で連携しつつ情報発信”の文言があり、施設間連携に触れられるようになった。 
また、「復興原則」「復興方針」で掲げられた“地域・コミュニティ主体の復興”に関す

る事項は、「8 年後復興方針」においては、“現場主義を徹底”、“民間団体が自立的・持

続的に活動できる環境整備”という表現に変わっていた。 
 

2.2 復興施策の総括に関するワーキンググループ 

 復興庁では、令和 7（2025）年度に「第 2 期復興・創生期間」が終了することから、復

興推進委員会の下に「第 2 期復興・創生期間までの復興施策の総括に関するワーキンググル

ープ」を開催しており、2024 年 8 月の委員会にて、「地震・津波被災地域等に係る復興施

策の総括（概要）」（以下、「復興総括」と略称）が提出（下図参照）されており、その後、

12月 27日に復興推進会議にて「復興方針見直しに向けた主な課題等」として決定している。 
 

 

図 2-1 地震・津波被災地域等に係る復興施策の総括（概要） 
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復興庁は、「8 年後復興方針」において、以下の 3 つの区分で整理している。「14 年後復

興方針」においても、同様に「地震・津波被災地域」、「原子力災害被災地域」、復興の姿

の発信、東日本大震災の記憶と教訓の後世への継承」の 3 区分により記載されている 

ワーキンググループでの議論はハード整備から震災伝承に至るまで 8 項目が総括されて

いる。震災伝承は、地震・津波被災地に限定されるものではないにもかかわらず「地震・津

波被災地域」限定の総括資料に掲載されている点で、「次世代への伝承」を掲げた復興基本

方針との乖離が見られていたが、震災伝承に関して「令和 8（2026）年度以降も継続する必

要がある」と記載された。 
 また、「継続する必要がある」、「国、地方公共団体、民間がそれぞれの役割を果たしな

がら連携して進めることが重要」との方向性が提示されているものの、「それぞれの役割」

や「連携して進める」内容や手法を議論する場も用意されていないのが現状である。 
 ＜その他の留意点＞として、ワーキンググループの委員からは、被災者の生の声、地方公

共団体、学会、そして民間の「持続可能なものとする取り組み」への期待が記載されている

が、今後の「国」の役割に関しては特に言及されていなかった。「復興原則」や「8 年後基

本方針」の「次世代への伝承」の目標や「8 年後復興方針」の“民間団体が自立的・持続的

に活動できる環境整備”の施策化が期待されていた。 

2.3 「14 年後復興方針」における教訓伝承、コミュニティ再生の位置づけ 

 2025（令和 7）年に閣議決定された「復興・創生期間」以降における東日本大震災から

の復興の基本方針」（14 年後復興方針）の概要を以下に示す。 

（１）地震・津波被災地域：「第２期に復興事業がその役割を全うすることを目指す」 
（２）原子力災害被災地域：「当面 10 年間、本格的な復興・再生に向けた取り組み」 
（３）復興の姿の発信、東日本大震災の記憶と教訓の後世への継承：「第 2 期復興・ 

創生期間以降においても（中略）正確な情報を随時分かりやすく発信する」 
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図 2-2 「第 2 期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針 概要 

 
本文全 28 ページのうち、原子力災害被災地域に関する施策が約 22 ページと大半を占め、

地震・津波被災地域の施策が約3ページ、後世への継承事業に関しては1ページのみである。 
 
地震・津波被災地域の施策に、以下の記載がある。（太字は筆者） 

 
 
 
また、「14 年後基本方針」では、教訓伝承に関して以下の記載がある。 

地震・津波被災地域においては、令和６年基本方針において、「第２期復興・創生期

間において、国と被災地方公共団体が協力して被災者支援を始めとする残された事業に

全力を挙げて取り組むことにより、復興事業がその役割を全うすることを目指す」とさ

れていた。 

 

第２期復興・創生期間の後については、多様な主体との結びつきやノウハウ、男女共

同参画などのこれまでに得られた多様な視点を最大限生かしつつ、内外の経済環境等の

変化も注視しながら、持続可能で活力ある地域社会を創り上げていく。他方、心のケア

等の中長期的に取り組む必要のある課題については、政府全体の施策の活用を図るとと

もに、ソフトランディングのため真に必要な範囲で第２期復興・創生期間の後も復興施

策による対応も行う。 
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 2020 年震災伝承調査において、「復興原則第 1：教訓を次世代に伝承」と、「復興原則第

2：地域・コミュニティ主体の復興」の 2 原則について、「8 年後復興方針」までの整理を

していたが、そこに「14 年後復興方針」の変更点を追記すると図 2-3 および図 2-4 のように

示される。 
  「復興原則」における“地域・コミュニティ主体の復興”や、「8 年後基本方針」に記

載のあった、“現場主義を徹底”、“民間団体が自立的・持続的に活動できる環境整備”な

どの地域主体、民間団体の自立に関する記述が全くなくなり、かろうじて残った「多様な主

体との結びつき」は、「これまで得られた多様な視点を生かし」との過去の知見活用に留ま

っている。また、第 2 期復興創生期間後も復興施策により対応を行う「真に必要な範囲」は、

これまでの「復興総括」の中でも議論が行われていない。「教訓を次世代へ伝承」は「復興

原則」の第 1 に掲げられるほどの重要性を有する一方でその指標すら定まっていないことか

ら、地震・津波被災地域における「真に必要な範囲」としての継続対応が期待される。 

・ 第２期復興・創生期間以降においても、原子力災害からの復興状況を始め、復興の

進捗や被災地の状況について、2025 年日本国際博覧会のほか、国際会議等の各種機

会を捉えて、正確な情報を随時分かりやすく発信する。その際、国、地方公共団体、

民間団体がそれぞれの役割を果たしながら連携して進める。 
・ 福島県に設置する国営追悼・祈念施設は令和７年度内での完成を目指し整備を進め

る。既に整備が完了している岩手県及び宮城県の同施設を含め、東日本大震災によ

る犠牲者への追悼と鎮魂、同震災の記憶と教訓の後世への伝承、国内外に向けた復

興に対する強い意志を発信する。また、これらの施設や被災各地の追悼施設、震災

遺構、伝承施設等の間で連携しつつ、「学び」や「備え」を情報発信すること等に

より、同震災の教訓への理解を深め、防災力の向上を図る。今後の大規模災害に向

けた多様な教訓や東日本大震災の記憶を風化させることなく次の世代に伝え、今後

の防災・減災対策や復興に活用することが重要である。このため、「国立国会図書

館東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）」との連携、国や地方公共団体等による東

日本大震災・復興記録の収集・整理・保存等を通じて、これまでの復興期間中に集

約・総括される効果的な復興の手法・取組や民間のノウハウ等を取りまとめ、幅広

く全国の地方公共団体を含む関係機関や海外への普及・啓発を図ることで、各機関

における自律的かつ機動的な体制の構築及び災害対応能力の向上に資する。 
・ 東日本大震災の教訓を踏まえ、自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜くため

の「主体的に行動する態度」や支援者となる視点から「安全で安心な社会づくりに

貢献する意識」を高める防災教育の更なる充実を図る。  
・ 特に、東日本大震災からの復興においては、NPO、ボランティア、企業、大学等多

様な主体の連携が重要な役割を果たしたところであり、人口減少や産業空洞化等の

「課題先進地」である被災地において実施されてきた「新しい東北」の創造に向け

たこれまでの取組を通じて蓄積されたノウハウを、地方創生の取組のモデルケース

として、被災地内外に普及展開する。  
・ また、第２期復興・創生期間以降において多様化・複雑化する地域・個人の課題に

きめ細かく対応するため、引き続き NPO、ボランティア、企業、大学等多様な主体

との結びつきやノウハウを最大限生かしつつ、地方創生の施策を始めとする政府全

体の施策を活用する。 
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図 2-3 復興方針等における「教訓の伝承」関連記述の変遷 

 

図 2-4 復興基本方針等における「地域主体の復興」や多様な主体に関する関連記述の変遷 

「復興・創生
期間」に

おける復興の
基本方針

「復興・創生
期間」後に
おける復興の
基本方針

2011年7月29日決定
8月11日改定

2019年12月20日閣議決定

2016年3月11日閣議決定

防災教育を進める

2011年6月25日

復興構想
7原則

2011年5月10日

原則1：「大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者により科学的に分析し、
その教訓を次世代に伝承し、国内外に発信する」

同様の被害を起こさないた
めに、地域・世代を超えて
今回の教訓を共有化

地震・津波災害、原子力災害の記録・
教訓について中核的な施設を整備

アーカイブ

（１）復興の姿の国内外への発信
・復興五輪として被災地との連携
感謝や復興の姿の世界への発信

・復興の進捗状況及び放射線に関する
理解の促進についての情報発信

1項目目が“復興の発信”
教訓の継承は2項目目

祈念公園

誰もがアクセス可能な
一元的に保存・活用
できる仕組みを構築

防災教育

地元発意のもと「鎮魂の森」を整備

復興全般の取組の集約・総括
「ひなぎく」との連携
県・市町村による震災・復興
記録の収集・整理・保存の支援

情報発信

「逃げる」ことを含めた
地域も巻き込んだ
防災教育を推進

地元発意による鎮魂と
復興の象徴となる
森や丘や施設の整備

誰もがアクセス可能な
一元的に保存・活用できる
仕組みを構築し、広く
国内外に情報を発信

“中核的な施設“の欠落

地震・津波災害、原子力
災害の記録・教訓の収集・保
存・公開体制の整備

防災教育の更なる充実
「主体的に行動する態度」
「安全安心な社会づくりに貢献する意識」

国営追悼・祈念施設（仮称）
の早期の事業化、整備

“施設“が再掲されたが
施設整備が目的化

復興の姿の国内外への発信
復興の進捗、原子力災害からの
復興状況発信

ほぼ同内容 ほぼ同内容震災遺構・伝承施設等の
間で連携しつつ情報発信

国営追悼・祈念施設の整備

震災への理解を深め、防災力の向上

“施設間連携”
の追記

伝承施設等の項目に
“防災力向上”が追記

“教訓の伝承“ではなく
収集・保存・公開のみ

復興への提言
～悲惨のなか
の希望～

復興の
基本方針

NPO等多様な主体との結びつきや
ノウハウを最大限活用

教訓継承の項目に“多様
な主体の活用”追記

命を守る
“主体的な行動“追記

「復興・創生
期間」以降に
おける復興の
基本方針

2025年6月20日閣議決定

ほぼ同内容

「令和8年度以降も東日本大震災の風化防止を教訓の継承の取組は継続する必要があり、
国、地方公共団体、民間団体がそれぞれの役割を果たしながら連携して進める」追記

ほぼ同内容ほぼ同内容ほぼ同内容

復興への提言
～悲惨のなか
の希望～

復興の
基本方針

「復興・創生
期間」に

おける復興の
基本方針

「復興・創生
期間」後に
おける復興の
基本方針

2011年7月29日決定
8月11日改定

2019年12月20日閣議決定

2016年3月11日閣議決定

2011年6月25日

復興構想
7原則

2011年5月10日

・官民コンソーシアムを活用した保存・公開体制をつくり出す

原則2：「地域・コミュニティ主体の復興を基本とする。国は、それを支える」

・「新しい公共」による被災地の復興

被災者が“主体”から“寄り添われる”立場へ

・地域・コミュニティ主体の復興を基本とする
・多様な主体が主導する被災地域の復興を促進
・寄附税制の周知・活用の促進

“コミュニティ主体の復興”の欠落
“官民コンソーシアム“の欠落
“寄附税制”などNPO支援欠落

・引き続き官民連携に努める
・「人々の活動（ソフト）」の復興が必要
・NPO 等の多様な担い手の参画がより一層重要

・(前文)現場主義を徹底し、被災者に寄り添いながら総力を挙げて取り組む
・(多様な主体との連携の課題)民間団体が自立的・持続的に活動出来る環境整備が重要
・(地震・津波被災地域）コミュニティを再生し、持続可能で活力ある地域社会を作り上げていく

「復興・創生
期間」以降に
おける復興の
基本方針

“現場主義”、“環境整備”、コミュニティ再生の欠落

・(地震・津波被災地域）持続可能で活力ある地域社会を作り上げていく
・心のケア等の中長期的に取り組むべき課題については、政府全体の施策を活用するとともに、
ソフトランディングのため真に必要な範囲で第２期復興・創生期間の後も復興施策による対応

2025年6月20日閣議決定
真に必要な範囲の追記

“現場主義”、民間団体の環境整備追記



- 8 - 

2.4 復興提言における伝承の実現度 

「復興提言」に関して、2020 年震災伝承調査のアンケート結果を再掲する。 
 

2020 年の震災伝承活動調査により、「復興原則」や「復興提言」に掲げられた「教訓の

継承」の実現度について調査したところ、行政・観光協会による回答と、民間・震災後設立

団体では、回答傾向に大きな差が確認できた。（行政の震災伝承施設 19 組織と観光協会等

の震災学習プログラム実施 10 団体および、民間の伝承施設 6 組織と民間・震災後設立の震

災学習プログラム実施 16 団体に調査協力いただいた。）「次世代への伝承」に関しては、

いずれも「多少の実現があった」の回答が最多であり、10 年後の伝承活動に対して一定の

成果が確認されたが、「地元との十分な連携」や「官民コンソーシアムの実現」に関しては、

明確に差が出た。 
「地元との十分な連携」に関して、行政・観光協会は「全く連携されていない」の回答は

ゼロで、「多少の連携があった」の 34%が最も多く、その他は 10〜21％に回答が分散した。 
一方で、民間・震災後設立団体は「全く連携されていない」が 1 団体（4.5%）で、「余

り連携していない」が 54.5%で過半数を占め、「大いに連携があった」はゼロであった。 
 “地元”や“連携”の指す内容を具体的に指示した設問ではなく、“「復興への提言」が掲げ

る地元との十分な連携”という限定的な定義に対する回答ではあったが、「連携」に関して

は立場によって認識が全く異なることが明らかとなった。今後の改善に向けて、立場や認識

の違い、ずれを踏まえた上での議論が必要となることが示唆された。 

 

図 2-5 「地元との十分な連携」の実現度合 

「復興提言」が掲げる「官民コンソーシアム」の実現度合いについては、行政・観光協会

は、「実現した」「多少実現した」「大いに実現した」という肯定的な評価が 62.1%であっ

た。一方、民間・震災後設立団体は、「全く実現していない」「余り実現していない」とい

う否定的な回答が 81.8%であった。 
また、双方ともに無回答が 1 割以上を占めており、「なんだかわからない」との記述と共

に、無回答とした事例もあった。「官民コンソーシアム」の語句が指し示す内容の不明確さ

から、実現度を判断しかねた団体もあったと推察され、官民の連携の定義の難しさを示す結

果となった。 

4.5%

4.5%

54.5%

13.6%

22.7%

0.0%

10.3%

0.0%

13.8%

20.7%

34.5%

20.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

５全く実現していない

４余り実現していない

３実現した

２多少実現があった

１大いに実現した

地元との十分な連携

行政・観光協会 民間・震災後設立団体
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「復興原則」に掲げられた「教訓の伝承」や「官民コンソーシアム」が実現されたとは言

い難く、東日本大震災後に始まった伝承活動の不安定性や、国・県の財源への期待が改めて

明らかとなった。また、大震災直後から継続して掲げられている「教訓の伝承」の実現のた

めには、祈念公園や施設などのハードに限らず、語り部活動や組織の枠を超えた連携など、

政府によるソフト面の伝承推進のための支援の必要性が示唆された。 
 
「復興方針」においても、教訓の伝承活動が防災と復興をつなぐものとされていることを

踏まえ、2019 年調査において、今後の復興、伝承、防災を支えるための方向性や資金につ

いて整理した。調査の結果、課題として浮かび上がった「地元との十分な連携」を支えるた

めに、制度や予算（下図の赤線部分）が新設されなければ、被災者主体の伝承活動の継続は

困難であることを考察した。 

 

 

図 2-6 住民主体の復興・伝承・防災に必要な公的支援 

 

例年の伝承調査でも「人材不足」「財源不足」の課題が顕在化しており、「復興提言」で

提唱された「地元との十分な連携」や「次世代への伝承」は、発災 14 年後も解決しきれて

はいない。今後の「真に必要な範囲」としての取り組みが期待される。 

 

住民主体の
復興

住民主体の
伝承

住民主体の
防災

主体性 次世代
へ継承

主体性被災地
住民

震災遺構
祈念公園
伝承施設

行政

国民
一人
ひとり

支援者

大事な人の命
が失われる
実体験の伝承

東北被災地での
震災学習による
主体性獲得

“見て
しまった
責任“

主体性

行政主導の
避難対策の限界

潜在的な力
の回復

公的施設の限界

連携

“地域・コミュニティ主体
の復興を国が支える“

“官民コンソーシアム”
“伝承施設間の連携”

“住民の主体的
な避難の支援“

東北被災地

語り部等
伝承主体

外部支援による閉塞

震災学習
プログラム
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2.5 東日本大震災の「復興」の終わりと復興特別所得税の継続 

東日本大震災以降も全国で自然災害が相次ぐ中、2024 年 11 月 1 日に防災庁設置準備室が

設けられた。衆議院が東日本大震災復興特別委員会と災害対策特別委員会を統合して、第

215 回国会から「東日本大震災復興・防災・災害対策に関する特別委員会」を設置するなど、

全国の防災対策と合わせて検討する方向性が生まれ始めている。 

地震・津波地域では、2026 年 3 月までに「復興事業がその役割を全うすることを目指す」

取り組みが進む一方で、所得税に 2.1％追加されている復興特別所得税は、2037 年 12 月末

までの負担が求められており、納税者にとって復興特別税の徴収が終わらない状況が今後

12 年間も継続することになる。 

この特別税の徴収期間も、復興原則や復興基本方針に掲げられた「次世代への教訓伝承」

を継続することで、国民への説明責任と「主体的に行動する態度」や「安全で安心な社会づ

くりに貢献する意識」の醸成に寄与すると考えられる。 
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3. 震災学習プログラム、震災伝承施設への来訪者数推移 

本章では、東日本大震災の被災地で「震災学習プログラム」開催している 32 団体、東日

本大震災被災地の「震災伝承施設」39 施設の受入人数データ・アンケート回答をもとに、

震災伝承活動の現状を確認する。 

3.1 震災学習プログラム一覧 

東日本大震災の被災地では、屋内外での語り部、フィールドガイド、オンライン語り部等、

3.11の経験と教訓を伝える様々な学習プログラムが行われている。岩手・宮城・福島の 3

県で実施されている震災学習プログラムの一部を、以下表に掲載する。 

本表の備考欄が「●」の団体は 2024 年震災伝承調査第 1弾（来訪数）に協力が得られた

団体であり、「△」の団体は調査依頼したが回答が得られなかった団体を示す。 

また、「●」の団体から得られた来訪数の年別・月別の来訪数、計測方法等の詳細につい

ては、「巻末資料 1 各震災学習プログラム提供団体の基本情報・来館者数推移」に記載し

た。  
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表 3-1 震災学習プログラム 

県 市町村 運営団体 プログラム名 備考 

岩手県 久慈市 久慈広域観光協議会 北いわて学びのプログラム ● 

岩手県 田野畑村 NPO 法人体験村・たのはたネットワーク   

岩手県 山田町 新生やまだ商店街協同組合   

岩手県 岩泉町 岩泉観光ガイド協会   

岩手県 宮古市 一般社団法人宮古観光文化交流協会 学ぶ防災 ● 

岩手県 宮古市 三陸鉄道株式会社 震災学習列車 ● 

岩手県 大槌町 一般社団法人おらが大槌夢広場  ● 

岩手県 釜石市 いのちをつなぐ未来館 語り部・現地体験・研修プログラム、防災ワークショップ等 ● 

岩手県 釜石市 一般社団法人三陸ひとつなぎ自然学校  ● 

岩手県 釜石市 一般社団法人釜石観光物産協会   

岩手県 大船渡市 大船渡津波伝承会   

岩手県 大船渡市 椿の里・大船渡ガイドの会   

岩手県 陸前高田市 陸前高田被災地語り部くぎこ屋  △ 

岩手県 陸前高田市 一般社団法人陸前高田市観光物産協会 高田松原津波復興祈念公園パークガイド ● 

岩手県 陸前高田市 一般社団法人マルゴト陸前高田   

岩手県 陸前高田市 認定 NPO 法人桜ライン 311   

岩手県 陸前高田市 一般社団法人トナリノ  ● 

宮城県 気仙沼市 一般社団法人気仙沼市観光協会 気仙沼震災復興語り部 ● 

宮城県 気仙沼市 階上地域まちづくり振興協議会 語り部部会  

宮城県 気仙沼市 けせんぬま震災伝承ネットワーク 語り部ガイド ● 

宮城県 南三陸町 一般社団法人南三陸町観光協会 南三陸学びのプログラム、まちあるき ● 

宮城県 南三陸町 三陸復興観光コンシェルジェセンター 減災スタディ語り部ガイドプログラム、減災スタディ合宿 ● 

宮城県 南三陸町 南三陸ホテル観洋 震災を風化させないための語り部バス 他 ● 

宮城県 南三陸町 南三陸まなびの里いりやど   

宮城県 女川町 一般社団法人女川町観光協会 女川町語り部ガイド ● 

宮城県 女川町 一般社団法人健太いのちの教室  ● 

宮城県 石巻市 一般社団法人雄勝花物語（非営利） 防災教育、震災学習、雄勝花物語の歩み、復興まちづくり ● 

宮城県 石巻市 石巻観光ボランティア協会 石巻・大震災まなびの案内 ● 

宮城県 石巻市 大川伝承の会 語り部ガイド ● 

宮城県 石巻市 日和幼稚園遺族有志の会   

宮城県 石巻市 公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク 震災学習プログラム（語り部と歩く 3.11 など） ● 

宮城県 石巻市 一般社団法人石巻震災伝承の会   

宮城県 東松島市 一般社団法人防災プロジェクト  △ 

宮城県 東松島市 奥松島観光ボランティアの会 車窓ガイド ● 

宮城県 東松島市 SAY’S 東松島 まち歩き案内、紙芝居、ワークショップ 他 ● 

宮城県 七ヶ浜町 かだっぺ七ヶ浜の会   

宮城県 仙台市 七郷語り継ぎボランティア―未来へ郷浜―  ● 

宮城県 仙台市 仙台ボランティア英語ガイド GOZAIN   

宮城県 名取市 閖上震災を伝える会（一般社団法人ふらむ名取）  ● 

宮城県 名取市 一般社団法人閖上の記憶 案内ガイド、語り部の会、語り部講話 ● 

宮城県 名取市 防災教育市民団体ゆりあげかもめ   

宮城県 岩沼市 岩沼市千年希望の丘交流センター 防災学習プログラム ● 

宮城県 亘理町 震災語り部の会ワッタリ  ● 

宮城県 山元町 やまもと語りべの会  ● 

福島県 相馬市 相馬市観光協会 復興視察ツアー ● 

福島県 郡山市 一般社団法人ふくしまリアリ  ● 

福島県 浪江町 浪江まち物語つたえ隊 浪江まち物語 紙芝居・アニメーション  

福島県 大熊町 一般社団法人大熊未来塾  ● 

福島県 大熊町 おおくま町物語伝承の会   

福島県 富岡町 NPO 法人富岡町 3・11 を語る会 富岡町視察語り人ガイド ● 

福島県 楢葉町 一般社団法人ならはみらい   

福島県 いわき市 いわき語り部の会 震災講話 ● 
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3.2 東北 3 県の震災学習プログラムの受け入れ概況 

本調査第 1 弾に回答協力いただいた 32 団体の震災学習プログラム参加者合計の年別推移

を、以下に示す。 
 

 

図 3-1 震災学習プログラム参加者数 年別推移（3 県 32 団体の合計）  
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高田松原津波復興祈念公園パークガイド 陸前高田被災地語り部くぎこ屋
けせんぬま震災伝承ネットワーク 南三陸町観光協会
三陸復興観光コンシェルジェセンター 南三陸ホテル観洋
女川町観光協会 健太いのちの教室
雄勝花物語 石巻観光ボランティア協会
大川伝承の会 3.11メモリアルネットワーク
奥松島観光ホラ゙ンティアの会 SAYS東松島
ふらむ名取 閖上の記憶
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富岡町3・11を語る会 いわき語り部の会
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概要 
• 2011 年 12 月までに 7 団体が震災学習プログラムを受け入れており、年間 18,428 人が

参加。その後、被災地域の復旧とともに来訪者数は増加し、2013 年には 18 団体で年

間 269,457 人を受け入れた。 
• 各地で震災学習プログラムを開催する団体数は徐々に増加してきたが、受入人数は

2013 年をピークに、翌年から減少に転じている。コロナ前の 2019 年には、27 団体で

年間 186,559 人と、ピーク時の 7 割の水準まで減少していた。 
• コロナ禍に入った 2020 年は、28 団体で年間 80,893 人、前年の約 43%まで落ち込ん

だ。その後、人流の回復と共に増加に転じ、2023 年は 32 団体で年間 190,149 人と、

コロナ前よりやや多い水準となったが、2024 年は 178,700 人に減少した。 

注意点 
• 基本的には 1〜12 月の期間で「年」別の集計を行ったデータであるが、団体によって

は、一部「年度」別集計を行っていたり、月別の記録がなかったりすることがある。

そのため、厳密には、正しい人数ではない。 
①おらが大槌夢広場：2012〜13 年は年度別集計データのみ 
②奥松島観光ボランティアの会：2012 年は月別人数不明のため合計人数のみ 
③相馬市観光協会：2011〜21 年は年度別集計データのみ 

• 図 3-1 のグラフには、オンライン参加者数は含まれない。 
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3.3 震災伝承施設一覧 

東日本大震災の被災地には、多くの震災伝承関連施設が存在し、国土交通省東北地方整備

企画部局が「震災伝承ネットワーク協議会事務局」となり、以下のいずれかに該当する施設

を「震災伝承施設」として、登録制度を設けている。 

①災害の教訓が理解できるもの 

②災害時の防災に貢献できるもの 

③災害の恐怖や自然の畏怖を理解できるもの 

④災害における歴史的・学術的価値があるもの 

⑤その他（災害の実情や教訓の伝承と認められるもの） 

また、その登録状況は以下の通りである。 

 

図 3-2 「震災伝承施設」の登録状況（震災伝承ネットワーク協議会サイトより） 

 

本調査では、岩手・宮城・福島の 3県に分布する伝承拠点を、厳密な定義は設けずに「震

災伝承展示施設」、「震災遺構」、「祈念公園」の 3分野に分け、表 3-2〜3-4に各分野の

一覧を掲載する。（ただし、対象地域が広域にわたることから、調査が行き届いていない可

能性があり、行政の設置計画見直しや民間施設の運営方針変更もあるため、継続調査・情報

更新が必要である。） 

本表の備考欄が「●」の施設は、は 2024 年震災伝承調査第 1弾（来訪数）に協力が得ら

れた伝承施設、「○」は過去に回答が得られたが閉館済の伝承施設を示す。 

また、「●」の団体から得られた来訪数の年別・月別の来訪数、計測方法等の詳細につい

ては、「巻末資料２ 各震災伝承施設の基本情報・来館者数推移」に記載した。  
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表 3-2 震災伝承展示施設 

県 市町村 名称 運営団体 詳細 

岩手県 久慈市 地下水族科学館もぐらんぴあ（防災展示室） 久慈市  

岩手県 宮古市 宮古市市民センター（防災プラザ） 宮古市  

岩手県 宮古市 宮古市災害資料伝承館 宮古市 ● 

岩手県 大槌町 大槌町文化交流センターおしゃっち（震災伝承展示室） 大槌町 ● 

岩手県 大槌町 大槌伝承の館 大槌町 ● 
岩手県 釜石市 いのちをつなぐ未来館 釜石市（株式会社かまいし DMC） ● 

岩手県 大船渡市 大船渡市防災学習館 大船渡市 ● 

岩手県 陸前高田市 東日本大震災津波伝承館 (いわて TSUNAMI メモリアル) 岩手県 ● 

岩手県 陸前高田市 陸前高田市立博物館 ※2022 年 11 月開館 陸前高田市 ● 

宮城県 気仙沼市 気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館 気仙沼市 ● 

宮城県 気仙沼市 リアス･アーク美術館（ 「東日本大震災の記録と津波の災害史」常設展） 気仙沼・本吉地域広域行政事務組合 ● 

宮城県 気仙沼市 シャークミュージアム 株式会社気仙沼産業センター ● 

宮城県 気仙沼市 唐桑半島ビジターセンター※2022 年 6 月津波体験館は閉館 一般社団法人気仙沼市観光協会 〇 

宮城県 南三陸町 南三陸ポータルセンター ※2021 年 7 月閉館 一般社団法人南三陸町観光協会 〇 

宮城県 南三陸町 南三陸 311 メモリアル ※2022 年 10 月開館 南三陸町 ● 

宮城県 女川町 女川町まちなか交流館（震災関連展示コーナー） 女川町（女川町商工会） ● 

宮城県 石巻市 石巻市まちづくり情報交流館※2022 年 3 月までに全 5 施設閉館 石巻市 〇 

宮城県 石巻市 絆の駅 石巻ニューゼ 株式会社石巻日日新聞社 ● 

宮城県 石巻市 震災伝承スペース つなぐ館 ※2020 年 12 月閉館 公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク 〇 

宮城県 石巻市 東日本大震災メモリアル 南浜つなぐ館 公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク ● 

宮城県 石巻市 みやぎ東日本大震災津波伝承館 宮城県 ● 

宮城県 石巻市 震災伝承交流施設 MEET 門脇 公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク ● 

宮城県 東松島市 東松島市震災復興伝承館 東松島市 ● 

宮城県 東松島市 防災体験施設 KIBOTCHA（キボッチャ） 貴凛庁株式会社 ● 

宮城県 仙台市 せんだい 3.11 メモリアル交流館 仙台市（公益財団法人仙台市市民文化事業団） ● 

宮城県 仙台市 3 がつ 11 にちをわすれないためにセンター（せんだいメディアテーク） 仙台市（公益財団法人仙台市市民文化事業団）  

宮城県 仙台市 東日本大震災学習・資料室 みやぎ生活協同組合  

宮城県 仙台市 NHK 仙台放送局 NHK  

宮城県 仙台市 蒲生なかの郷愁館 なかの伝承の丘保存会・杜の都バイオマス発電所  

宮城県 仙台市 仙台市中心部震災メモリアル拠点 ※設置検討中 仙台市  

宮城県 名取市 名取市震災復興伝承館 名取市 ● 

宮城県 名取市 津波復興祈念資料館 閖上の記憶 一般社団法人閖上の記憶 ● 
宮城県 岩沼市 岩沼市千年希望の丘交流センター 岩沼市 ● 

宮城県 山元町 山元町防災拠点・山下地域交流センター 
（つばめの杜ひだまりホール／防災情報コーナー） 

山元町 
● 

福島県 相馬市 相馬市伝承鎮魂祈念館 相馬市 ● 

福島県 南相馬市 南相馬市消防・防災センター 南相馬市  

福島県 南相馬市 おれたちの伝承館 もやい展実行委員会 ● 

福島県 双葉町 双葉町ふれあい広場 ※2022 年 1 月閉館 双葉町（前田建設工業株式会社） 〇 

福島県 双葉町 東日本大震災・原子力災害伝承館 福島県 ● 

福島県 富岡町 特定廃棄物埋立情報館 リプルンふくしま 環境省  

福島県 富岡町 東京電力廃炉資料館 東京電力ホールディングス株式会社 ● 

福島県 富岡町 ふたばいんふぉ ※2024 年 3 月に閉館 双葉郡未来会議 ● 
福島県 富岡町 とみおかアーカイブ・ミュージアム 富岡町  

福島県 楢葉町 ヒロシマ・ナガサキ・ビキニ・フクシマ伝言館 宝鏡寺内 伝言館  

福島県 いわき市 いわき・ら・ら・ミュウ「3.11 いわきの東日本大震災展」 株式会社いわき市観光物産センター  

福島県 いわき市 いわき震災伝承みらい館 いわき市 ● 

福島県 いわき市 原子力災害考証館 原子力災害考証館  

福島県 三春町 福島県環境創造センター交流棟コミュタン福島 福島県 ● 
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表 3-3 震災遺構 

県 市町村 名称 運営団体 詳細 

岩手県 野田村 米田歩道橋の一部 野田村  

岩手県 普代村 普代水門 普代村  

岩手県 普代村 太田名部防潮堤 普代村  

岩手県 田野畑村 明戸海岸防波堤 田野畑村  

岩手県 宮古市 たろう観光ホテル 宮古市  

岩手県 宮古市 田老堤防 宮古市  

岩手県 大船渡市 茶々丸パーク時計塔 大船渡市  

岩手県 大船渡市 市民体育館前屋外時計 大船渡市（JA 寄贈）  

岩手県 陸前高田市 奇跡の一本松（陸前高田ユースホステル） 陸前高田市  

岩手県 陸前高田市 道の駅高田松原タピック 45 陸前高田市  

岩手県 陸前高田市 下宿定住促進住宅 陸前高田市  

岩手県 陸前高田市 旧気仙中学校 陸前高田市  

岩手県 陸前高田市 米沢商会ビル 米沢商会  

宮城県 気仙沼市 気仙沼市東日本大震災遺構(気仙沼向洋高校旧校舎)  気仙沼市  

宮城県 気仙沼市 旧水門（杉ノ下防潮水門） 気仙沼市  

宮城県 気仙沼市 命のらせん階段 株式会社阿部長商店  

宮城県 南三陸町 南三陸町防災対策庁舎 宮城県（、南三陸町）  

宮城県 南三陸町 高野会館 株式会社阿部長商店  

宮城県 石巻市 石巻市震災遺構 門脇小学校 石巻市 ● 

宮城県 石巻市 石巻市震災遺構 大川小学校 石巻市 ● 

宮城県 女川町 旧女川交番 女川町  

宮城県 東松島市 旧野蒜駅プラットホーム 東松島市  

宮城県 仙台市 震災遺構 仙台市立荒浜小学校 仙台市 ● 

宮城県 仙台市 震災遺構 仙台市荒浜地区住宅基礎 仙台市  

宮城県 山元町 震災遺構 中浜小学校 山元町 ● 

福島県 浪江町 震災遺構 浪江町立請戸小学校 浪江町 ● 

福島県 双葉町 マリーンハウスふたば 双葉町  

福島県 いわき市 田人地区の断層 田人地域振興協議会等  

福島県 いわき市 岩間海岸防波堤の一部 福島県  

 
表 3-4 祈念公園 

県 市町村 名称 運営団体 

岩手県 宮古市 震災メモリアルパーク中の浜 環境省 

岩手県 釜石市 釜石祈りのパーク 釜石市（株式会社かまいし DMC） 

岩手県 陸前高田市 高田松原津波復興祈念公園 国、岩手県、陸前高田市 

宮城県 気仙沼市 復興祈念公園 気仙沼市 

宮城県 南三陸町 南三陸町震災復興祈念公園 南三陸町 

宮城県 石巻市 石巻南浜津波復興祈念公園 国、宮城県、石巻市 

宮城県 女川町 メモリアル公園 女川町 

宮城県 東松島市 東松島市東日本大震災復興祈念公園 東松島市 

宮城県 名取市 名取市震災メモリアル公園 名取市 

宮城県 岩沼市 千年希望の丘相野釜公園 岩沼市 

福島県 南相馬市 南相馬市メモリアルパーク 南相馬市 

福島県 双葉町、浪江町 福島県復興祈念公園 ※一部暫定利用 国、福島県 
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3.4 東北 3 県の震災伝承施設の受け入れ概況 

2024 年伝承調査第 1 弾に回答いただいた 35 施設に、過去閉館するまで調査協力いただい

た 4 施設を加えた計 39 施設の来館者合計の年別推移を、以下に示す。 

 

図 3-3 震災伝承施設来館者数 年別推移（3 県 39 施設の合計）  
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コミュタン福島
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概要 
• 発災直後の 2011 年に開館していたのは 1 施設のみで、年間の来館者数は 4,015 人であ

ったが、各地で伝承施設の設置が進んだことに伴い、年々合計来館者は増加していっ

た。特に 2016 年以降、大型の施設の開館が重なり、コロナ前の 2019 年には 25 施設で

975,292 人を受け入れた。 
• 新型コロナウイルスが流行した 2020 年は、28 施設の来館者数合計が 704,263 人と、前

年の約 72%まで落ち込んだ（震災学習プログラムが約 43％となったのと比較すると、

減少幅は小さかった）。その後、人流の回復と共に増加に転じ、新施設の開業の影響

もあり、2022年には36施設1,183,231人でコロナ前の2019年よりも高い水準に戻った。 
• 2023 年には、34 施設で 1,565,940 人まで増加し、来館者数は過去最多となった。 
• 2024 年は、新施設のオープンが一段落した一方、閉館する施設が複数あったことから、

施設数は 33 施設で微減となっており、来館者数も 1,531,919 人と前年より減少した。 

注意点 
• 基本的には 1〜12 月の期間で「年」別の集計を行ったデータであるが、団体によって

は、一部「年度」別集計を行っていたり、月別の記録がなかったりすることがある。

そのため、厳密には、正しい推移グラフではない。 
①相馬市伝承鎮魂祈念館：2015～18 年は年度別集計データのみ 

• 本調査協力施設には、以下のような、交流センターやホールなどの一部として震災関

連展示を行っている施設も含まれている。こうした形態の施設では、日常的に目的別

集計を行うことが困難な状況にあるため、公民館利用目的の人数も含まれており、純

粋に震災伝承を目的に訪れた人の数と必ずしも一致する訳ではない。 
①大槌町文化交流センター 
②女川町まちなか交流館 
③山元町防災拠点・山下地域交流センター（つばめの杜ひだまりホール） 

• 図 3-3 のグラフには、オンライン参加者数は含まれない。  
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3.5 東北 3 県の震災学習プログラム・伝承施設の合計来訪数推移 

以下のグラフは、震災学習プログラム・震災伝承施設の受入人数推移をまとめたもので、

過去に閉館した施設のデータも含めている。2015 年頃までは震災学習プログラムの参加者

数の方が多かったが、時間の経過と共に震災伝承施設来館者数が大きく上回るようになった。

2020 年のコロナ禍で受入人数が急激に落ち込んだ後、徐々に回復傾向にあったが、直近の

2024 年はプログラム・施設とも減少に転化したことが分かる。 
 

 
図 3-4 震災学習プログラム、震災伝承施設の受入人数年別推移比較 

 

震災学習プログラムは、発災直後の 2011 年に 7 団体で 18,428 人を受け入れ、翌 2012 年

に 163,369 人、2013 年には 269,457 人と増加していったが、2013 年をピークに減少に転じ

た。2020 年はコロナの影響で一気に 80,893 人まで激減し、2023 年には 190,149 人（ピーク

時の約 71%）まで回復したものの、その後は伸び悩んでいる。 
震災伝承施設の来館者数は、徐々に増加し、2016 年には 437,870 人となり同年の震災学習

プログラム参加者数を上回った。その後も増加を続け、コロナの影響で一時的に減少はした

ものの、2022 年には合計の来館者数は 100 万人を超え、2023 年には 1,562,940 人と過去最

多を記録した。しかし、2024 年には減少に転じており、今後の動向が注目される。 
人数が逆転した 2016 年の段階で、震災伝承施設来館者数は震災学習プログラム参加者数

の 2.1 倍であったが、2024 年には 8.5 倍まで差が開いている。 
団体・施設数の増減と来訪数の増減の関係性については、改めて 3.10 節に 14 年間の推移

として示す。 
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3.6 震災学習プログラム・伝承施設の県別来訪数推移 

 

図 3-5 震災学習プログラム 県別受入数推移 

 

図 3-6 震災伝承施設 県別受入数推移 
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前頁のグラフは、震災学習プログラム・震災伝承施設の受入人数の県別（岩手・宮城・福

島）内訳を示したものである。 
 震災学習プログラムは、2011 年は宮城県の団体のみだったが、2012 年には岩手県、2013
年には福島県の団体の活動実績も加わっている。受入人数をみると、岩手県は 2014 年がピ

ークであったが、その後横ばいに推移。宮城県は 2013 年がピークで、その後減少に転じて

いる。福島県は年々増加傾向にある。また、2014 年で岩手：宮城：福島の比率がおおよそ

2：7：1 であったが、2024 年には、おおよそ 2.5：5：2.5 となっており、バランスは大き

く変化している。 
 2023年から2024年にかけて、震災学習プログラム参加者は、岩手で91.0％、宮城で90.0％
と約 1 割ずつ減少しているが、福島のみ 107.9％と増加しており、対照的な結果となった。 
 
 震災伝承施設は、2014 年まで宮城県の施設のみだったが、2015 年に福島県、2018 年に

岩手県の施設の活動実績が加わった。施設自体が年々増えていることもあり、受入人数は、

いずれの県も 2023 年までは増加傾向にあった。2024 年の岩手：宮城：福島の比率は、お

およそ 2.5：5：2.5 となっている。プログラムと異なり、2019 年頃から比率はそれほど変

わっていない。施設数は、岩手 6 施設、宮城 24 施設、福島 9 施設であることを考慮すると、

岩手県・福島県は施設数に対して多くの人数を受け入れていると言えるが、祈念公園内の伝

承施設をはじめとする大型施設の影響と考えられる。 
 2023 年から 2024 年にかけて、震災伝承施設来館者は、岩手で 96.9％、宮城で 93.5％と

減少しているが、福島のみ 104.3％と増加しており、震災学習プログラムと比較すると差分

は小さいが、岩手・宮城と福島の間で差が確認できる。 
宮城県の伝承施設運営者からは、以下のコメントが寄せられている。 

 
 “正直単体の施設の努力ではどうにもできない状況なのかなって感じています。 
  伝承施設全体で、市全体で、県全体で、東北全体で取り組まなければ 

どんどん人は離れてしまいそうな不安があります。“ 
 
 2023 年から 2024 年にかけての受入人数変化に関して、岩手・宮城と福島との差は明確

であり、2025 年以降の動向について継続調査が必要である。このような傾向差を生む要素

の一つと考えられる県別予算については、5.3 節で取り上げる。 
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3.7 高校生の受入人数推移 

  

図 3-7 高校生以下の受入人数推移 

2021 年から 2024 年までの 4 年間分の高校生以下等の人数データがそろっている伝承団体

（18）、伝承施設（12）に限って集計を行ったところ、伝承施設よりも、伝承団体（震災学

習プログラム）の方が、高校生以下（教育旅行の団体）の受入割合が高かった。 
伝承団体は、コロナ禍における教育旅行先変更等の影響により、2021 年に高校生以下の

割合が増加し 64％に達したが、2023 年には減少し、2024 年も高校生の受入人数は、ほぼ横

ばいとなった。伝承施設は、2021 年には 21%だった高校生以下の割合が、2023 年、2024 年

には少し低下し、17％台で推移した。 
（※対象施設より実績数値の修正依頼を受け、伝承施設の実績を重版時に修正） 

3.8 オンライン語り部の推移 

  

図 3-8 オンライン語り部の受入人数推移 

 伝承団体は、2021 年に 16 団体がオンラインに取り組み、年間で 3.5 万人が参加した。そ

の後は徐々に規模を縮小しながら継続、2024 年は 15 団体が 1.7 万人に向けて実施した。 
 伝承施設としては、一部施設を除きほぼオンライン語り部の実施はなかった。 
（※2025 年震災伝承調査において一部施設の実績が団体の実績と重複している旨が 

確認されたため、重版時に記載を修正）。  
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3.9 来訪数の増減要因 

 

 

図 3-9 来訪数増減要因（震災学習プログラム実施団体からの回答） 

 

 

図 3-10 来訪数増減要因（震災伝承施設からの回答） 

「震災（伝承）に対する関心」は、増加要因としても、減少要因としても選択されていた

が、減少要因の中で最多を占めた。 
「プログラムの内容／展示・案内の内容（赤枠）」は、伝承団体が増加した要因としては

多く選択されたが、伝承団体の減少・伝承施設の増加および減少の要因としての回答は非常

に少ないことが特徴的であった。 
「地域全体の訪問者数の増減」も「震災（伝承）に対する関心」に近い回答傾向で合った

が、伝承団体が減少要因として挙げる例が多かった。 
以下に、伝承団体（震災学習プログラム開催団体）、震災伝承施設のそれぞれについて、

増加・減少の要因として挙げられたエピソードの自由記述回答を掲載する。 
 

伝承団体（増加エピソード） 
・ コロナ禍で修学旅行の受入が増加したので各学校様の防災意識も高まっていきリピ

ートしてくださる事を期待していたがコロナ禍が緩和するとコロナ禍以前と変わら

ないコースに戻る学校様が多かった。 
・ 修学旅行がコロナ前の訪問地に戻ったことで学校の来館者数は減少したが、校外学

習で来るなど大幅な減少にならなかった。一方でリピーター客が定着してきたこと

などにより全体的にプログラムの受入件数と人数は増加した。 
・ 当センターが毎年年 13 回程度開催している自助共助プログラムの参加者に繋がる
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きっかけは学生自らがこのプログラム後に自分事となった学生が主体的に伝承に関

わっております。 
・ 関東圏の中学・高校から SDGS に関する学びの要望が多かった。本団体の担当者は

災害に強いまちづくりを目指した復興案の立案に参画した。また被災後の復興事業

を自ら実施している。以上の経験と.元教員の強みを生かした探求的なプログラムが

評価されている。 
・ 大型バスでの団体のみならず、少人数での個人的参加が増加してきている。 
・ 新型コロナウイルス感染症の取り扱いが 5 類に移行後、来訪の人数が以前の水準に

戻ってきている為と思われる。 
・ 2024 年は高校生以下の参加者数が全体のほぼ半数となった。語り部ガイドと防災学

習用 DVD 視聴及びワークシート（クイズ等）の組合せが功を奏して、リピーター

の学校が増加。 
・ 継続により、活動が多くの人に認知され始めた。参加者からの要望により福島県か

らの依頼も増えている。観光関係などの他団体との連携。インバウンド対応。 
・ 伝承館など多く依頼が増えている傾向があります。 
・ 東北に特化した旅行会社（みちのりトラベル東北）のお客様がほとんどです。昨年

夏頃から観光物産協会をはじめとする、教育旅行をターゲットにした事業者との情

報交換会に参加することになり、10 月に大阪と名古屋で営業まわりをし、今年 2 件

（合計 200 名弱）の申込みを獲得しました。 
・ 岩手県内の学校について受入人数は減少していることに対し、県外の学校かつ大型

団体が増えていることから、一件あたりの人数が増加している。 
・ 2021 年は新型コロナ自粛緩和による増加。大人（企業・団体）向けを強化している。 

 
伝承団体（減少エピソード） 
・ 県内の修学旅行の行先変更、一般の団体、エージェントの予約が減少。 
・ 修学旅行（コース選択制）で毎年震災学習列車にご乗車いただいている高校が、数

年前までは 120 名程度（3 両編成）で運行していたのが、今年度は 60 名程度にまで

減少しました。 
・ 市内の語り部の要望は気仙沼市東日本大震災・伝承館への誘導をしております。 
・ トータル人数が減少したが、個人のお客様に関しては例年以上にご利用頂いていた。

ただ繫忙月の貸切団体の予約、利用が減少したことが結果として数字にも現れた。 
・ 教育旅行としての受入れの人数が限られているため（宿泊施設も含め）首都圏の大

きな学校様のご要望に添えるのが厳しいので、今後も近隣市町村の協力がないと難

しいと思いますし、旅行会社様との調整を行うマネジメントを行う団体が必須だと

感じます。 
・ 民間団体連携により複数バス受入れのリピートや新規で増加。近隣設の連携・紹介

欠如による減少。 
・ プログラム内容や発信方法、広報・集客の連携など、抜本的な対策が必要。 
・ 来ていただいた皆さんに丁寧に対応と、ニーズに応じて柔軟にお時間の調整などの

ご相談には応じさせていただいております。 
・ 伝承と防災減災を学び、命をつないでいく、要望が増えてオプション案内が増えた。

他団体とコラボ企画を行った。語り部と防災ゲームや街歩きで違いや変化を実感。
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震災を知らない世代へ要望が増加。 
・ 消防庁依頼、県外語り部派遣事業依頼等、県外への出張講話が増えている。 
・ 現実味のある震災遺構が片付き、見られなくなった。写真で説明するなら、逆にこ

ちらに来て欲しいと講演になった。 
・ 伝承館ができて、展示が見たら話をきかなくていい、となってきた。オンラインや

写真展などやり方を変えて発信している。 
・ 市内の語り部の要望は気仙沼市東日本大震災・伝承館への誘導をしております。 
・ 2024 年、プログラム紹介に特化したパンフレットを作成しました。旅行会社、学校

の先生、来館者などに随時配布しています。 
・ 復興視察の有料化が件数減少の要因。観光経済効果の主要素である宿泊へのマイナ

ス影響はなく、限られた人材で運営する復興視察で観光施策としての持続可能性が

より高まった。 
 

伝承施設（増加エピソード） 
・ コロナの 5 類以降後における、交流人口の増加及び元旦に発生した能登半島地震等

による防災意識の高揚が来館者数の増加に繋がったと考える。更にイベント等を通

じて営業・情報発信を行った効果が現れたものと思料する。オンシーズン、コロナ

明けの影響が大と思われます。 
また、宿泊についても BBQ 付きプランや屋外宿泊のグランピングも要因であった

と思われます。オフシーズンはなないろの芸術祭(フェスを含む)やリアル宝探し等

で集客を図りました。 
・ 新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行による影響。 
・ 2024 年は団体（一般、学生）の来客が増加した。総じて 1−3 月の来場者が少ない傾

向。リピーター獲得のため企画展を随時開催したい。 
・  
伝承施設（減少エピソード） 
・ 一組当たり大人数となる修学旅行がコロナ前の行程に戻ったため、来館者の減少の

要因の一つとなっている。 
・ 2023 年はコロナ 5 類移行、NY タイムズ紙による盛岡市、全国植樹祭の影響等で来

館者が増加したが、2024 年はその影響が減少したためと考えている。 
・ 来館者数は前年と比較すると減少したが，要因としては，修学旅行などの団体の数

が減少したことが考えられる。 
・ 伝承施設は一般の方にとって 1 度行けば十分という認識が強く、オープン直後の目

新しさから来館される層が尽きた印象。今後はリピートが望める学校団体への営業

を強化。 
・ 開館から 3 年が経過し、初訪問者が落ち着いたことによる減少が影響していると思

料。 
・ 一方で、教育旅行セミナーでの PR など教育旅行誘致活動等が、県外からの団体客

の増加に繋がっていると感じている。 
・ 防災研修ニーズ等に応えきれず、発信も連携も不足し、減少。有料であるだけで帰

る方もいて、無料施設による悪影響。 
・ 学生増加が今後の希望だが、周辺施設との連携が必須。 
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・ 通年では減少しているが、ほぼ昨年同数なのは 3 月の追悼行事の来訪増加によるも

ので、祈念公園としての追悼行事への注力が求められる。 
・ 全体の入館者数は前年を下回ったが、高校生以下の人数は過去 5 年間で一番多い。

震災学習プログラムに参加いただいた学校のリピート率が高いことに起因している。 
・ 長年、学生たちを案内してくれていた首都圏や関西圏の大学教授が相次いで退官し

たことも減少の要因にあげられる。 
・ 旅行会社主催の募集ツアーの申込みが増えているが、語り部だけの申込みが多い印

象。来館につなげていきたい。 
・ 「その他」3 月に閉館したため。 
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3.10 震災学習プログラム開催団体数・震災伝承施設数と受け入れ人数の推移 

以下のグラフに、2011年から 2024年の調査期間における、年毎の震災学習プログラム開

催団体数と、震災伝承施設数、それぞれの受入人数推移を示す。 

また、本グラフの根拠である各団体・施設の個別の月別・年別の来訪数推移は、巻末に参

考資料として記載している。 

 

図 3-11 震災学習プログラム提供団体数・伝承施設数と受入人数の推移 

震災学習プログラム開催団体数と震災伝承施設数は、基本的にはいずれも右肩上がりで推

移している。震災学習プログラムの方が、比較的立ち上がりが早かったが、増加の幅は徐々

に鈍化し、2020 年に震災伝承施設数と並び、その後、同程度で推移している。 

その一方で、受入人数については、前述の通り、2015〜16年を境に震災伝承施設が震災学

習プログラムを上回り、2024 年には 8倍以上の差がついている（伝承施設受入人数が、震災

学習プログラム受入人数の 8倍）。背景として、活動開始時期、性質、規模、調査対象の団

体・施設数の影響を受けていることが考えられる。 

以下、発災 15年を機に、各団体・施設の開始年（表 3-5,3-6）を整理した上で、震災伝承

活動の流れを 5つのフェーズでまとめた。  
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表 3-5 震災学習プログラム実施団体数と活動開始年 

年 団体数 受入人数 岩手県 宮城県 福島県 

2011年 7 18,428 

  気仙沼市観光協会 

南三陸ホテル観洋 

南三陸町観光協会 

石巻観光ボランティア協会 

女川町観光協会 

3.11 メモリアルネットワーク 

相馬市観光協会 

2012年 14 146,495 

宮古観光文化交流協会 

三陸鉄道 

三陸ひとつなぎ自然学校 

三陸復興観光コンシェルジェセンター 

奥松島観光ボランティアの会 

閖上の記憶 

いわき語り部の会 

2013年 18 237,958 

陸前高田被災地語り部くぎこ屋 ふらむ名取 

震災語り部の会ワッタリ 

やまもと語りべの会 

  

2014年 20 237,048 おらが大槌夢広場 雄勝花物語   

2015年 22 211,367   七郷語り継ぎボランティア 富岡町 3・11 を語る会 

2016年 24 186,966 
  大川伝承の会 

岩沼市千年希望の丘交流センター 

  

2017年 25 176,990   健太いのちの教室   

2018年 26 165,813     ふくしまリアリ 

2019年 27 164,921   けせんぬま震災伝承ネットワーク   

2020年 28 73,072   SAYS 東松島   

2021年 31 112,487 

いのちをつなぐ未来館_語り部等 

高田松原津波復興祈念公園 

パークガイド 

  大熊未来塾 

2022年 31 156,247       

2023年 32 176,125 トナリノ     

2024年 32 166,748       
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表 3-6 震災伝承施設数と展示開始/施設整備年 

年 施設数 受入人数 岩手県 宮城県 福島県 

2011 年 1 4,015  唐桑半島津波体験館  

2012 年 3 21,987  
絆の駅石巻ニューゼ 

閖上の記憶 

 

2013 年 5 73,672  
リアス・アーク美術館常設展 

南三陸ポータルセンター 

 

2014 年 7 112,154  
シャークミュージアム 

つなぐ館 

 

2015 年 11 169,733  

南浜つなぐ館 

石巻市まちづくり情報交流館 

せんだい 3.11 メモリアル交流館 

相馬市伝承鎮魂祈念館 

2016 年 15 437,870  

女川町まちなか交流館 

東松島市震災復興伝承館 

千年希望の丘交流センター 

コミュタン福島 

2017 年 17 549,057  
震災遺構_仙台市立荒浜小学校 

山元町防災拠点・山下地域交流センター 

 

2018 年 22 682,113 大槌町文化交流センター KIBOTCHA 

ふたばいんふぉ 

東京電力廃炉資料館 

双葉町ふれあい広場 

2019 年 25 944,446 
いのちをつなぐ未来館 

東日本大震災津波伝承館 
気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館  

2020 年 28 685,402  

名取市震災復興伝承館 

山元町震災遺構中浜小学校 

【閉館】南三陸ポータルセンター 

東日本大震災・原子力災害伝

承館 

いわき震災伝承みらい館 

2021 年 33 826,618 
大船渡市防災学習館 

311 仮設住宅体験館 

MEET 門脇 

みやぎ東日本大震災津波伝承館 

石巻市震災遺構_大川小学校 

【閉館】つなぐ館 

震災遺構_浪江町立請戸小学

校 

（とみおかアーカイブ・ミュージ

アム） 

2022 年 36 1,154,569 陸前高田市立博物館 
南三陸 311 メモリアル 

石巻市震災遺構_門脇小学校 

 

2023 年 34 1,531,561  
【閉館】唐桑半島津波体験館 

【閉館】石巻市まちづくり情報交流館 

おれたちの伝承館 

【閉館】双葉町ふれあい広場 

2024 年 33 1,474,099 （大槌伝承の館） 
【震災展示終了】シャークミュージアム 

【移転・来館計測終了】絆の駅石巻ニューゼ 
【閉館】ふたばいんふぉ 

2025 年  ― （宮古災害資料伝承館）   
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震災学習プログラム実施数、震災伝承施設数から見た発災 15年の伝承活動のフェーズ変化 

（１）発災直後：語り部活動の黎明期 
津波・地震・原子力災害の痕跡が残る復旧期で、一般の観光客は少なかった時期である。

新規の施設設置を行えるような状況ではなかったが、すでに語り部による被災地案内は行わ

れていた。 
【震災学習プログラム】発災直後からの視察訪問者の案内をする中で、自然発生的に語り部

が開始された。震災前から窓口・実行機能を持っていた観光協会やホテルが主体となったほ

か、災害ボランティアへの説明対応から語り部開始した例も見られた。 
【伝承施設】震災前から存在した唐桑半島津波体験館は、津波被害を受けなかったことから、

直後より来館者を受け入れた。 
 
（２）発災 1〜3 年後：自発的な語り部開始と組織化、既存施設活用や仮設施設新設 
徐々に復旧工事が進み、復興支援目的の観光客の訪問も増加し、震災の語り部に対する認

知度も向上したことで、被災地案内プログラムへの参加を希望する人が増えた時期である。

地方自治体が施設の計画・建設を進めるのはまだ難しく、比較的機動的に動ける民間主体で

の伝承施設設置が進んだ。 
【震災学習プログラム】被災した各地で、遺族自身による語りや、同地域の震災伝承に組織

的に取り組む動きが活発化した。特に民間団体が多く立ち上がった時期である。発災直後の

震災学習プログラムは屋外やバス案内が中心だったが、施設が整備されたことで、屋内での

講話や展示見学、雨天時対応が可能になった。 
【伝承施設】発災後間もない頃から語り部・震災学習プログラムの受入を行っていた民間団

体や観光協会により、気仙沼では復旧した既存施設での展示、南三陸、石巻、名取において

仮設コンテナ等の活用施設による展示が開始された。 
 
（３）発災 4〜8 年後：公的施設数と来訪数が増加する一方、伝承団体への来訪数が減少 
復旧が進み、復興事業が実施される中で、その一環として自治体による伝承関連施設設置

の議論と新設が進む一方、震災学習プログラム参加者は減少に転じた時期でもある。 
【震災学習プログラム】語り部活動は続けられてきたが組織化していなかった地域を中心に、

新たな団体の立ち上げが続き、団体数は小幅に増加した時期である。伝承施設のオープンに

伴い語り部活動の活性化も期待されたが、実際には、震災学習プログラム参加者数は緩やか

な右肩下がりとなってゆき、2016 年には震災伝承施設来館者数が震災学習プログラム参加者

数を上回った。 
【伝承施設】比較的対応の早い自治体による伝承施設の設置が進んだ。既存施設利用、コン

テナ設置だけでなく、新規の交流施設、伝承館、震災遺構などの多様な伝承施設が整備され

た時期である。公民館や防災センターの一角を震災関連展示に利用するケースも見られ、民

間でも伝承の拠点となる特色ある施設が整備された。 
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（４）発災 9〜11 年後：発災 10 年の公的施設新設の集中とコロナ禍の影響 
発災 10 年後、当初の復興・創生期間の終わりとされた 2021 年 3 月に向けて、伝承施設の

開館が相次いだが、奇しくも新型コロナウイルスの流行と重なり、来訪者が激減した後に段

階的に回復してきた時期である。 
【震災学習プログラム】新型コロナウイルスの影響により予約キャンセルが相次ぎ、受入を

停止する団体もあった。2020 年は多くの修学旅行や視察が中止となり、受入人数は前年の半

分以下に激減した。その後、比較的感染者数の少なかった東北地方に修学旅行先を変更する

トレンドもあり、2021 年には一定程度回復した。一方で、オンラインでの対応により、これ

までになかったニーズを開拓したり、参加者との接点を強化したりした団体もあり、新たな

工夫も生まれた時期でもある。 
【伝承施設】各地の自治体で震災遺構や伝承施設の整備が進められた。復興庁・国・県が整

備・運営する各県の復興祈念公園内に設置された「東日本大震災津波伝承館（岩手、2019 年

オープン）」「東日本大震災・原子力災害伝承館（福島、2020 年オープン）」「みやぎ東日

本大震災津波伝承館（宮城、2021 年オープン）」をはじめ、大型伝承施設が相次いで開業し

た。その一方で、他施設に機能を引き継ぐなどした中小規模の民間施設が閉館する動きも見

られた。発災後、震災伝承施設数・来館者数は年々増加していたが、コロナ禍の影響で来館

者数が落ち込み、その後、段階的に回復した。 
 
（５）発災 12 年後〜：一部施設の閉館・新設と、来訪数全体の減少転化 
発災 10 年前後の施設開業ラッシュが終わったものの、一部施設の閉館や震災展示終了、新

設の双方の動きがあったが、コロナ禍以降初めて、全体の来訪数が減少に転じた。 
【震災学習プログラム】新たな団体の立ち上げは減り、団体数は横ばいの推移が続いている。

受入人数はコロナ前とおおよそ同等の水準となったが、震災直後から活動を継続してきた団

体の中には、過去最も受入人数が多かった年の 1%以下まで減少しているところもある一方で、

福島県を中心に、近年受入人数が増加している団体もある。 
【伝承施設】新規の施設開館は一段落したが、民間主体による独自視点の伝承施設設置の動

きが見られた。一方で、計画期限に達したり、役割が変化した施設の閉館も重なった。伝承

施設来館者数は、2023 年まで増加傾向にあったが、2024 年は微減に転じた。 
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4. 震災伝承活動の現状・課題 

本章では、前章まで見てきた震災学習プログラム・震災伝承施設の第 1 弾調査（受入人数

推移）に引き続き、第 2 弾調査（アンケート）の集計結果をもとに、岩手・宮城・福島の 3
県における震災伝承活動の現状について、改めて確認する。 

なお、前章の第 1 弾調査（受入人数推移）は震災学習プログラム開催 32 団体・震災伝承

施設運営 39 団体（閉館済の施設も含む）にご協力いただいたが、第 2 弾調査（アンケート）

はそれよりも少なく、震災学習プログラム開催 28 団体・震災伝承施設運営 29 団体の回答結

果に基づき整理していく。アンケートの方が協力団体数が少ないのは、閉館した施設は対象

外であること、複数施設を運営する団体は全施設分まとめて１回答としていること、未提出

の場合があることなどの理由によるものである。 
 
協力団体名・施設名一覧 
 
○震災学習プログラム実施団体（北から順、28 団体） 
宮古観光文化交流協会 学ぶ防災、吉里吉里国、おらが大槌夢広場、かまいし DMC、三陸

鉄道、三陸ひとつなぎ自然学校、陸前高田観光物産協会 
階上地域まちづくり振興協議会 語り部部会、気仙沼市観光協会、三陸復興観光コンシェル

ジェセンター、南三陸ホテル観洋、雄勝花物語、大川伝承の会、石巻観光ボランティア協会、

3.11 メモリアルネットワーク、女川町観光協会、健太いのちの教室、SAY’S 東松島、七郷

語り継ぎボランティア 未来へ‐郷浜、いわぬま震災語り部の会、津波復興祈念資料館 閖

上の記憶、ふらむ名取、震災語り部の会ワッタリ、やまもと語りべの会 
ふくしまリアリ、富岡町３・１１を語る会、大熊未来塾、いわき語り部の会 
 
○震災伝承施設運営組織（北から順、29 組織） 
※複数の施設を運営している組織については、回答は 1 件としています。 
宮古市災害資料伝承館、いのちをつなぐ未来館、大船渡市防災学習館、大槌町文化交流セン

ター、大槌伝承の館、東日本大震災津波伝承館、陸前高田市立博物館、3.11 仮設住宅体験

館 
気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館、リアス･アーク美術館、南三陸 311 メモリアル、石巻

市震災遺構門脇小学校・石巻市震災遺構大川小学校、みやぎ東日本大震災津波伝承館、

MEET 門脇・南浜つなぐ館、石巻 NEWSèe、女川町まちなか交流館、東松島市復興伝承館、

せんだい 3.11 メモリアル交流館・震災遺構仙台市立荒浜小学校、津波復興祈念資料館閖上

の記憶、名取市震災復興伝承館、岩沼市千年希望の丘交流センター、山元町震災遺構中浜小

学校、山元町防災拠点・山下地域交流センター 
東日本大震災・原子力災害伝承館、東京電力廃炉資料館、とみおかアーカイブ・ミュージア

ム、福島県環境創造センター、原子力災害考証館 furusato、いわき震災伝承みらい館 
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第 2弾アンケート調査の目的 

 前回までの調査実績を踏まえ、以下目的と Q1～9の設問を設定し、震災学習プログラム開

催団体・震災伝承施設に配布し、回答紙またはオンラインで回答を得た。 

 

 

 

2024年東日本大震災伝承活動調査第2弾 目的

１．伝承主体・施設等の連携による相乗効果発揮（連携）
２．効果的な伝承活動実現のための企画力の向上（企画）
３．経験と教訓を伝え継ぐための次世代人材育成（育成）
４．持続的な震災伝承活動(※1)を支える環境整備

災害で命が失われない社会、被災者や被災地域の
苦難を軽減し再生に向かうことのできる社会

そのために
3.11被災地
の伝承主体
が取り組む
べきこと

私たちが
目指す社会

の姿

A．学校に向けた震災伝承の推進
B．地域の多様な主体が共に防災を考える場づくり
C．関係省庁や自治体の防災施策による仕組みづくり

社会全体の
防災力向上
に向けた
重点テーマ

調査の目的
3.11の伝承活動実践者の立場から
１．効果的な手法や事例、知見を

共有し合う
２．社会全体として目指すべき

方向性を見いだす資料とする

調査の目的
3.11の伝承活動実践者の立場から
１．伝承活動の現場の取り組みの現

状・問題点を明確にする
２．目指す方向性、改善に向けたア

イディアを出し合う

災害から命が守れる社会の実現のために、
震災伝承の推進・継続を支える取組の一環
として2018年より毎年調査。
第1弾の来訪数調査（1月実施、2月公表）と
あわせ、現状と課題を冊子にして公開。

(※1) 「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興基本方針の変更について（令和7年6月20日閣議決定）
「被災各地の追悼・祈念施設、震災遺構、伝承施設等の間で連携しつつ、東日本大震災の記憶と教訓を後世へ継承」
「令和８年度以降も東日本大震災の風化防止と教訓の継承の取組は継続する必要があり、国、地方公共団体、民間がそれ
ぞれの役割を果たしながら連携して進める」とする一方、地震・津波被災地域で「心の復興」事業の継続や、震災伝承活
動を直接支える制度や施策についての記載はない

2024年東日本大震災伝承活動調査第2弾 Q1～Q3

A．学校に向けた震災伝承の推進
B．地域の多様な主体が共に防災を考える場づくり
C．関係省庁や自治体の防災施策による仕組みづくり

社会全体の
防災力向上
に向けた
重点テーマ

A．学校に向けた震災伝承の
推進

B．地域の多様な主体が共に
防災を考える場づくり

C．関係省庁や自治体の防災施策
による仕組みづくり

Q1. 学校における震災学習についてお伺い
します。(※2)
(1)市町村内・県内の学校において震災学習
が根付くために、何が必要だと思います
か？

(2)県外の学校において震災学習が広がるた
めに、何が必要だと思いますか？

(3) 東北での震災学習は、全国の学校現場で
事前防災に役立っていると思いますか？

(4)(3)の回答理由・具体事例

Q2. 地域の事前防災推進のための取り組
みについてお伺いします。(※2)
(1)地域住民・団体、教育機関、地元企業
等複数の主体が連携(※1)して防災教
育に取り組むことは重要だと思いま
すか？

(2)(1)推進のため効果的だと思われる事例
(3)地域住民と連携して効果的だった事例
(4)教育機関と連携して効果的だった事例
(5)企業と連携して効果的だった事例

Q3.復興庁、自治体および防災庁への期待
についてお伺いします。 (※3)
(1)復興庁、自組織の活動県/自施設の所在
県の自治体、自組織の活動市町村/自施
設の所在市町村の自治体、防災庁のそれ
ぞれに期待することを教えてください。

(2)防災庁「有識者アドバイザー会議報告書
(※4)」に記載された「国民の行動変
容」の実現について、お考えを教えてく
ださい。

(※2)参考資料：事前防災の推進、防災対策実施体制について（参考資料）令和7年4月14日内閣官房防災庁設置準備室P.20
「事前防災対策総合推進費について」で「(2)連携事業：事前防災の強化に関し、関係省庁や地方自治体等が連携して行う取組を支援」することが
示されており、地域住民・団体、教育機関、地元企業等複数主体の連携によるコミュニティ防災教育推進に向けた動きがある。

(※4)参考資料：防災庁設置準備アドバイザー会議報告書令和7年6月4日
「第三章防災庁が今後取り組むべき防災政策の方向性と具体的な施策」の「４．防災政策推進のための共通基盤の形成」一つとして、P.9〜10で
「(2)国民の行動変容をもたらす防災教育・啓発、課題・教訓等の継承」を記載

調査の目的
3.11の伝承活動実践者の立場から
１．効果的な手法や事例、知見を

共有し合う
２．社会全体として目指すべき

方向性を見いだす資料とする

(※1)前出「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興基本方針の変更について（令和7年6月20日閣議決定）
「被災各地の追悼・祈念施設、震災遺構、伝承施設等の間で連携しつつ、東日本大震災の記憶と教訓を後世へ継承」、
「NPO、ボランティア、企業、大学等多様な主体との結びつきや最大限生かしつつ」と記載

(※3)参考資料：「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年12月20日閣議決定）
「多様な主体がそれぞれの知見・経験を共有し、互いに活かす場」、「民間団体が自立的・持続的に活動を行うことができる環境」が重要と記載
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図 4-1 第 2 弾アンケート調査の目的と Q1～9 の設問 

 

2024年東日本大震災伝承活動調査第2弾 Q4～Q6

１．伝承主体・施設等の連携による相乗効果発揮（連携）
２．効果的な伝承活動実現のための企画力の向上（企画）
３．経験と教訓を伝え継ぐための次世代人材育成（育成）
４．持続的な震災伝承活動を支える環境整備

そのために
3.11被災地
の伝承主体
が取り組む
べきこと

調査の目的
3.11の伝承活動実践者の立場から
１．伝承活動の現場の取り組みの現

状・問題点を明確にする
２．目指す方向性、改善に向けたアイ

ディアを出し合う

１．伝承主体・施設等の連携による
相乗効果発揮（連携）

Q4.語り部・震災学習プログラムと伝承施設との
連携・相乗効果についてお伺いします。 (※1)
(1)今後、他の語り部・伝承団体や伝承施設との連
携を強めることで、来訪者の質の高い体験の提
供を見込めると思いますか？

(2)各県で国が関わる復興祈念公園と、自組織との
連携・協働ができていますか？

(3)(2)の回答理由
(4)他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したこ
とで来訪者に質の高い体験を提供できた事例

(5)他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したこ
とで県外来訪者の防災力向上を提供できた事例

(6)他の語り部・伝承団体や伝承施設との連携の課
題を教えてください。(※5)

(※5)過去の調査で、無料の伝承施設と比べ、有料であることを理由にしたプログラム予約や施設入館の辞退が来訪者減少の一因として回答。

２．効果的な伝承活動実現のた
めの企画力の向上（企画）

Q5.伝承活動の企画・工夫についてお伺
いします。
(1)来訪者数増加(※6)のために実践して
いる企画・工夫の事例を教えてくだ
さい。

(2)震災伝承の質を高めるために実践し
ている企画・工夫の事例を教えてく
ださい。

(3)震災伝承の「成果」を測るためにど
のような指標(※7)がふさわしいと思
いますか？

(※6)第1弾調査において2024年来訪者数が前年比で減少する中、伝承団体からの増加要因としてあげられた最多回答が「プログラムの内容」

３．経験と教訓を伝え継ぐため
の次世代人材育成（育成）

Q6.伝承人材の育成についてお伺いしま
す。
(1)後世への伝承活動継続のために、特
に重要だと思う人材を教えてくださ
い。

(2)(1)の人材の伝承活動への参加促進・
育成のために、何が必要だと思いま
すか？

(※1)前出「第2期復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興基本方針の変更について（令和7年6月20日閣議決定）
被災各地の追悼・祈念施設、震災遺構、伝承施設等の間で連携しつつ、東日本大震災の記憶と教訓を後世へ継承

(※7)選択肢は、「復興の基本方針（３）東日本大震災の記憶と教訓の構成への継承」を参照し設定しており、復興庁が教訓継承事業の長期アウトカム指標としている
「東日本大震災の教訓継承に係るHPのコンテンツ数」（令和4年度行政評価レビューシート「0013 : 東日本大震災の教訓継承事業」）に加えて、防災庁準備室アドバイ
ザー会議報告書記載の「国民の行動変容をもたらす防災教育」を追加。

2024年東日本大震災伝承活動調査第2弾 Q7~Q9

１．伝承主体・施設等の連携による相乗効果発揮（連携）
２．効果的な伝承活動実現のための企画力の向上（企画）
３．経験と教訓を伝え継ぐための次世代人材育成（育成）
４．持続的な震災伝承活動を支える環境整備

そのために
3.11被災地
の伝承主体
が取り組む
べきこと

調査の目的
3.11の伝承活動実践者の立場から
１．伝承活動の現場の取り組みの現

状・問題点を明確にする
２．目指す方向性、改善に向けたアイ

ディアを出し合う

４．持続的な震災伝承活動を支える環境整備

Q7.伝承活動継続の見通し(※1)について
お伺いします。
(1)今後、伝承活動を継続する上で不安を
感じていますか？

(2)2026年度以降の組織・施設運営およ
び活動資金の見通しについて教えて
ください。

(3)2026年度以降の伝承人材確保の見通
しについて教えてください。

(4)伝承活動継続のために、組織・施設と
して特に必要だと思うことを教えて
ください。

Q8.伝承活動に対する公的支援(※3)につ
いてお伺いします。
(1)震災伝承継続に関する公的な資金支援
の状況について、お考えを教えてく
ださい。

(2)「第2期復興・創生期間」後の震災伝
承活動に対する公的な資金支援への
期待について、お考えを教えてくだ
さい。

(3)(2)の選択理由や、今後の震災伝承への
公的支援に関するご意見があれば教
えてください。

Q9. 3.11メモリアルネットワークに期待
することについてお伺いします。
(1)3.11メモリアルネットワークの以下の
取り組みについて、必要だと思いま
すか？
■連携関連
■企画関連
■育成関連
■その他

(※3)前出：「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年12月20日閣議決定）
「多様な主体がそれぞれの知見・経験を共有し、互いに活かす場」、「民間団体が自立的・持続的に活動を行うことができる環境」が重要と記載

(※1)前出「第2期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興基本方針の変更について（令和7年6月20日閣議決定）
P26.被災各地の追悼・祈念施設、震災遺構、伝承施設等の間で連携しつつ、東日本大震災の記憶と教訓を後世へ継承
P27.「令和８年度以降も東日本大震災の風化防止と教訓の継承の取組は継続する必要があり、国、地方公共団体、民間が
それぞれの役割を果たしながら連携して進める」とする一方、地震・津波被災地域で「心の復興」事業の継続はない予定
で、震災伝承活動を直接支える制度や施策の記載はない
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4.1 学校に向けた震災伝承の推進 

「Q１. 学校における震災学習」について、以下の回答が得られた。 

(1) 自組織/施設の市町村内・県内の学校において震災学習が根付くために必要なこと 

 

図 4-2 市町村内・県内の学校において震災学習が根付くために必要なこと 

(2) 県外の学校において震災学習が広がるために必要なこと 

 

図 4-3 県外の学校において震災学習が広がるために必要なこと 
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「市町村内・県内の学校」において震災学習が根付くために必要なこととして、「教員向

けの震災学習勉強会・研修会」「被災地訪問バス代等の移動補助」の順で、回答数が多かっ

た。一方、「県外の学校」において震災学習が広がるために必要なことは、「被災地と学校

をつなぐコーディネート機能」、「被災地訪問バス代等の移動補助」の回答が多かった。 
バス代補助は県内・県外共に求められていたが、最多回答は、県内は「教員向けの震災学

習勉強会」、県外は「コーディネート機能」と異なる傾向が見られた。 
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(3) 東北での震災学習は、全国の学校現場で事前防災に役立っているか 

  図 4-4 東北での震災学習は、全国の学校現場で事前防災に役立っているか 

 

(4) (3)の質問で「全国の学校での事前防災に役立つ／役立たない」と感じられた理由 

自由記述「全国の学校での事前防災に役立つ/役立たない」と感じられた理由 
 
▼役立つ 
・ 学校から送られてきた感想文を読むと自分事にしていることが分かるから。 
・ 未来館でのプログラム体験を通して、学校での防災学習の取り組みを見直した、生徒

の意識が変わったなどの感想を寄せられることが多いため。 
・ 震災から 14 年が過ぎても被災地へきていただいて学んでいただいている。 
・ 当社施設の見学を通して原子力防災に関する理解が進んだとの多数のご意見をいただ

いている。 
・ 伝承館で団体向けに行っているアンケートの結果や見学された学校の生徒からのお礼

状、感じたこと伝えたい事を書いた付箋などの内容をみると、防災意識の向上に役立

っていると感じる。 
・ 被災地が積極的に防災教育に取り組む姿を見せることが重要だと思います。児童・生

徒の中には、震災時に生まれていないケースや、幼くて当時の記憶がないケースが多

いため、自分の生まれた地域がどのような被害を受けたかを知り、それを全国に波及

していくことが防災・減災に役立つと思います。それをきっかけに、自分の地域にど

のような地震が想定されているか（EX：南海トラフ地震など）を知り、どのような対

応ができるか考えるきっかけになってほしいと考えております（事前防災に役立つも

の）。  
・ 自分事として考えられるようになる。 
・ 被災した地域を自分の目で見て、震災体験者から直接当時の話や、復興過程の話し聞

く事で災害の恐ろしさがわかると思われるし、当事者から聞くことで今後起こり得る

災害への備えとして必要なヒントなどを得ることが出来ると思われます。 

とてもそう
思う
45%

どちらか
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そう思う
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とそう思わない
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7%
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わから
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7%

震災学習プログラム実施団体 震災伝承施設運営組織

役立っている

89％
役立っている

86％
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・ 見学された学校の生徒からのお礼状、感想などの内容をみると、防災意識の向上に役

立っていると感じる。 
・ 東日本大震災での被災地は 1000 年に一度の学びの場であり活きた教材が東日本大震災

から十五年目でも点在している 
・ 来てくれた学校では子供達だけでなく、先生方も大きな手ごたえを感じて頂いている

ようで、感謝の手紙等多くの反響をいただいています。また、リピートされる学校も

非常に多く、今後もつながりが続いていくことを期待しております。一方で、校長先

生が変わり、震災学習を重要視されないので方面変更といったことや、そもそも当ホ

テルの活動をご存じない先生方が増えてきているのも実情で、先生方だけでなく、旅

行会社にむけての PR が重要性を増していることを実感しています。 
・ 予めメモ帳などに見るところなど下調べして訪問して来た学校の生徒の皆さんの反応

が良好です。我々からのメッセージ（ホームページなど）発信も大事です。 
・ 数年前から、兵庫県内の高校や茨城県内の小学校が毎年修学旅行やフィールドワーク

の場として、千年希望の丘相野釜公園及び交流センターを見学に訪れてくれます。復

興した現地を見ながら語り部の方から話や教訓を聞いたり、防災ワークショップを体

験することで、災害を自分ごととしてとらえて防災の意識を高める良い機会であると、

学校側からの声をいただいています。 
・ 教職員が釜石市での防災学習の事例を学び、その後自身の学校で防災学習に取り組ん

だという例がいくつか寄せられているため。 
・ 役立つ：被害の状況がリアルに伝わり、多様な災害への応用につながる学びとなるこ

と。自分事として捉え活かすことを考える、想いのある教員による授業・専門家によ

る講義など。 
・ 県外教職員や就学旅行のリピーターが多く、来訪いただく前に予習もしてくる。 
・ 当時の被災地の現状は、写真や動画だけでは理解することは難しいと思う。体験者の

「生」の声を聴くことは、非常に有用で大切なことだし、「生」の声は今しか聞けな

い。 
・ 語り部と施設とを組み合わせた内容にして初めて学校には役立っている実感はあるが、

全国に広まっていない。 
・ オンライン語り部を視聴した全国の学校の児童・生徒に、防災行動や意識の変化が見

られた。 
・ 実際に現地を訪問した学校では、かなり意識が向上していると感じられるため。 

▼役立たない 
・ 役立たない：一度の学習で継続性がない場合（学んだという実績だけで終わってしま

う場合）。どう活かすかの議論がない場合。教員が学校教育の現場・授業への落とし

込む方法がわからない場合。 
▼その他 
・ 熱心に学んでいる様子は見受けられるが、震災後に生まれた子供たちなので、自分事

として捉えているかが少々疑問。 
・ 東北以外に赴き、話す機会を持つこともあるが、防災講座などを企画する地域は、そ

れなりに意識の高い地域が多く、南海トラフ地震を心配する、いわゆる「未災地」に

おける学校での事前防災の取り組みに活かされている部分も認めるが、東北の震災学

習が活かされているかどうかの評価は難しい。 
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・ 関東、関西の私立中学校は毎年訪問している学校が数件あります。具体的に何がとい

うと校長先生が震災学習を継続して、人が復旧復興へ向かっていく姿を、実際に話を

聞く事で生徒が被災地被災者へ心を寄せ、現場から学び取る学習は教科書にはないも

のがあると。伺い役に立つと感じています。しかし、公立学校では継続する事へ難し

さ理解しています。 
・ 来る目的意識によるところが大きいかと思う。「震災学習」をしにくる学校は、社会

科や道徳的な学びを求めており、そもそも事前防災目的で来る、意識ではない。 
・ 地域の学習はその地域の歴史や文化に基づいて行わなければ、あまり意味がないと考

える。災害に対する事前の備えを無意味だとは思わないが、基本は防災ではなく減災

であり、どちらかというと被災を前提に、被災中のこと、被災後のことを学ぶべきだ

と考えている。そうなると、他地域で起きた災害のことを学んでもあまり役には立た

ない。自分が暮らす地位の地域史、地理、地域文化、地域経済などを学習するべきだ

と感じる。 
・ 津波の教訓は東北に学べという雰囲気。 
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4.2 地域の多様な主体が共に防災を考える場づくり 

「Q2. 地域の多様な主体の連携」について、伝承活動の調査結果が得られた。 

(1) 地域住民・団体、教育機関、地元企業等複数の主体が連携して防災教育に取り組むこ

とは重要か 

 

    図 4-5 複数の主体が連携して防災教育に取り組むことは重要か 

 
伝承団体は 100％、伝承施設は 96％から、複数の主体が連携して防災教育に取り組む

ことの重要性について「とてもそう思う」または「どちらかというとそう思う」との

回答が得られた。 
 

(2) (1)推進のため効果的だと思われる事例 

自由記述 (1)推進のために効果的だと思われる事例 

 

・当町では毎年町内の小中学生が当館提供のラーニングプログラムを受講しており、受け入

れ側として学校と連携が取れています。 

・学校主体又は地域主体の避難訓練において、属性関係なく参加しやすい仕組みを作る。（鵜

住居小学校、釜石東中学校下校時津波避難訓練） 

・てんでんこマラソンや高台を目指して走る韋駄天競争など地域のイベントに防災の要素を

取り入れる。 

・子どもたちに体験的な学習として伝えていくことに、重点的に取り組んでいる。特に例年、

内陸部の学校を訪問して、主に管理職と直接面会する機会を創出し、学校の防災教育の位

置づけとして、沿岸部への被災地見学を誘致し、多くの学校に継続的に参加していただく

地道な活動を大事にしてきた。 

・地域のリーダーが指揮をとって避難所運営が行われた事例がある。 
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重要

100％
重要

96％



- 42 - 

・避難所の設営の訓練に地元住民、地元中学生が参加している。 

・昨年度、福島県で作成した当伝承館訪問前に見て学習していただく（主に中学校でのカリ

キュラム向け）事前学習教材を周知すること。 

・地域住民・団体、教育機関、地元企業等複数の主体が連携出来るのが 3月 11日という唯

一無二の日であり世界中につながりを創出する事の可能性もある。 

・私共では毎日の語り部バスのほかに、毎年語り部シンポジウム、フォーラムを継続開催し

ており、地元、遠方問わず多くの方々に参加いただいています。それぞれの団体がバラバ

ラに動いているのが多く見受けられる中、場に参加いただいた皆様で、現状の理解やお互

いの成果報告、課題の共有などをすることはとても大きな意義があると思います。 

・地域の企業との防災訓練、防災対策の訓練がある。但し、町内会などの住民の高齢化で難

しい。 

・地域のイベントや祭りなど、従来より行われている行事に防災の要素を取り入れること。 

・東日本大震災（津波）だけでなく過去の津波についても学ぶことで理解が深まると考えま

す。 

・企業訪問による児童・生徒の防災学習。 

・追悼や慰霊から防災に対して学ぶきっかけにもなるように、産学官民の連携が必要。 

・いわき市立中央台南中学校生徒たちの、いわき震災伝承みらい館での特別講話の実施。 

・国営追悼施設をふくむ祈念公園での、追悼や伝承の本来の目的の具現化。 

・大規模災害の実態を想像することも難しいので、内閣府防災がコミュニティ防災を進めて

いるように、東北での震災学習訪問や多様な連携に対して財源をつけた後押しが継続すれ

ば、最も効果的と感じる。 

・町の防災訓練。 

 

(3) 地域住民と連携して効果的だった事例 

自由記述 地域住民と連携して効果的だと思われる事例 

 

・地区住民を対象に、津波と大雨（土砂災害と川氾濫）からの避難行動（避難のタイミング、

避難ルート、避難場所）を検討して避難マニュアルを確定する研修会を行った。 

・地域団体と連携し、大人数の学校の受入れを行った。 

・学校からの多様なニーズに対し、漁業体験、林業体験など地域全体で受け入れを行うこと

で防災だけでなく釜石市の生業についても学んでいただく機会となった。 

・気仙沼震災伝承ネットワークでは地域の中高生の語り部活動をサポートしている。 

・連携しての対話会。 

・公営住宅でコミュニティ再生事業を多様に取り組み、コミュニケーション形成が整った時

に住民自ら防災を学びたい。手作り追悼式を行いたいと。主体的に行動をしました。 

・各団体や組織がそれぞれ訓練など防災の取り組みをすることもよいと思うが、複数団体が

横断的に連携をした取組があればより実践的で効果的だと思う。 
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・連携講座の開設。 

・地域の社会福祉協議会と連携し区長や民生委員などへ実施し、改めて自らの避難場所・避

難経路での課題点など考えてもらった。 

・連携講座の開設。 

・地域全体で行う総合防災訓練。 

・3.11 追悼セレモニー。 

・宮古市内の自治会の団体が田老に来てくれたこと。 

・毎朝出している 8：45 からの語り部バスに、今年の春休み期間中地元の子ども達を無料招

待しました。子供達は熱心に聞いてくれましたし、その様子をニュースに流していただい

たことは地元の方々にとっても明るい話題となったようです。また、当ホテルにお泊りの

団体様へ向けての語り部バスは、町内の方々を語り部として斡旋しており、このことも地

元の方々とつながりを深め、結果的に防災や減災活動にかかわる地元の人を増やす一因に

なっていると認識しています。 

・市主催の地域住民との避難訓練の実施。 

・慰霊や追悼行事から、震災の記憶を呼び戻し、防災意識を高めることが出来ている。 

・地域住民の避難行動聞き取りと大学協力による可視化、地元放送局による報道と「防災科

学として貴重な成果」との受賞」（内閣総理大臣賞）。 

・市内の他団体や語り部との大人数修学旅行受入やリピート訪問の実現。 

・地域住民との防災教育はしていない。 
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(4) 教育機関と連携して効果的だった事例 

自由記述 教育機関と連携して効果的だと思われる事例 

 

・石巻市内の学校で進められている「復興・防災マップづくり」の授業支援を町内の小学校

で３年間連続行っている。地域の復興状況と災害リスクを知るという導入授業を実施させ

ていただくとともに、「まち歩き」で現地を案内し、防災マップづくりの支援を行った。

その結果、子どもたちの防災への関心と意欲を高めることができている。 

・令和 7年度発行の中学校道徳の教科書における資料映像にて撮影協力を行った。内容とし

ては、てんでんこの教えについて当時の生徒たちの避難行動に基づき解説した。全国の生

徒たちにてんでんこの教えを広める機会となった。 

・沿岸部・内陸部・県内外を問わず、防災体験学習として沿岸部に訪れ、五感を通して現状

を理解していただく取り組みを継続実施中。参加校のリピート率も高く、各校が年間計画

に位置付けて実施する道筋をつけることができている。見学校に対しては、希望校に対し

てオンライン事前学習を授業時間内で実施させていただき、防災意識の高揚や学習内容の

一層の定着を可能にしている。オンライン事前学習の希望校は増加傾向にあり、教職員の

オンライン接続スキルの向上に寄与すると共に、学校として毎年継続して実施可能な被災

地見学学習の在り方について、教育現場と共に共有し丁寧な意見交換を重ねながら取り組

んできた。 

・伝承館での語り部や防災文化祭。 

・当社施設の見学を通しての原子力防災教育。 

・中高生語り部、防災文化祭の実施。 

・教員を対象にした現地研修会。 

・教育旅行の訪問先として、当館は県内外から多くの学校が来館をいただいております。本

県は地震・津波及び原子力災害による複合災害を経験しており、それを効果的な教育に結

びつけるよう、当館では無料でダウンロードできる教材をホームページで公開するなど震

災教育の浸透に向け事前学習に力を入れております。伝承館では、誘客の際、中学校など

訪問した際に事前学習について説明し、効果的な学習ができる旨、学校側に話しています。

また、その効果もあり、県内の一部の学校では、毎年来館し、聞いたこと学んだことを文

化祭で発表しているところもあります。 

・学校の授業の中や課外学習として実施 話を聞いていた、横浜の子供さんがカムチャッカ

半島で発生した津波警報時、サッカーの練習中 子供たち自ら高台へ逃げようと避難した

ということで、根付いてきましたと連絡がありました。 

・震災遺構仙台市立荒浜小学校活用学習。 

・３月 11日に地元の小学校の児童を対象に語り部の講話を行いました。 

・研修旅行の事前学習と合わせた誘客。 

・階上中学校の防災教育の取組（語り部活動、探求学習など）。 

・東日本大震災スタディプログラム＆避難所訓練体験プログラム。 

・宮古市内の小中学校の生徒が田老に来てくれたこと。 
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・当ホテルに宿泊される学校様の多くは、語り部バスをご利用になるか、震災講話をお聞き

になる事が多く、たくさんの反響がございます。また、下見でいらっしゃった先生が語り

部バスにお乗りになったことで感銘をお受けになられ、直接ご依頼を頂いたこともござい

ました。 

・市主催の小学校、中学校での避難訓練の実施。 

・教員向け研修研究用資料を作成し、町内の学校に配布。 

・学校交流による双方の学生がそれぞれの防災や伝承に関する取り組みを発表し合うことで、

相互理解、能動的な活動へ広がった。 

・教職員や子供たちの学びの機会が出来ている。 

・いわき市内小中学校のいわき震災伝承みらい館と久ノ浜・大久ふれあい館への訪問学習が

年間行事として定例になりつつあること。 

・地元小学校の防災マップ作成支援と結果の展示、外部組織による評価（文部科学大臣賞）。 

・南海トラフ想定地域の自治体教育機関による東北訪問の継続と、それに対応する語り部の

意欲向上。 

・フィールド学習。 
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(5) 企業と連携して効果的だった事例 

自由記述 企業と連携して効果的だと思われる事例 
 
・火災用品を取り扱う企業が開発した災害を疑似体験できる VR 体験会を未来館にて実施し

た。VR 映像には当館スタッフの証言も参考にされており、体験会には地域の方をはじめ、

多くの地元中学生にも参加いただいた。中学生は実際に津波の体験したことはないが、リ

アルな映像で津波の疑似体験したことで、災害への理解を深めることができた。 
・特に高いレベルで安全が求められる企業の社員研修としての防災教育では、JR 東日本様・

警察学校様など、日頃から危機意識の高い企業・機関による年間複数回に及ぶ、計画的な

研修機会を継続的に受け入れて実施している。 
・当社施設の見学を通しての原子力防災教育。 
・近隣の企業と連携したスタンプラリーなどのイベントを通して、双葉町周辺の状況をみて

もらいながら、被災状況や復興状況（住民が帰還していない地域や再開していない店舗な

ど）を肌で感じてもらうことで、防災教育に役立つものと思います。 
・数社、当事案をケーススタディと取り入れ 銀行関係では避難時店舗・金庫施錠などマニ

ュアルに明記、今後管理職に防災の資格を取らせる（危機管理意識向上の為）その他。 
・東日本大震災スタディプログラム＆企業研修体験プログラム。 
・トヨタ自動車の関連会社が田老に来てくれたこと。 
・昨年、大手の企業様が当ホテルにお越しいただいた際に、女将の講話をお聞きいただいた

ことがきっかけになり、毎月のように全国各地のリーダークラスの社員の方々がお越しに

なります。女将の講話はもちろん、語り部バスもご利用頂いておりまして、それをきっか

けに家族でお越しいただくかたもいらっしゃり、広がりを感じています。 
・2015 年度から今年度まで、毎年、社員とその家族が育樹活動のため訪問いただいている

東京本社の企業からの依頼で、6 年前から語り部ツアーを実施し、昨年からは防災ワーク

ショップを加えたプログラムを実施したところ、あらゆる年代の方々の参加により交流が

生まれ、子どもたちも参加出来る防災グッズ作りやクイズを通して、震災の教訓の伝承や

防災意識を高めることができ、年々参加者が増加している。 
・児童・生徒が、避難所運営のための資材生産や支援に関する活動をしている企業を訪問し、

その具体的な取り組みを学ぶことで、より防災を身近に感じ、効果的な防災教育につなが

る。 
・現地や講演（オンライン含む）の伝承による教育。 
・あるホテル事業者（従業員の大部分）が、みらい館を訪問した。後日、社長と女将から感

謝の便りを受け取った。手紙には、ホテル内での防災の大切さを感じさせられたと記載し

てあった。 
・日本赤十字社の出資による全国の学校向けオンライン語り部プログラムと意識・行動変化

の可視化、地元企業の専門家紹介による子供向け防災まんが動画、漫画冊子の普及。 
・地元企業のグッズの販売、学生向け以上の収益性・持続性の増加、首都圏企業の東北への

関わり継続、被災地訪問からマインドセット・人材育成研修への変化。  
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4.3 関係省庁や自治体の防災施策による施策づくり 
「Q3．復興庁、自治体および防災庁への期待」について以下の調査結果が得られた。 

(1) 復興庁、自組織の活動県/自施設の所在県の自治体、自組織の活動市町村/自施設の所在                          

市町村の自治体、防災庁のそれぞれに期待すること 

 

    図 4-6 復興庁に期待すること 

 

復興庁に対しては、最多回答が「伝承・防災活動(ソフト)への財政支援」、「被災自治体

の伝承・防災施策の財政支援」であり、最小回答が「防災行動変容を促す優良事例の収集・

広報」であった。 

 

 

 

     図 4-7 防災庁に期待すること 

 

 防災庁に対しては、「防災行動変容を促す政策・法制度の整備」が最多で、「自治体の伝

承・防災施策の連携支援」が最少であった。 
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    図 4-8 県に期待すること 

 

 県に対しては、「自治体の伝承・防災施策の連携支援」が最多で、「防災行動変容を促す

政策・法制度の整備」が最少でであった。 

 

 

 

     図 4-9 市町に期待すること 

 

市町に対しては、「多様な民間活動の自立性・持続性向上の環境整備」が最多で、「防災

行動変容を促す政策・法制度の整備」が最少であった。 
 
復興庁、防災庁、県、市町への期待は、それぞれ、249 回答、278 回答、268 回答、212

回答で、防災庁への期待が最も多かった。また、伝承団体と伝承施設に関しては、復興庁と

県に対しては期待の回答数に大きな差異は無かったが、伝承施設は防災庁に、伝承団体は市

町に多くの期待を回答する傾向にあった。 
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(2) 防災庁「有識者アドバイザー会議報告書」に記載された「国民の行動変容」の実現につ

いて、どのように考えているか 

 

図 4-10 来訪者の意識や行動を変えるのに東日本大震災伝承施設は寄与するか 

 

 
図 4-11 来訪者の意識や行動を変えるのに東日本大震災の語り部は寄与するか 

 
来訪者の防災意識や行動変化のために語り部が寄与するかを問うたところ、伝承団体・伝

承施設共に 100％が「とてもそう思う」または「どちらかというとそう思う」と回答した。 
伝承施設からの回答は、施設の寄与で「とても思う」が 63%だったのに対し、語り部の寄

与について「とても思う」が 78%であり、伝承施設側も語り部の寄与を重く見ていること

が確認された。  
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4.4 伝承主体・施設等の連携による相乗効果発揮（連携） 

「Q４. 語り部・震災学習プログラムと伝承施設との連携・相乗効果」に以下回答を得た。  

(1) 今後、他の語り部・伝承団体や伝承施設との連携を強めることで、来訪者の質の高い体

験の提供を見込めると思うか 

 

図 4-12 他伝承主体との連携強化で来訪者への質の高い体験提供を見込めるか 

(2) 各県で国が関わる復興祈念公園と、自組織との連携・協働ができているか 

 

図 4-13 国が関わる復興祈念公園と、自組織との連携・協働ができているか 

 
国が関わる復興祈念公園と自組織との連携・協働が実現できているかの設問に対し、伝承

団体の 32％、伝承施設の 31％が「とてもそう思う」または「どちらかというとそう思う」

と回答した。  

とてもそう
思う
57%

どちらかと
いうとそう

思う
36%

どちらかという
とそう思わない

7%

そう思わない
0%

わからない
0%

とてもそう
思う
55%

どちらかと
いうとそう

思う
41%

どちらかという
とそう思わない

0%

そう思わない
0%

わからない
4%

震災学習プログラム実施団体 震災伝承施設運営組織

見込める

93％
見込める

96％

とてもそ
う思う

7% どちらかと
いうとそう

思う
25%

どちらかというと
そう思わない

29%

そう思わない
14%

わからない
25%

とてもそ
う思う
10% どちらかと

いうとそう
思う
21%

どちらかというと
そう思わない

34%

そう思わない
14%

わからない
21%

震災学習プログラム実施団体 震災伝承施設運営組織

国の祈念公園
との連携・
協働の実現

32％

国の祈念公園
との連携・
協働の実現

31％
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(3) (2)の回答理由 

自由記述 (2)の回答理由 

 

▼連携・協働できている 

・記念公園内の伝承館において自組織の紹介が映像で流れているため。 

・当館提供の「まちあるき語り部」では、復興祈念公園をフィールドとして使用していま 

 す。 

・当館の語り部が講話をしたり、当館を紹介する展示があるなど、ゲートウェイ機能として

一定の効果はあると思う。 

・プログラム上はないのですが､エリアを一つの地域として考えるとお互いに協力し合う所

は出来ているのも推察されるためです。具体的には公園内の広い駐車場をフリーで使用さ

せていただいていたり､公園内の美化をとても多くの皆様にご協力をいただいていること

などからです。 

・意思疎通を緊密に行っているため。 

・伝承館の付近に、福島県復興祈念公園の整備が行われております。公園整備は、国と福島

県が行っており、当館の所有者は福島県であることから、今後、震災関連イベント（3.11

メモリアルイベントなど）で連携が図れるものと思います。 

・定期的に講話の機会を頂いている。 

・本市伝承館で伝承活動を実施いただいた団体から、他の伝承施設でも広く伝承活動をして

みたいと相談があり、県の伝承館での実施を提案し、現在実現に向け話が進んでいるため

連携が図れていると考えています。 

・日々行政間で情報を共有しながら事業を推進している。 

・ゲートウェイ機能として一定の効果はあると思う。 

・定期的に各語り部が石巻の施設で活動できるプログラムがあるため。 

 

▼連携・協働できていない 

・過去に連携を図ったことがない他、復興記念公園とどのような連携が可能なのか想像しづ

らい部分もあるため。 

・共有できていない。 

・開館時に自伝承館の事しか考えていなかった。 

・現在、復興祈念公園が完成されていないため。 

・当団体とは繋がりがないから。 

・国が関わる復興祈念公園と、距離が離れて移動などの手段が大変です。 

・相互に、その動きがないため。 

・地域格差があり無理なところもある。 

・実際に連携・協働した取り組みをしたことがないため。 
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・現状では、パンフレットの設置やイベント情報の共有など、施設の広報程度の連携にとど

まっており、大きく連携しているとは言えない状況であるが、来訪者を増やす取り組みや

防災教育の推進など、連携を強化する必要があると考えている。 

・福島県：復興祈念整備中でありまだ稼働していないため。 

・福島県の復興記念公園がまだ整備されていないことと、整備されても活用する見込みがあ

まりないため。 

・浪江町～双葉町の祈念公園は 2025 年内にはオープンになるはずだが、各伝承施設との連

携は未だに無い。 

・連携事例なし。 

・追悼、伝承、多様な主体の連携を基本方針として掲げて設置された祈念公園だが、その業

務も財源もあてられず、開園前と比べての来館数減少など、連携・協働が停滞している客

観的な事実がある。 

・祈念公園では「多様な主体の連携・協働」が掲げられているが、芝生や樹木管理の業務し

か発注されておらず、祈念公園やその中核施設が連携・協働の実現の主体となっていない

現実がある。多様な主体を「管理」しようとするのは本末転倒なので、基本計画に基づき、

県内の復興祈念公園のネットワークの中核的な役割を果たし、人の絆をつなぐ公園になっ

てゆくと良い。 

 

▼その他 

・たまに県からお願いされることには対応している。が、双方向のコミュニケーションでは

ないので、それを連携・協働というのかが不明。 

・宮城県は石巻市に復興祈念公園を作りましたが、石巻市までの移動経費、語り部の手配等

など時間とお金がかかりますが、ミート門脇、震災遺構門脇小学校、日和幼稚園遺族有志

の会が固まってあるので復興祈念公園だけではない事を活用する。 

・福島県に整備される復興記念公園は 2026年度完成予定のため今後どのような運営がされ

るか未定。 

・東日本大震災伝承の中核となる施設であるので、宮城県沿岸部にある各施設の特徴や情報

をアップデートで発信してほしい。 

・学校関係の教育旅行では、女川町に来町される前の行程には、石巻南浜復興祈念公園の立

ち寄りが多い。 

・良くわからない。 

・住民の意識が薄れている。 
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(4) 他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したことで来訪者に質の高い体験を提供できた  

事例 

自由記述 他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したことで来訪者に質の高い体験を提

供できた事例 

 

・大川伝承の会の語り部を聴いた後に、本団体の津波防災教育プログラムを受講していただ

くことで、津波防災能力についての質の高い知識理解を提供できた。 

・現在気仙沼伝承館と連携したプログラムを構築中で、①ラーニングプログラムで震災当時

の出来事を学び、②プログラムに登場した人物に会い、③その人の案内でプログラムに登

場した縁のある土地を案内する という内容で提供予定です。 

・これまで他伝承施設と連携した活動を実施したことがない。 

・地理的に離れていることも要因としてあるが、活動の中心から外れてしまう現状を打開で

きない。 

・地元語り部団体との連携。 

・当社施設での震災・原子力発電所事故の事実・記録を確認することでより自分ゴトとして

の体験につながる。 

・伝承のカタチも思いも様々で、多様なニーズもあることを知った。自団体の特徴を見つめ

るきっかけになった。 

・伝承施設からの紹介を受けて語り部活動をしています。ニーズに合った語り部を行えてい

ると思います。 

・いつも感じるのは､それを決めるのはお客様です。どんなに頑張っても､日々反省です。一

つ言えるのは､東松島市震災復興伝承館のスタッフさんは､常に私たちが案内しやすい環

境をサポートしてくださっていることです。 

・他団体と連携し、相互の研修にメンバーが参加し合っていること。 

・福島県が事務局となっている「東日本大震災・原子力災害ふくしま語り部ネットワーク」

に伝承館も参画し、県内の語り部との連携を図っています。被災地研修（県外）や語り部

の県外派遣を通して、実情を把握（県外の方はどのポイントに関心があるか等）して館内

の定期語り部へ伝達するなど館内の語り部の質の向上に努めています。 

・大槌、釜石、陸前高田、南三陸を 4泊 5日で周り、各地の伝承施設や遺構、リーダーと会

う研修では、それぞれのリーダー像の違い、復興への道筋の違いなどが比較対象としてみ

れてよかった。 

・フォーラム開催で、他の団体の方の参画を頂いて実施 過去 5回実施。 

・他の語り部の講話を聴講することにより、講話の技法等を参考にし、自分の講話の質を磨

くことができた。 

・毎週土曜日の語り部講話の実施。県外から来館され聴講された方からは、「直接体験がよ

かった」「私も災害への対策を考えたい」などの感想をいただいている。 

・けせんぬま震災伝承ネットワークで気仙沼市内の語り部さんと交流しながら情報共有や勉

強会などもあり結果として質の高い体験の提供に繋がっていると思う。 
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・４年継続してきた宮城県気仙沼、南三陸、石巻での自助共助プログラムを今年度は岩手県

陸前高田、釜石に福島県は大熊町、浪江町、双葉町、富岡町で夏季自助プログラムを始動

開催、東日本大震災沿岸部を中心に広域連携協働プログラムとして構築機能させたい。 

・シンポジウム（フォーラム）では、主役は実際に井戸を掘ってこられた各伝承団体、伝承

施設の方々です。ここでそれぞれのテーマで語っていただく場は、お越しいただく方々か

ら非常に高い評価を頂いております。 

・他者、他団体の説明の仕方、話し方を伺い、自己の話し方や説明を変えることのきっかけ

になった。しかしながらその確認はできていない。 

・施設だけでは伝えきれない被災者の声や当時の状況など伝えることができていると考えま

す。 

・各語り部団体のネットワーク化で情報共有や研修を通し全体のレベルを高めることができ

ている。・語り部講話の前後に、その人の話すテーマの場所を巡ることで聴講者にとって

深く知ることが出来た。 

・東日本大震災・原子力災害伝承館との連携、原子力災害考証館 furusatoとの連携。 

・同じ被災した同士での災害や防災に対する意識の共有が出来ていること。 

・福島県には、県生涯学習課主導のもと、「東日本大震災・原子力災害 ふくしま語り部ネ

ットワーク会議」が組織されて、４年目を迎える。各会員同士の交流も増え、お互いに語

り部としての意識の高揚があったと思う。 

・「語り部が肝」とのことで、遠方から 3年連続リピート訪問が実現している。 

・震災遺構大川小・門脇小・祈念公園とそこに関わる語り部さんとおつなぎすることで、柔

軟な行程提案や多人数の受け入れが実現し、リピートにつながっている。 

・語り部の話は胸を打つ。 

・まだこれからの取り組みだと思います。 

・今の所ない。 
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(5) 他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したことで県外来訪者の防災力向上を提供でき

た事例 

自由記述 他の語り部・伝承団体や伝承施設と連携したことで県外来訪者の防災力向上を

提供できた事例 
 

・本団体は千葉県と茨城県の高校野球部が毎年夏休みにボランテイアにやってくるので、「健

太命の教室」の田村ご夫妻に、同じく野球選手だった健太さんについて、野球部の高校生

に語り部をお願いしたことがある。 

・（4）同様。 

・当社施設での震災・原子力発電所事故の事実・記録を確認することでより自分ゴトとして

の体験につながる。 

・知りたい方々のニーズも様々。選べることが大事だと思う。 

・閖上地区の地形を認識して、すぐに避難する事を提唱しています。地震があったら津波の

用心。すぐ避難する。教訓リーフレット、ジオラマ、写真パネル等で理解度が高まったと

思います。 

・「東日本大震災・原子力災害ふくしま語り部ネットワーク」の取組を通じ、実情を把握（県

外の方はどういうポイントに関心があるか等）して館内の定期語り部へ伝達するなど、県

外来訪者への防災力向上に努めている。 

・自分の体験のみならず、他の事例も交えて講話することができる。 

・4年継続してきた宮城県気仙沼、南三陸、石巻での自助共助プログラムを今年度は岩手県

陸前高田、釜石に福島県は大熊町、浪江町、双葉町、富岡町で夏季自助プログラムを始動

開催、東日本大震災沿岸部を中心に広域連携協働プログラムとして構築機能させたい。 

・ホテルですのでハブとしての役割もあり、当館の語り部バスにお乗りになった方々は、気

仙沼の伝承施設、大川小学校、石巻の門脇小学校など、色々な場所を回っていらっしゃい

ます。私共も観光としての意義から、自分たちだけでない周辺観光、面としての地域活性

化を望んでおります。それが結果として多くの方に南三陸だけではない複数の場所を見て

いただき多様性を知っていただき、防災力の向上につながっていると思います。 

・相手との会話のやり取りで、ある程度出来たと思うが、防災力向上につながっているかは

分からない。 

・被災地視察・伝承施設見学・語り部講話・ワークショップをセットしたツアー実施。 

・県外からの来訪者が多くリピーターも多い。 

・県ネットワーク会議の県外派遣では、効果があったと思う反面、この事業は福島県の予算

より執行していて、相手方に費用の負担はない。他方、いわき語り部の会への直接オファ

ーでは、交通費・謝礼等有料で実施している。県の無料での派遣は、（事業の継続性等で）

再考しなければならないと思っている。 

・岩手・宮城の学校遺構を語り部とめぐる全国教員向けのツアーが、定員超過になっている。 
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・ご遺族の語り部、杜づくり団体との協働企画や体験学習実施により、学校や企業の高評価

と毎年の継続が実現している。 

・広域の旅につながる  
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(6) 他の語り部・伝承団体や伝承施設との連携の課題は何か 

自由記述 他の語り部・伝承団体や伝承施設との連携課題は何か 

 

・物理的な距離が離れていると連携自体が難しいです（当館では気仙沼がギリギリ連携可能）。 

・施設ごとにキャパの差があるため、大人数いる学校などでは、見学可能な施設や体験プロ

グラムに差が出てしまい、キャパ小さな施設では様々な調整が必要になり、連携が取りに

くい。 

・まずは、地理的な問題により、密な連絡・連携が取りにくいため、どうしても独自の路線

で実施・運営していくことになる。財政の豊かな自治体と、被災により財政がひっ迫しつ

つある自治体が競合する場合に、入館料を徴収する施設が苦しい立場になることは、今後

更に、はっきりとした格差が生じる可能性を指摘したい。 

・実施日程やプログラム構成の調整など施設見学の受入れが厳しい場合がある。 

・それぞれで取り組んでいるので、まとまったページにたどり着かない。 

・名取市震災復興伝承館は無料です。私たちの語り部は有料、伝承館職員、行政職員は無料

で行っています。私たちの語り部依頼数は著しく減少傾向にあります。 

・連携自体がまだ不十分。 

・福島県内では 30程度の伝承団体や伝承施設があります。団体によって構成員の数や年齢

がまちまちであることが連携する上での課題です。構成員数が少なく、高齢の方が多くを

占める団体については、今後、団体の継続性が見えにくいところがあります。 

・単なる「行程管理」的な話で、A施設から B施設に『○時に行きます』的な話はできても、

A施設では、こういう話をするので、B施設ではこういう意図で話をしてください、的な、

ツアー全体のコーディネートをする企画者がいない（少ない）。 

・伝承活動が個別行われており、横の繋がりが弱い。そのため、宮城県では震災伝承みやぎ

コンソーシアムを通じて関係団体がゆるやかに連携し、一丸となった震災伝承の取り組み

につなげることを目指している。 

・宮城県や被災 3県の連携自体はまだ不十分。 

・４年継続してきた宮城県気仙沼、南三陸、石巻での自助共助プログラムを今年度は岩手県

陸前高田、釜石に福島県は大熊町、浪江町、双葉町、富岡町で夏季自助プログラムを始動

開催、東日本大震災沿岸部を中心に広域連携協働プログラムとして構築機能させるための

コーディネーター機能は自助努力でしかなく、きちんと防災庁がコーディネーター機能向

上育成を予算化、十年スパンで人材輩出。 

・同じ内容であれば、複数個所を訪れる意味は少ないと感じるかたが多くいらっしゃるのが

課題だと思います。特に遠方から来た方には違いが分からず、有名な場所以外では何カ所

も震災遺構を巡るという方はほとんどいらっしゃらないのが、ホテルとして多くのお客様

をお迎えしてきた感覚です。震災というテーマは今も尚、多くの方には重すぎるテーマだ

と思います。伝承だけでなく、観光の視点から何を学ぶことが出来るのか？にフォーカス

する、もしくは、遺構ではない他の観光施設と組み合わせる等の連携が必須となると思い

ます。 
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・大変難しいかもしれません。体験プログラムの充実以外ないと思いますが、入館者の時間

的制約もあるのでしょうか。 

・連係のための運営（現在福島は県が事務局を担っているが自前では難しい）。 

・連携をとる手段を取りやすくすることが必要だと感じる。 

・有料であるべきだと思う。有料でも満足してお帰りいただくこと、その点を重視して工夫

をすべきである。語り部はエンターテイナーであることを意識すべきである。 

・「防災教育を提供できる施設等を紹介します」と伝承団体に約束して整備された無料の伝

承館が、他団体や施設を紹介する機能を持たず、私たちの施設だけでなく祈念公園内の市

民活動拠点来訪数が減少し続けている。連携どころか共倒れにならないよう、共通の目

的・指標や担当業務の位置づけが急務と感じる。 

・阪神淡路大震災後に整備された人と防災未来センターの運営組織は年間約 14億規模、戦

後 80年を迎える広島平和文化センター年間約 18億円規模であるが、東日本大震災の伝承

に監視は復興庁による「伝承団体等の活動継続・自走を後押し」（令和 5年度予算要求）

は予算化されていない。予算も人材も組織も無しで連携を進めることは非現実であるため、

宮城県が平成 30 年 3月に有識者会議で取りまとめた「複数的ネットワークを運営する組

織」や、石巻市が平成 29年 6月に震災伝承計画に掲げた「中間支援組織」など、永続的

に震災伝承できるような具体的な推進体制を再検討した方がよい時期に来ている。 

・福島にもっと団体が欲しい。 

・よくわからない。 

・事例がないため特になし。 
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4.5 効果的な伝承活動実現のための企画力の向上（企画） 

「Q5．効果的な伝承活動実現のため」の質問に関し、以下の調査結果が得られた。 

(1) 来訪者数増加のために実践している企画・工夫の事例 

 

   図 4-14 来訪者数増加のために実践している企画・工夫 

(2) 震災伝承の質を高めるために実践している企画・工夫の事例 

 

図 4-15 震災学習の質を高めるために実践している企画・工夫 

来訪数増加のための企画・工夫に対して、伝承施設の方が情報発信関連で多くの回答が得

られ、質を高める工夫に対して、伝承団体は研修や体験学習について多くの回答があった。 
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(3) 震災伝承の「成果」を測るためにどのような指標がふさわしいか。 

図 4-16 震災伝承の「成果」を測るためにどのような指標がふさわしいか 

 

震災伝承の「成果」指標については、合計回答数の最多が「伝承団体や施設への来訪者数」

および「自らの命を守り抜くための主体的に行動する態度」で、最小が「復興庁教訓継承サ

イトの普及開発コンテンツ数」であった。 

「伝承団体や施設への来訪者数」「地方自治体や関係機関の災害対応能力」以外は、伝承

施設よりも伝承団体の方が回答数が多く、指標への関心の高さが確認された。中でも「震災

の教訓への理解度」に対する回答には大きな差が見られた（伝承団体＞伝承施設）。 

 
 

18

23

21

15

13

13

9

7

2

19

11

16

14

10

6

7

8

2

伝承団体や施設への来訪者数

震災の教訓への理解度

自らの命を守り抜くための主体的な行動する態度

来訪者の行動変容

情報のわかりやすさ・正確性

安全安心な社会づくりに貢献する意識

多様な主体との結びつきやノウハウを最大限活用できる力

地方自治体や関係機関の災害対応能力

復興庁教訓継承サイトの普及開発コンテンツ数

プログラム

施設

に



- 61 - 

4.6 経験と教訓を伝え継ぐため次世代人材育成 (育成) 

「Q6．次世代の人材育」に関わる質問に関し、以下の調査結果が得られた。 

(1) 後世への伝承活動継続のために、特に重要だと思う人材 

 

  図 4-17 後世への伝承活動継続のために、特に重要だと思う人材 

 
後世への伝承活動継続のために特に重要と思う人材として、伝承団体・伝承施設共に「語

り部」が最多の回答となった。次いで、伝承施設では「学校関係者」「伝承施設スタッフ」、

伝承団体では「企画スタッフ」の回答も多かった。 
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(2) (1)の人材の伝承活動への参加促進・育成のために、何が必要か 

 

    図 4-18 伝承活動への参加促進・育成のために必要なこと 

 
前項の人材の伝承活動参加促進・育成のためには、伝承団体・伝承施設共に「小学校・中

学校からの防災学習機会の充実」が最多、次いで「震災を知らない世代が自ら関わりやすい

機会」の回答が多かった。伝承団体では「伝承施設・団体の活動に参画しやすい機会設定」

「震災伝承・防災学習の専任職業としての安定化」も回答が多かった。 
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4.7 持続的な震災伝承活動を支える環境整備 

「Q7．持続的な震災伝承を支える環境整備」に対して、以下の調査結果が得られた。 

(1) 今後、伝承活動を継続する上で不安があるか 

 

    図 4-19 今後、伝承活動を継続する上で不安があるか 

 

伝承団体の 96％、伝承施設の 73％が継続性の不安に関して「大いに不安がある」または

「どちらかというと不安がある」と回答した。 

 

※参考 

 

図 4-20 （前回 2023 年調査）今後、伝承活動を継続する上で不安があるか 
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「継続性の不安」は、2020年からの継続設問であり、伝承団体の「継続性の不安」は、

コロナ禍の 2020，2021 年でも 7割弱であったが、2022 年調査時に 9割に急増し、2023年調

査よりも高まっている。 

（参考：伝承団体の「継続性の不安」の割合推移） 

2020年調査（対象 26 団体）：69% 

2021年調査（対象 25 団体）：68% 

2022年調査（対象 24 団体）：94% 

2023年調査（対象 28 団体）：92% 

2024年調査（対象 28 団体）：96% 

前回 2023年調査（下図）も同傾向で、むしろ伝承施設の「大いに不安がある前回 20％か

ら今回 24％が増加した面もあり、改善が望まれる。 
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(2) 2026 年度以降の組織・施設運営および活動資金の見通しについて 

 

     図 4-21 2026 年度以降の組織・施設運営および活動資金の見通し 

 

(3) 2026 年度以降の伝承人材確保の見通しについて 

 

     図 4-22 2026 年度以降の伝承人材確保の見通し 

 

活動資金も、伝承人材も、1年後、3年後、10年後、30年後と経過するごとに、見通しが

つかなくなる傾向が確認された。 

 また、伝承団体よりも伝承施設の方が「はっきり見通しがついている」または「大体見通

しがついている」の回答が多い傾向にあり、伝承団体の過半数は 1年後の人材見通しが「余

り見通しがついていない」、「全く見通しがついていない」、「わからない」の回答であっ

た。 
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(4) 伝承活動継続のために、組織・施設として特に必要なものは何か 

 

  図 4-23 伝承活動継続のために特に必要なこと 

 
伝承団体の最多回答は「自組織での伝承人材の育成」、次いで「学校教育現場での活動機

会の拡大」で、伝承施設の最多回答は「自組織の情報発信力・営業力強化」、次いで「次組

織の伝承活動の質向上」であった。 
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「Q8．震災伝承に対する公益支援」に関して、以下の調査結果が得られた。 

(1)震災伝承継続に関する公的な資金支援の状況について 

 

図 4-24 震災伝承継続に関する公的な資金支援の状況 

 

(2)「第 2 期復興・創生期間」後の震災伝承活動に対する公的な資金支援への期待について 

 

図 4-25「第 2期復興・創生機関」後の震災伝承への公的な資金支援への期待 

 

「第 2期復興・創生期間後」の公的な資金支援への期待を尋ねたところ、伝承団体の 76％、

伝承施設の 54％が「拡充」への期待を示した。 
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(3)(2)の選択理由や、今後の震災伝承への公的支援に関する考えは何か 

自由記述 (2)の選択理由、今後の震災伝承への公的支援に関する考えは何か 
 

・近年災害が頻発している状況で東日本大震災を経験していない世代が増加していくことか

ら、これから先の伝承活動こそ、しっかり取り組む必要がある。特に学校教育における体

験学習の機会を支援することは、現状として自治体の財政力に左右されている。財政の厳

しい被災自治体に負担を強いるのではなく、県・国がしっかりと支えていくことを強く求

める。 

・伝承活動には国・行政の支援・関与が必要であり重要。 

・伝承施設・伝承団体へ支援サポートはお願いしたいです。人材育成を公的機関で養成して

いただけますでしょうか。 

・国に対し、伝承・発信等に係る取り組みへの支援を要望しているところ。 

・震災から 14年経過し、震災を伝承する方の高齢化もあり、次世代へ教訓を伝承する取組

の持続性が改めて問われる時期を迎えています。今後、人材育成が重要であり、特にソフ

ト面に関する公的支援が重要と思っています。併せて、大規模展示更新も含めたハード面

の支援も必要と思っています。 

・第 2期復興・創生期間が終了したとしても、今後全国で起こりうる災害への備えとして、

東日本大震災の教訓の伝承はこれからも継続的していく必要があると考えます。市独自で

の支援にも限界があるため、国や県の支援が今後さらに拡充されていく必要があると思い

ます。 

・税金が投入されている以上、公的支援を受けるものについては国民への説明責任を果たせ

るよう、必要な事業を整理すべきである。 

・安定的な資金が必要。増える必要はない。 

・４年継続してきた宮城県気仙沼、南三陸、石巻での自助共助プログラムを今年度は岩手県

陸前高田、釜石に福島県は大熊町、浪江町、双葉町、富岡町で夏季自助プログラムを始動

開催、東日本大震災沿岸部を中心に広域連携協働プログラムとして構築機能させたい。 

・震災遺構を現在も何とか保存し続けているが、今後を考えたときには自力で残し続けるこ

とは決して容易ではないと考えております。 

・いつまでも手弁当的に震災伝承することは無理で、防災庁なり公的な機関を立ち上げるこ

とが急務です。 

・施設の老朽化や、人材確保において現在よりも資金が必要になってくると考えるため。 

・第２期復興・創生期間においては、いわゆるハード整備に多額の予算が投入され、また、

心の復興事業など被災者支援のソフト事業に予算が充てられました。第２期の終了により、

財源確保の見通しは不明であり、地方自治体の厳しい財政状況では公的な支援は収束せざ

るを得ない状況である。 

・震災から 15年を迎え新たなフェーズとなり、伝承活動のツール（ソフト・ハード）の充

実をしていくことが必要と思う。 

・来訪者増えるための施策を考え実施してほしい。 

・継承者育成のためには、生業として成り立つ様にしなければならないと考えている。継承

者の数を単に増やすだけでは、事業として成り立たない。語り部一人一人の真の向上が必

要の上に、聴講者（ファン）の獲得ができる演者を目指すべきだと思う。 

・人命をお金に換算することは難しいが、国交省は公共事業評価の費用便益分析指針として、
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人的損失を 2.26 億円としている。救えたはずの命や人生をこれ以上喪わないために事前

投資する価値が見込まれる。 

・兵庫県は阪神淡路大震災 15年後の民間事業 252件への 2.46 億円補助（阪神・淡路大震災

15 周年記念事業一覧より）に対し、より大きな被害をもたらした東日本大震災後の民間

伝承・防災活動への資金支援は、客観的に、極端な不足がみられる。当事者の高齢化と実

体験のない若い世代増加により、更に伝承が困難な局面になってゆくことは自明であるが、

南海トラフ地震でも日本海溝・千島海溝地震でも「早期避難」により何万人もの命が守れ

る想定が示唆されており、早期避難を促す語り部等のソフト面への施策が有効と言える。 

・増やさない理由がわからない。 

・「震災伝承」は伝える相手の存在があって、初めて成り立つ活動である。だからこそ、目

の前の相手に震災の経験と教訓を伝え、ひいては将来に伝え続けていくためには、相手や

状況、希望に沿って内容や話し方、使用するツールなどを変えて対応したり、それらをブ

ラッシュアップし続けていかなければいけない。また、そもそも、伝承活動そのものにつ

いて、広く知ってもらう必要もある。 
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「Q9．3.11 メモリアルネットワークへの期待」に関して、以下の調査結果が得られた。 
 
(1)3.11 メモリアルネットワークの以下の取り組みは必要だと思いますか？ 
 

 

   図 4-26 3.11 メモリアルネットワークへの期待(連携関連) 

 

 

   図 4-27 311 メモリアルネットワークへの期待(企画関連) 

 
 

 

   図 4-28 311 メモリアルネットワークへの期待(育成関連) 

 

伝承団体・施設からの 3.11 メモリアルネットワークへの期待の合計最多回答は「東日本

大震災の伝承の価値発信」で、2 番目は「岩手・宮城・福島の伝承現状・課題の調査」、「岩

手・宮城・福島のネットワーク（東北全体としての）発信」が同数、3 番目が「全国の被災
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地、防災関連組織との連携」、「教職員を対象にした被災地視察研修」の同数であった。 

また、伝承団体と伝承施設からの回答で 5 件以上の差があった項目は「岩手・宮城・福島で

の広域的な震災学習ツアー推進」（団体 19 件、施設 12 件）、「岩手・宮城・福島の個別の

伝承活動の広報」（団体 11 件、施設 16 件）、「伝承団体を支える基金寄付募集と助成」（団

体 15 件、施設 10 件）であった。 
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5. 持続可能な震災伝承活動に向けたソフト施策の必要性 

本章では、復興庁、内閣府防災、岩手・宮城・福島各県の予算とカムチャツカ半島地震か

ら伝承・防災のソフト施策の必要性について考察する。 

5.1 復興庁予算における伝承・継承の位置づけ 

復興庁は復興構想の段階から「教訓を次世代に伝承」を原則とし、今も「教訓の継承」を

基本方針に掲げるため、予算概算要求における「伝承」「継承」の位置づけを表に整理した。 

  復興構想 7原則、復興基本方針 予算概算要求概要 
平成 23 年度 復興構想 7原則「原則 1」： 

大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者によ
り科学的に分析し、その教訓を次世代に伝承し、
国内外に発信する 
復興の基本方針： 
⑥震災に関する学術調査、災害の記録と伝承 

なし 

平成 24 年度 なし 

平成 25 年度 なし 

平成 26 年度 なし 

平成 27 年度 なし 

平成 28 年度 
「復興・創生期間」における復興の基本方針： 
３．復興の姿と震災の記憶・教訓 
（２）震災の記憶と教訓の後世への継承 

なし 

平成 29 年度 なし 

平成 30 年度 なし 

平成 31 年度 なし 

令和 2 年度 
「復興・創生期間」後における復興の基本方針： 
 
復興の姿の発信、東日本大震災の記憶と
教訓の後世への継承 
 
 被災各地の追悼施設、震災遺構、伝承施設
等の間で連携しつつ、情報発信すること等に
より、同震災の教訓への理解を深め、防災力
の向上を図る。 
 
 東日本大震災の教訓を踏まえ、自然災害な
どの危険に際して自らの命を守り抜くため
の「主体的に行動する態度」や、支援者とな
る視点から「安全で安心な社会づくりに貢献
する意識」を高める防災教育の更なる充実を
図る。 
 
現場主義を徹底 
民間団体が自立的・持続的に活動できる
環境整備 

東日本大震災 10周年事業： 1億円 
復興の効果的な取組やノウハウ等を報告書にまと
めて関係者に周知・普及させることにより、次世代
に継承する 

令和 3 年度 なし 

令和 4 年度 

東日本大震災の教訓継承事業：<新規>1億円 
復興に係る政府の組織や取組の変遷、 
復興の進捗状況等の資料収集・整理 
復興政策の評価や課題の取りまとめ 
国民の有する復興知見の収集・整理 

令和 5 年度 

東日本大震災の教訓継承事業： 1億円 
復興政策の経緯・課題等とりまとめ 
国民の有する復興知見を収集、整理 
震災の伝承を行う団体の課題の解決に向けた
支援、事例の横展開 
各地の伝承団体等の活動継続・自走を後押し 

令和 6 年度 

東日本大震災の教訓継承事業： 1億円 
政府の復興政策の経緯・課題等のとりまとめ等 
国民の有する復興に係る知見を収集し、 
ウェブコンテンツ等で公表 

令和 7 年度 
東日本大震災の教訓継承事業： 0.3億円  
国会議員、首長等の証言を収集・記録 
伝承団体の情報をまとめ一覧性を持って公表 

令和 8 年度 
「復興・創生期間」以降における復興の基本方針： 
令和 7年度までとほぼ同内容 
（但し、現場主義、環境整備の項目は削除） 

東日本大震災の教訓継承事業： 0.1億円 
「復興政策 10 年間の振り返り」の更新 
政策や評価等に関する資料の収集・整理 
行政経験者等へのヒアリング 

図 5-1 各年度の復興方針・概算予算要求における「伝承」「継承」の位置づけ 
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復興事業の根幹となる「基本方針」では発災直後から現在に至るまで「教訓の継承」が常

に掲げられてきた一方で、2019（平成 31）年まで、そのソフト面の予算は全く紐づけされ

ていなかった。2020（令和 2）年の「東日本大震災 10 周年事業」で、初めて「継承」ソフ

ト事業の名称で予算要求がなされたが、復興プロセスでの「ノウハウ集」が成果物であった。 
 
2022（令和 4）年に予算化された「東日本大震災の教訓継承事業」の内容は、「復興に係

る政府の組織や取り組みの変遷、復興の進捗状況等について資料を収集・整理」、「これま

での 10 年間の復興政策を振り返り、その評価や課題を取りまとめ」、「被災者をはじめと

する国民の有する復興に係る知見の収集・整理等を実施」とされ、東日本大震災の教訓継承

サイト「繋ぐ、未来へ」や「復興政策 10 年間の振り返り」にて東日本大震災の教訓・ノウ

ハウ集、事例が公開されている。この中でも、語り部や伝承施設が主なトピックとしている

災害直後の避難教訓や事前の備えについての項目は見受けられない。 
 
総額 5,292 億円が概算要求された 2023（令和 5）年の予算では、1 億円の教訓継承事業に

「震災の伝承を行う団体の課題の解決に向けた支援を行い、事例の横展開を図り、各地の

伝承団体等の活動継続・自走を後押し」（太字は筆者）と、伝承団体への支援や自走の後

押しの項目が初めて要望された。本記述は、「復興後基本方針」の「教訓の後世への継承」

と「民間団体が自立的・持続的に活動できる環境整備」を組み合わせ、コミュニティ主体の

原則に立ち戻り予算要求がなされた点で画期的で、2022 年 9 月には復興大臣から「伝承活

動については交付金で支援をしていきたい」との表明がなされた。しかし、予算の決定時に

は、「被災地における伝承活動を持続可能なものとするために東日本大震災の固有の課題等

を調査し、整理する」とされ、要望にもかかわらず「自走の後押し」は予算化されなかっ

た。 
 

 

図 5-2 「震災の伝承活動は交付金で支援」報道(tbc 東北放送) 
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2024（令和 6）年の予算でも教訓継承事業に１億円が計上されたが、「東日本大震災の教

訓を継承するため、10 年間の政府の復興政策の経緯・課題等のとりまとめ等について、検

索性・視認性等に優れた形式で公表するとともに、被災者をはじめとする国民の有する復興

に係る知見を収集し、ウェブコンテンツ等で公表する」とされた。 
2018（平成 30）年度に「10 周年事業」として始まった“教訓継承”事業は、2020 年（令

和 2）年から毎年 1 億円が予算化されていたが、2025（令和 7）年予算では 0.3 億円に削減

され、「復興施策における重要な意思決定に関わった閣僚を初めとする国会議員、地方公共

団体の首長等の証言（オーラルヒストリー）を収集、記録するとともに、伝承団体や伝承プ

ログラムの情報を取りまとめ、被災地全体で一覧性を持って公表する」とされた。2026（令

和 8）年度予算では更に 0.1 億円に減額しされており、「復興政策 10 年間の振り返り」の

更新、政策や評価等に関する資料の収集・整理が予算化されている。 
 

 

図 5-3 復興庁"教訓継承"予算額の推移 

 
資料の収集や更新は、主体的に命を守る教訓伝承活動の一部に過ぎないが、民間も自治体

も「継続の不安」を抱える現状において、「14 年後基本方針」にて「令和 8 年度以降も東

日本大震災の風化防止と教訓の継承の取り組みは継続する必要があり、国、地方公共団体、

民間がそれぞれの役割を果たしながら連携して進める」と記載された意義は大きく、国の

役割が期待される。 
 
復興庁の調査でも伝承施設のうち 26 件が「語り部・ガイドの不足・人材育成」が課題と

して回答し、本調査でも伝承継続のために特に重要な人材は「語り部」が最多であった。そ

の一方で、96％の伝承団体が継続性の不安を抱え、公的な資金支援が「十分である」という

回答は 4％とした確認されなかったことから、東日本大震災の教訓を次世代に伝承する資金

は不足している状況にあると言える。 
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復興庁"教訓継承"予算額の推移
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 また復興庁の「教訓継承」予算と、令和 7 年度他予算額との比較を掲載する。 
（いずれのグラフも、各年度の復興庁予算概算要求概要額に基づく。） 

 

図 5-4 復興庁"教訓継承"とオリンピック・万博関連予算 

 
復興庁は、「2025 年大阪・関西万博を契機に、国内外に向けて、東日本大震災の復興に

関する情報発信を行うことにより、復興状況等に関する正しい理解の促進、風評払拭を促す。

これにより、被災地域における誘客や交流人口・関係人口の拡大、企業の自立的な進出や投

資等につなげることを目指す」として、2024 年度に 3 億円、2025 年度に 2 億円の事業予算

を計上している。また、2021 年度には、東京オリンピックの情報発信として 1 億円を計上

していた。 
 
「8 年後復興方針」においても、原子力災害被災地域に対しては「当面 10 年間、本格的

な復興・再生に向けた取り組み」を示されている。類を見ない原子力災害に対して、令和 7
年度の概算要求額 4,855 億円の内、原子力災害からの復興再生に 3,323 億円計上し、上述の

ホープツーリズム等の観光予算とは別に、観光や情報発信関連予算として、ブルーツーリズ

ム推進支援事業、風評払拭・リスクコミュニケーション強化対策、福島イノベーション・コ

ースト構想関連事業などの事業が予算要求されている。 
 

 

図 5-5 復興庁"教訓継承"と福島関連予算 
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R7福島イノベーション・コースト構想関連事業

R7福島国際研究教育機構関連事業

R7福島再生加速化交付金

（億円）
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そのほか、福島国際研究教育機構関連事業や福島再生加速化交付金など、100 億円単位の

事業が多数予算化されており、上記のグラフ（図 5-5）はその一部を示している。福島再生

加速化交付金事業に関しては、2024 年 9 月に会計検査院が使用見込みのない基金残額（21
億円）を所轄庁から市町村に対して国庫へ返還するよう指示を求めたほか、同年 11 月の行

政事業レビューにおいて、予算執行の無駄や事業効果が公開点検される事業の一つとなった。 
限られた復興予算の中で、復興基本方針の「現場主義を徹底」、「民間団体が自立的・持

続的に活動できる環境整備」の観点での事業が推進される必要がある。 
 
ここからは 2026（令和 8）年度復興庁予算の全体も概観する。 
 

 

図 5-6 復興庁令和 8 年度概算要求額 被災者支援総合交付金 

  
復興庁は被災者支援総合交付金の概算要求額を 2025（令和 7）年度の 77 億円から、2026

（令和 8）年度は 56 億円に減額させたが、それでも教訓継承 0.1 億円に比べれば非常に大き

な額が投じられる。 
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図 5-7 令和 8 年度 復興予算 概算要求のポイント 
 

前述の通り「教訓継承事業」は 0.1 億円、「被災者支援総合交付金」は 56 億円であった

が、「福島再生加速化交付金」は単体で 606 億円、2026（令和 8）年度予算総額 4,515 億円

のうち原子力災害からの復興・再生が 2,892 億円を占める。 
 
発災 16 年目の予算額において福島関連予算が突出していることが示されたが、今後、岩

手・宮城と福島の差が更に顕著になることが危惧される。「東日本大震災の記憶と教訓の

後世への継承」は、「14 年後基本方針」においても「令和 8（2026）年度以降も継続する必

要がある」、「国、地方公共団体、民間が祖それぞれの役割を果たし」と明示されているた

め、引き続きの財政支援が期待される。 
 
これまで被災者自身の個人的な献身により支えられてきた教訓伝承活動の継続には、参考

になる先例が少ない。営利企業でも事業継承は難しい課題であることを考えると、伝承の「自

走」は具現化が困難な取り組みとなることが容易に想定される。これまでの震災伝承活動調

査報告書においても、財源不足と人材不足の 2 点は繰り返し指摘されてきた課題であり、東

日本大震災の教訓を伝承してゆく財源と体制については、災害が多発する日本の国民として

誰もが無関係ではない。本調査をきっかけに、少しでも理解が促進され、伝承活動の継続に

つながることを期待する。 
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5.2 内閣府防災の予算 

内閣府防災の 2025（令和 7）年度予算は 146 億円（対前年度比 73 億円）であり、「事前

防災を徹底するため、当初予算を倍増」としていたが、2026（令和 8）年度はそれを発展さ

せ“人命・人権最優先の「防災立国」の実現を掲げ、予算要求額は約 200 億円（対前年度

約 54 億円増）に増額されている。その中には、災害救助等負担金などの義務的経費約 37
億円（対前年度同額）、防災庁設置準備室経費（約 1.2 億円）が含まれている。 
 

 

図 5-8 内閣府防災予算の推移 

 
原子力災害被災地以外の復興予算を減額させている復興庁と非常に対照的である。 
東日本大震災の伝承と関わりのある内容を紹介する。 

 

図 5-9 内閣府特定地震防災対策施設の運営に要する経費 

「特定地震防災対策施設の運営に要する経費」約 2.5 億円は、兵庫県の「人と防災未来セ

ンター」運営費の 1/2 を兵庫県に補助するものである。 

0 50 100 150 200

2023年度

2024年度

2025年度
(単位：億円)
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展示、実践的な防災研究、災害対策専門職員の育成、交流・ネットワーク、資料収集・保

存に係る経費について、阪神淡路大震災は、内閣府（国）が半額を負担しているが、東日

本大震災の同種の財源は内閣府予算にも復興庁予算にも見当たらない。被災規模が広域に

わたり県単独では取り組みが難しい面もある。東日本大震災の教訓展示や人材育成、ネット

ワーク化に多少なりとも予算が手当てされることで、本調査で確認された「継続の不安」や

人材の育成、指標の不在、ソフト施策の不足などの課題が大いに改善することが期待される。 
 

 

図 5-10 実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進 

 
「実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進」は、ぼうさいこくたい、津波防災の日、

火山防災の日などの啓発イベント開催、総合ポータルサイトの運営予算などからなる。東北

には津波の経験者、津波からの避難や「防災行動定着」に向けた現場の担い手が非常に多い

ものの、現状では 11 月 5 日の津波防災の日に東北地域において積極的な発信が出来ている

とは言い難く、防災庁設置を見据えた「本気の事前防災」を推進するためには、東日本大震

災の震災伝承関係者による貢献・寄与も期待される。 
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図 5-11 事前防災対策総合推進費 

 
「事前防災対策総合推進費」17 億円は、復興庁が復興方針で掲げていた「連携」や「地

域主体」に密接な関わりがある「各府省庁・他分野等の連携強化」「地域防災力の向上」に

資する取り組みを総合的に推進する予算枠である。事前防災に係る各省庁から施策提案を募

集し、各府省庁に予算を移し替えて施策を実施するとされており、「地域防災力の向上」を

担う民間伝承団体への直接補助も可能性がある。 
また、もし、震災伝承施設の登録窓口であり復興祈念公園を所轄する国土交通省、学校で

の防災教育を所轄する文部科学省、岩手・宮城・福島各県からの施策提案がなされれば、東

日本大震災被災地において 15 年近く財源が不足していた伝承・防災のソフト施策に活用で

き、震災伝承の現場が劇的に改善する可能性がある。 
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5.3 岩手・宮城・福島の震災伝承関連予算 

岩手、宮城、福島の各県における 2025（令和 7）年度の (1)伝承館運営予算、(2)伝承・復

興発信関連予算、(3) 地域コミュニティ支援・「心の復興」関連予算、(4)教育旅行・観光関

連予算について、原則、当初予算資料から確認できた関連項目を抽出して比較した。 
当初予算に記載されていない関連項目は把握しづらく、また、整理の手法にも限界がある

が、いずれの予算額も福島県が突出しており、今後の更なる格差拡大が懸念される。また、

「心の復興」等の復興庁からの交付金や各県の復興基金による事業は収束が避けられず、「次

世代」ないしは「後世」への震災伝承の継続のためには平時の伝承活動への予算付けが必要

と考えられる。 

(1)  伝承館運営予算 

岩手県、宮城県、福島県の 2025（令和 7）年度の伝承施設予算を比較すると、以下のよう

になる。 
Ｒ7当初予算 岩手 宮城 福島 

事業名 東日本大震災 
津波伝承館管理費 震災伝承展示管理費 東日本大震災・原子力災害 

伝承館管理運営事業 
予算 

（百万円） 
121.0 

(R4: 103.3) 
40.7 

（R4: 44.3） 
426.3 

(R4: 401.6) 
部署 東日本大震災津波伝承館 復興支援・伝承課 文化スポーツ局 

内容 施設管理、展示解説、 
企画展示、震災教育 

震災伝承展示の 
管理運営 

 伝承館の設置目的を効果的に達成するた
めに、指定管理。周辺市町村の震災伝承施
設等と連携、海外出張展示の開催を含めた 
情報発信により、風化防止・風評払拭 

 

図 5-12 岩手・宮城・福島の県営伝承施設の 2025（令和 7）年度運営予算 

 
宮城県のみ伝承館の施設運営費（維持費・光熱費等）を含まないため単純に比較すること

は難しいが、宮城県と福島県では 10.4 倍、宮城県と岩手県で 3 倍の予算差が確認された。

また、2022（令和 4）年度に比べて、岩手県は 17％、福島県は 6％の予算を 2025（令和 7）
年度に増加させているが、宮城県は 9％減少させていることも特徴の一つと言える。 
震災伝承施設は全県に設置される性質のものではないため妥当性の判断が難しいが、兵庫

県の「人と防災未来センター」指定管理料が 5.82 億円、広島市の「平和記念資料館」指定

管理費が 4.78 億円であることや、東日本大震災の被災規模、今後起こり得る災害想定等を

踏まえると、十分な額と言えるかどうかは再検討が望まれる。  
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(2) 震災伝承、復興発信関連予算 

伝承施設の運営費以外に、被災 3 県の伝承や復興情報発信の 2025（令和 7）年度予算を比

較する。(2)~(6)項に関しては、岩手県・宮城県・福島県の 2025（令和 7）年度当初予算資料

から、各項の内容に該当すると思われる事業を抜粋して列記したものである。網羅的な資料

とみなす事は難しいが、各県の予算項目名称による注力事業の差異や、各事業の金額差を確

認することができる。 

 
岩手県 (百万円) 

復興推進課 復興情報発信事業
費 

県内外の多様な主体と連携し復興を推進するため、「復興フォーラム」
を開催するとともに、県内震災伝承施設等のネットワーク化を進め、東
日本大震災津波伝承館を拠点とした事実・教訓の伝承・発信、国内外へ
のいわての復興情報の発信を実施 

19.5 

復興推進課 
震災津波関連資料
収集・活用等推進事
業費 

東日本大震災津波の事実を踏まえた教訓を今後の国内外の防災学習等
に生かすため、「いわて震災津波アーカイブ~希望～」に震災津波関連
の記録を蓄積し、その活用を促進 

3.3 

学校教育室 いわての復興教育
推進事業費 

「いわての復興教育」プログラムに基づき全県的な復興教育を推進する
とともに、「いわての復興教育」副読本や絵本の英語版により国内外に
復興教育を発信 

44.5 

学校教育室 県立学校復興担い
手育成支援事業費 

地域産業や復興を担う人材を育成し、生徒一人ひとりの進路の実現を支
援するため、東日本大震災津波により被災した沿岸地域の高校生を対象
とした専門教科の実技講習会や大学進学講座等を実施 

17.4 

広聴広報課 いわて情報発信強
化事業 

「復興の歩みを進める岩手の姿」と「岩手の魅力」を発信し、記憶と教
訓の伝承や、復興への継続的な支援につながる広報を展開 7.6 

宮城県 (百万円) 
復興・危機管
理部復興支
援・伝承課 

東日本大震災被災
地情報発信費 

東日本大震災の発生から時間が経過するにつれ震災の記憶の風化が懸
念されている中、風化防止や次なる災害への備えにつなげるため被災地
の復興情報の発信や震災の記憶や教訓を伝承していくもの。 

22.7 

復興・危機管
理部復興支
援・伝承課 

東日本大震災伝承
連携促進費 

県内では、震災伝承みやぎコンソーシアム会員をはじめ、多数の伝承団体が
震災伝承に向けて取り組んでいるが、団体毎の努力だけでは活動の継続等が
困難であることから、県として必要な支援を講ずるとともに、県の震災伝承
の拠点となる「みやぎ東日本大震災津波伝承館」の機能強化を行うもの。 

26.9 

〃 東日本大震災伝承
広域連携事業 主要事業概要に記載なし 2.5 

教育庁保健体
育安全課 

学校防災力向上支
援事業 主要事業概要に記載なし 3.0 

教育庁生涯学
習課 

震災資料収集・公開
事業 主要事業概要に記載なし 15.7 

福島県 (百万円) 

文化スポーツ
局 
生涯学習課 

震災・原発災の経
験・教訓、復興 
状況伝承事業 

東日本大震災を経験していない子ども達が年々増加している中、復興・
再生に邁進している団体等に対する取材を通して、子ども達がふるさと
の良さや未来について考え、愛着心を育みながら、自分の言葉で新聞に
まとめ福島の復興を国内外に広く発信する。 

7.7 

文化スポーツ
局 
生涯学習課 

東日本大震災・原子
力災害伝承館学習
活動支援事業 

県内外の小中学校、高等学校及び特別支援学校の児童生徒が、学習活動
で伝承館を活用する費用に対し、予算の範囲内で補助を行う。 32.1 

文化スポーツ
局 
生涯学習課 

次世代へつなぐ震
災伝承事業  

語り部団体等のネットワーク化や、人材育成、県外等への語り部派遣を
行うことで、語り部等の持続的な活動の仕組みづくりに取り組み、次世
代への震災の記憶と教訓の伝承につなげていく。 

24.9 

企画調整部 
企画調整課 

ふくしま復興促進
連携事業 

東日本大震災の犠牲者を追悼するとともに、県内でのシンポジウムや首
都圏で他県や東京都と連携フォーラムを開催することで、復興に向けた
意識の醸成や震災の風化防止、風評払拭を図る。 

30.0 
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企画調整部 
風評・風化戦
略室 

風評・風化対策強化
事業 

根強い風評と時間の経過とともに進む風化等に対し、各部局の取組等を
連携・強化し、相乗効果を創出できるよう企画・調整することで、国内
外に向けて福島の正確な情報や魅力などを戦略的かつ効果的に発信し、
風評・風化対策の一層の強化を図る。 

101.6 

避難地域復興局 
避難地域復興課 

歩いて楽しむ復興
探究事業 

避難地域１２市町村において、復興の実情や地域の景観等を多くの人に
実感してもらうため、歩いて復興の状況に触れることのできるモデルル
ートづくりや、イベントの開催等を実施することで、避難地域の風評の
払拭、賑わいの創出や活性化を図る。 

20.0 

教育庁 
社会教育課 

チャレンジ！子ど
もがふみだす体験
活動応援事 

東日本大震災の経験を踏まえ、子どもたちの震災関連学習や多様な体験
活動を推進し震災の記憶と教訓の継承を図るとともに、復興について考
え・行動する社会体験活動を通して、主体的に復興に寄与する新生ふく
しまを担うたくましい子どもの育成を図る。 

133.6  

教育庁 
社会教育課 

震災と復興を未来
へつむぐ高校生 
語り部事業 

震災と復興に関する地域課題探究活動を通して、福島における震災、復
興、未来について、自分の考えを持ち、自分の言葉で語ることのできる
「高校生語り部」を育成する。この学びの過程で、生徒の思考力、判断
力、表現力等を育成するとともに、震災に関わる風化防止、風評払拭に
つなげる。 

17.1 

教育庁 
社会教育課 

東日本大震災福島
県復興ライブラリ
ー整備事業 

被災地域の図書館及び公民館図書室が行う学校図書館支援活動や地域
住民の学習環境を整えるため、移動図書館車の巡回による資料の貸出。 2.9 

教育庁 
社会教育課 

ふくしま絆ふれあ
い支援事業 

家庭や地域における人と人とのかかわりなど、子どもたちが様々な体験から得た
思いや感動、ふくしまへの思いや震災体験、それを乗り越えてきた気持ちやふく
しまへのエールや期待を込め十七音で表現した作品を県内外から募集すること
で、震災の風化防止につなげ、震災の記憶の継承の一助とする。 

1.6 

土木部 
土木企画課 

震災伝承活動推進
事業 

東日本大震災の風評払拭・風化防止や防災力の強化に県として効果的・効率的に
取り組むため、震災伝承の広報等を行う（一財）3.11 伝承ロード推進機構に対し
て、費用の一部を負担する。 また、被災地の活性化や防災意識の醸成のため、
県ＨＰ等で震災伝承に係る情報発信を行う。 

2.0 

図 5-13 岩手・宮城・福島の伝承や復興情報発信の 2025（令和 7）年度予算 
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(3) 避難計画、防災関連予算 

岩手、宮城、福島の避難計画・防災関連の 2025（令和 7）年度予算を比較する。 
 

 
岩手県 (百万円) 

復興暮らし
再建課 

個別避難訓練
計画作成支援
事業費 

市町村向け研修会等を実施するとともに、新たに津波避難や医療的ケア児
等の専門的な支援を要するケースの計画作成や避難訓練を実施 1.9 

防災課 
地震・津波対策
緊急強化事業
費 

本県最大クラスの津波被害想定を踏まえた沿岸市町村が行う避難対策や自
主防災組織の育成、活性化など、犠牲者ゼロを目指す取組に要する経費の
うち、国の交付金メニューにないソフト支援を対象に補助を実施（補助率：
1/2・2/3、補助対象：市町村） 

22.9 

防災課 自主防災組織
強化事業費 

県民の防災意識の向上を図るため、県広報誌などによる広報や地域防災サ
ポーター制度を活用した県民向けの出前講座などを実施 6.8 

防災課 防災危機管理
費 

実効性のある防災体制を構築するため、県・市町村における防災担当職員
等の資質向上を図る研修を実施 2.2 

防災課 広域防災拠点
設備等整備費 

大規模災害に備えた防災体制を構築するため、広域防災拠点への食糧等を
備蓄 8.5 

防災課 総合防災訓練
費 

県、市町村、防災関係貴下の予備地域住民の相互の協力体制の確立と、地
域住民の防災意識の高揚を図るため、総合防災訓練を実施 4.8 

復興危機管
理室・復興く
らし再建課 

災害マネジメ
ントサイクル
推進事業費 

「災害ケースマネジメント」を推進するために、検討会議や研修会等を実
施するとともに、「事前復興まちづくり」を促進するため、市町村向けの
研修会等を実施 

1.5 

復興危機管
理室 

復興防災DX推
進事業費 

災害対応力を強化するため、本件の災害対応力の向上に資する DXの調査
研究を実施するとともに、市町村職員向けの防災 DXワークショップ開催 0.7 

復興危機管
理室 

避難所運営デ
ジタル化実証
事業費 

市町村における被災者把握システムの実装を進めるため、デジタル技術を
活用した避難所受付の効率化や避難所外被災者の把握等に関する実証実験
を実施 

4.5 

復興くらし
再建課 救助事務費 災害時における被災者の自立・生活再建の早期実現を推進するため、県と

市町村で共同運用する「岩手県被災者大腸システム」の更新を実施 39.6 

防災課 火山防災対策
費 

常時観測火山である岩手山、秋田駒ケ岳、栗駒山の火山活動を継続して観
測調査を行うとともに、避難確保計画の作成を促進するため、説明会の開
催やモデルとなる計画の作成等を実施 

5.2 

復興推進課 
いわての学び
希望基金情報
発信事業費 

被災地の子どもたちへの奨学金給付など、子どもたちが社会に出るまでに
必要な「暮らし」と「学び」の支援に活用している「いわての学び希望基
金」について、寄付者への感謝の気持ちを伝え、風化防止や更なる支援を
呼びかけるための情報を発信 

1.5 

宮城県 (百万円) 
復興・危機管
理部防災推
進課 

大規模地震フ
ォローアップ
事業 

みやぎ震災対策アクションプランによる地震・津波対策の普及促進 31.0 

復興・危機管
理部防災推
進課 

地域防災リー
ダー育成等推
進費 

地域や企業の防災力向上のための人材育成等を行い、地域防災活動を行う 
自主防災組織等の活性化や企業の防災対策を推進 23.5 

復興・危機管
理部防災推
進課 

自然災害避難
支援アプリ推
進事業 

令和６年度に県内全域で運用できる体制を整備した自然災害避難支援アプ
リ「みやぎ防災」について、令和７年度も引き続き体制を整備するととも
に、訓練等を通じて県民の本アプリに対する理解度向上 

33.8 

復興・危機管
理部防災推
進課 

地域レジリエ
ンス強化事業 

近年、頻発・激甚化する災害による被災からの円滑な生活再建に向け、 
多機関協働による支援体制の構築を通じた地域の災害対応力（レジリエン
ス）強靱化の取組を進めるもの 

23.8 

福島県 (百万円) 
危機管理部 
危機管理課 

災害からいの
ちを守る事業 

 「マイ避難」の定着・実践に向け、マイ避難シートの作成までを行う講
習会を実施するとともに、「体験」に重点を置いた防災イベントを開催す 56.2 
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る。 また、マイ避難シートの作成機能を有し、様々な防災情報を提供す
る防災アプリの保守管理を行う。 

危機管理部 
危機管理課 

地域防災力強
化支援事 

県民１人ひとりによる防災意識（自助）の向上を図るとともに、地域の防
災活動（共助）を活性化させることによる大規模な災害に備えるための地
域防災力の強化 

24.8 

危機管理部 
危機管理課 

被災者生活再
建支援体制推
進事業 

「ふくしま災害時相互応援チーム」による被災者支援を早期に実現するた
め、市町村の受援応援体制の強化等を支援するとともに、被災者の事情に
応じたきめ細かな支援を行うため、災害ケースマネジメントの実施体制の
構築を支援。 

9.2 

危機管理部 
災害対策課 

防災対策支援
事業 

地域における防災のリーダーとなる人材を育成するため、防災士資格の取
得経費を助成するなど、市町村が迅速かつ的確に災害対応できるように支
援し、防災対策を強化する。 

23.8 

危機管理部 
原子力安全
対策課 

原子力防災体
制整備事業 

原子力発電所の不測の事態に備え、地域防災計画の見直しや緊急時の通信
手段及び資機材の整備、オフサイトセンターの維持管理や原子力防災訓練
の実施など、原子力防災体制の充実・強化を図る。 

627.1 

図 5-14 岩手・宮城・福島の防災・避難訓練関連の 2025（令和 7）年度予算 
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(4) 地域コミュニティ支援、「心の復興」関連予算 

岩手・宮城・福島の「心の復興」等のコミュニティ支援の 2025（令和 7）年度予算を比較

する。 

 
岩手県 (百万円) 

復興くらし再
建課 

被災者の参画
による心の復
興事業費 

被災者自身が参画し、活動する機会の創出等を通じ、被災者がいきがい
をもって生活することなどを支援する民間団体等の取組に要する費用
を補助(補助率：定額、補助対象：民間団体等) 

15.5 

若者助成協働
推進室 

NPO 等による
復興支援事業費 

多様な主体の協働による復興支援活動等を推進するため、活動経費の助
成や担い手となる NPO 等の運営基盤強化のための取り組みを実施 18.2 

復興くらし再
建課 

被災地コミュ
ニティ支援コ
ーディネート
事業費 

被災者の活再建外におけるコミュニティの形成と活動の定着に向けて、
市町村のコミュニティ形成の取組を支援するとともに、市町村と連携し
て住民が主体となった自治組織の連営に向けた取組を支援 

17.7 

宮城県 (百万円) 

環境生活部共
同参画社会推
進課 

ＮＰＯ等の絆
力を活かした
震災復興支援
費 

地域コミュニティの形成や被災者の心のケア等の課題に対応するため、
ＮＰＯ等が被災者と被災者、被災者と行政、被災者と支援者等を結びつ
ける「絆力」を活かして行う復興・被災者支援の取組を推進するととも
に、被災者が安定的な日常生活を営むことができるように、被災者が人
とのつながりや生きがいを持つための取組を支援する。 

94.8 

復興・危機管理
部復興支援・伝
承課 

みやぎ地域復
興支援費 

被災地において、コミュニティ支援や心のケアなど被災者の生活環境の
再建に取り組む民間団体等への活動助成及び自立的・持続的運営に向け
たアドバイザーの派遣等を通じて、復興完了に向けたきめ細かなサポー
トを行う。 

83.0 

復興・危機管理
部復興支援・伝
承課 

地域コミュニ
ティ再生支援
費 

災害公営住宅等において自治会等の住民活動に要する経費の補助、住
民・自治会役員等を対象とする研修会やアドバイザーの派遣等により、
被災地の地域コミュニティ再生に向けたスタートアップ支援。 

176.0 

復興・危機管理
部復興支援・伝
承課 

地域コミュニ
ティ活性化支
援費 

災害公営住宅における高齢化を起因とする担い手不足や活力低下等の
現状を踏まえ、学生の地域コミュニティ活動への参画を支援し、被災地
域の課題解決につなげるもの。 

21.4 

福島県 (百万円) 

文化スポーツ
局 
文化振興課 

ふるさと・きず
な維持・再生支
援事業 

東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生に向け、NPO 法人等が
実施する復興支援、風評払拭及び中間支援等の取組の支援を通じて、本
県のきずなの維持、再生を図る。また、復興に意欲のある企業や NPO
法人等、行政が地域の課題解決を検討する場を設定し、復興に向けた協
働事業の創出を図る。 

88.6 

保健福祉部 
社会福祉課 

地域共生社会
構築支援事業 

誰もが生き生きと暮らせる地域共生社会の実現に向けた地域づくり強
化のため、市町村支援及び人材育成に取り組む。 6.9 

避難地域復興
局 
避難者支援課 

ふるさとふく
しま交流・相談
支援事業 

東日本大震災及び原子力災害により県内外に避難を継続している県民
に対して、相談対応や戸別訪問、交流機会の提供などを通して、避難者
の個別課題の把握と解決を図り、関係機関や民間団体等と連携しなが
ら、避難者の生活再建や帰還に結び付ける。 

620.9 

図 5-15 岩手・宮城・福島の「心の復興」等コミュニティ支援の 2025（令和 7）年度予算 
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(5) 教育旅行、観光関連予算 

岩手・宮城・福島の教育旅行、観光関連の 2025（令和 7）年度予算を比較する。 

 
岩手県 (百万円) 

観光・プロモー
ション室 

いわて教育旅行
誘致促進事業費
補助 

本件への教育旅行の誘致拡大と三陸地域への周遊を促進するため、貸切
バスを使用した教育旅行を催行する旅行業者に対して経費の一部を支
援（補助率：定額、補助対象：旅行業者） 

9.9 

観光・プロモー
ション室 

みちのく潮風トレイル
受入態勢強化事業費 

地域の観光事業者や行政、DMO等の多様な関係者と連携し、地域一体
となったみちのく潮風トレイルの受入態勢強化を実施 10.2 

観光・プロモー
ション室 

いわて観光キャ
ンペーン推進協
議会事業費 

県内全域への一層の誘客拡大を図るため、いわて観光キャンペーン推進
協議会が行う宣伝・誘客事業及び令和 7年 9〜11月実施の JR 東日本重
点共創エリアと連携した観光キャンペーンやプロモーションを実施 

19.2 

観光・プロモー
ション室 

三陸観光地域づ
くり推進事業費 

三陸 DMOセンターと連携し、三陸地域の特色を生かした観光地域づくりと、観
光情報の発信や観光資源を生かした周遊型滞在の仕組みづくりを推進 9.9 

観光・プロモー
ション室 

いわての新しい
観光推進体制整
備事業費 

地域が一体となり、観光で稼ぎ、潤う地域づくりを進めるため、データ
分析やマーケティングを活用した観光コンテンツの造成や戦略的プロ
モーションを行う体制を正義 

25.5 

観光・プロモー
ション室 

東北観光推進事
業費 

東北地方への誘客拡大、広域周遊を推進するため、関係機関と連携し、
誘客・プロモーション活動等を展開 21.7 

観光・プロモー
ション室 

いわての観光業
魅力向上事業費 

将来の２拠点活動先や移住先として岩手が選ばれるよう、県内の観光事業者等と
県外の学生等との継続的な交流推進による関係人口創出の体勢を整備 4.2 

観光・プロモー
ション室 

いわての魅力まるご
と発信強化事業費 

三陸地域の周遊・滞在型観光の促進による交流人口の拡大を図るため、
民間企業と連携した三陸観光復興プロモーションを実施 13.3 

観光・プロモー
ション室 

大阪・関西万博東北
合同出展事業費 

東北の自治体及び東北観光推進機構と連携し、大阪・関西万博に東北
PR ブースを出展 21.0 

宮城県 (百万円)  

観光政策課 教育旅行誘致促
進事業費 

教育旅行は、特別な体験の機会を通じて生徒らに本県の魅力を伝えるこ
とができるため、高いＰＲ効果が期待できるものであることから、引き
続き、積極的な誘致活動を行う。 

89.0 

観光政策課 観光地域づくりチ
ャレンジ事業 主要事業概要に記載なし 30.0 

観光政策課 観光地周遊促進事 主要事業概要に記載なし 20.0 
 

福島県 (百万円) 

観光交流局 
観光交流課 

教育旅行復興事
業 

原子力災害による風評の影響等により、教育旅行誘致に向け、県外学校
へのバス経費補助に、新たに３年以上連続利用に対し加算を行う。また、
「ホープツーリズム」を核とした探究学習プログラムに関するモニター
ツアーや、旅行会社等への継続的な営業活動を実施する。 

288.9 

観光交流局 
観光交流課 

ホープツーリズ
ム運営・基盤整
備事業 

ホープツーリズム関連情報等を整理・集積した総合窓口の運営と情報発
信を行うとともに、ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向け、一般
観光客向け旅行商品造成支援等を実施し、広く誘客を図る。 
また、多言語ガイドの育成等インバウンド誘客を図る。 

216.6 

観光交流局 
観光交流課 

ホープツーリズ
ム拡充等浜通り
観光支援事業 

サイクリングやキャンプなどといった、一般観光をフックとした新たな
個人向けホープツーリズムにより誘客を目指すことにより、浜通りにお
ける関係人口の拡大と観光需要の拡大を図る。 

164.3 

観光交流局 
観光交流課 

観光地域づくり
総合推進事業 

アフターコロナにおける継続的な国内観光需要を獲得するため、観光コ
ンテンツの磨き上げに係るサポートを行うほか、地域と協働したニュー
ツーリズムのモデル造成や企業と連携した誘客促進を実施する。 

8.1 

観光交流局 
観光交流課 

観光関連団体連
携推進事業 

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会として観光産業の
更なる観光振興に向け、ふくしま DCをはじめとした官民一体となった
施策の取組やプロモーション活動を展開する。 

680.2 

図 5-16 岩手・宮城・福島の教育旅行・観光関連の 2025（令和 7）年度予算 
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(6) 海外誘客、インバウンド関連予算 

岩手・宮城・福島の海外誘客、インバウンド関連の 2025（令和 7）年度予算を比較する。 

 
岩手県 (百万円) 

観光・プロモーショ
ン室 

世界が訪れたくな
る東北・岩手広域周
遊促進プロモーシ
ョン事業費 

みちのく潮風トレイルを活用したエージェント招請を新たに実
施し、海外著名メディア等掲載の効果を全県に波及させるため、
東北各県等と関係機関が一体となって外国人観光客誘客プロモ
ーションを展開 

16.1 

観光・プロモーショ
ン室 

いわてインバウンド
新時代戦略事業費 

外国人観光局の誘致拡大を図るため、戦略的・効果的なプロモー
ションを実施 28.9 

観光・プロモーショ
ン質 

インバウンドぐる
っと県内周遊促進
事業費 

外国人観光客の県内周遊の促進による交流人口の拡大を図るた
め、新たに海外個人旅行向けのオンライン旅行代理店での販売支
援や外国人観光客への対応セミナーを開始するとともに、海外旅
行会社等と連携したいわて花巻空港を起点とする県内周遊プロ
モーションを展開するほか、県北・沿岸地域を含む旅行商品の造
成等を支援（補助率：定額、補助対象：海外旅行会社等） 

15.3 

宮城県 (百万円) 

経済商工観光部観光
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進室 

外国人観光客誘致
促進費 

県内インバウンドの早期回復のため、現地旅行博への出展のほ
か、海外事務所やサポートデスクによる旅行商品造成支援、ＳＮ
Ｓによる戦略的な情報発信、東北観光推進機構や東北各県と連携
した招請事業など、東日本大震災や感染症で落ち込んだ観光需要
回復、人口減少の中の持続的な経済発展のため、機動的に実施。 

57.1 

経済商工観光部観光
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進室 

みやぎ観光デジタ
ルプロモーション
費 

観光情報の収集について、デジタル化が進んでいることから、東
北観光 DMPを活用し、WEB 閲覧や動態等の各種データの収
集・分析を行い、誘客ターゲットや訴求コンテンツ等を設定し、
東日本大震災や感染症で落ち込んだ観光需要回復、人口減少の中
の持続的な経済発展のため、ターゲットに向けて戦略的にデジタ
ルプロモーションを実施。。 

21.0 

福島県 (百万円) 

総務部 
広報課 

チャレンジふくし
ま戦略的情報発信 
事業 

根強く残る風評の払拭と時間の経過とともに加速する風化の防
止を図るため、本県への関心を高め、イメージの向上に取り組む
ことが重要であることから、関係部局や市町村、企業、大学等と
の連携・共創により、復興のあゆみを進める本県の姿や観光、県
産品等の魅力を県内外に向けて戦略的に発信。 

54.5 

企画調整部 
地域振興課 

ふくしま元気創造・発
信イベント事業 

県内の子どもたちが注目度の高いファッションイベントに参加し、その様
子や福島の魅力を広く発信・PR することで、本県への風評の払拭。 8.0 

生活環境部 
国際課 

チャレンジふくし
ま世界への情報発 
信事業 

 海外における風評払拭・風化防止を図るため、各国の要人が集まる国際
会議等での PR、駐日外交団等に対する情報発信のほか、在外県人会や在
外公館との連携等を通じて本県の復興状況や魅力を発信。 

88.3  

観光交流局 
観光交流課 

福島インバウンド
復興対策事業 

東日本大震災による根強い風評や ALPS処理水の海洋放出によ
る新たな風評発生への懸念など、複合的な課題に対し、第一期復
興創生期間の事業によるレガシーをさらに深化させ、誘客のフェ
ーズを意識した戦略的なインバウンド誘致を展開。 

356.5 

図 5-17 岩手・宮城・福島の海外誘客・インバウンド関連の 2025（令和 7）年度予算 

 

本節で紹介してきた岩手県・宮城県・福島県の予算を示すグラフは、原則的に 2025（令

和 7）年度当初予算資料からの抜粋という形で抽出したもので整理に不十分な点がある。 

ただ、震災伝承や復興の発信事業から教育旅行、インバウンド事業まで、岩手県・宮城

県と比べて福島県の予算額が際立っていることは確認できる。 
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5.4 神戸、広島、御巣鷹山での周年事業の参考事例 

東日本大震災発災 15 年を迎える前年の 2025年は、1995年 1月 17日の阪神・淡路大震災

発災から 30 年、1945 年 8月 6日の原爆投下から 80年、1985年 8月 12日の日航機墜落事故

から 40年にあたり、追悼や慰霊の行事が注目された。 

追悼行事の場の持ち方や、メディアによる社会への発信のされ方は、今後の東北の伝承活

動にも大いに参考になるため、参考事例として記載する。 

5.4.1 阪神・淡路大震災 30 年追悼式典 

・ 「阪神淡路大震災 1.17 のつどい」 
午前 5 時 46 分に神戸市東遊園地で開催される「1.17 のつどい」は、NPO 法人阪神淡

路大震災 1.17 希望の灯り（通称：HANDS）が事務局を務めており、30 年を経た今も、

早朝から足の踏み場もないほど多くの方々が集い、毎年、各種メディアを通じて社会

に発信される。NPO 法人運営費は会費、寄付金、助成・補助金であり、ボランティア

の協力や募金箱による寄付により成り立つ市民行事である。 

・ ひょうご安全の日のつどい 「1.17 のつどい－阪神・淡路大震災 30 年追悼式典」 
 「阪神・淡路大震災の犠牲となられた方々への哀悼の誠を捧げるとともに、安全・

安心な社会づくりに向けて歩む決意について、国内外や次世代に強く発信する」こと

を目的として、県公館会場、人と防災未来センター慰霊のモニュメント前の 2 会場で

開催され、1,078 人が参加した。ご遺族の代表のことば、天皇陛下のおことばなどによ

り厳粛な雰囲気で開催された。ひょうご安全の日推進県民会議の主催行事であり、行

政関係者が多く参列した。 

・ ひょうご安全の日のつどい 交流広場・ステージ、防災訓練 
 毎年のテーマ「震災を風化させない-『忘れない』『伝える』『活かす』『備える』」

に、新たに『繋ぐ』を加え、HAT 神戸のなぎさ公園で、ひょうご安全の日推進県民会

議の主催で、交流広場・ステージ等が設けられた。民間 49 ブースのほか、「防災最前

線」として自衛隊や日本赤十字などが 10 ブースを出展し、若者による防災活動紹介な

ども行われた。東北の類似行事としては、2016 年から仙台市が「仙台防災未来フォー

ラム」を毎年開催しているが、この行事は、発災日に近い週末に行われている。 

・特設サイト「震災 30 年 阪神・淡路大震災 feel and think」 
 ひょうご安全の日県民推進会議が、特設 WEB サイトを開設しており、「イベント一

覧」には「忘れない」14、「伝える」47、「活かす」19、「備える」48、「繋ぐ」41、
の計 169 もの多様な事業が掲載されている。これまで、東北には類似のサイトはない。 

    

図 5-18 1.17 のつどい(東遊園地)、追悼式典(人と防災未来センタ―前)、安全の日つどい(なぎさ公園) 

 



- 90 - 

5.4.2 日航機墜落事故 40 年 慰霊登山 

1985 年 8 月 12 日に 520 名が犠牲となった日航ジャンボ機御巣鷹山墜落事故は、自然災

害とは異なるが、命を守る伝承という意味で、震災伝承と通じるところがある。突然

家族を亡くし様々な経緯がありながらも空の安全を訴えてこられた「8.12 連絡会」の

遺族は、毎年慰霊登山を行なっており、そこには東日本大震災の遺族の姿もある。御

巣鷹山に建つそれぞれの犠牲者の慰霊碑には「やすらかに」の文字が多く、切なる思

いがうかがい知れる。前夜には遺族らが灯籠を流し、当日は御巣鷹山の「昇魂の碑」

前では風船上げ、シャボン玉などの追悼の時間が設けられるほか、上野村の「慰霊の

園」で追悼慰霊式が行われている。御巣鷹山の尾根では「悲しみでつながるご縁」で

東日本大震災、エレベーター事故、過労死などの遺族からの言葉もあり、事故・災害

の全ての犠牲者や遺族の思いが通底する場でもある。 

   

図 5-19 日航機墜落事故 40 年の御巣鷹山慰霊登山 

 

5.4.3 被爆 80 年 広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式 

・被爆 80 年 広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式 
 広島市主催の原爆死没者慰霊式および平和祈念式は、平和記念公園のメイン会場に

7,000 席が設置され、120 か国 55,000 人が参列した。朝 8 時からの式典では、献花、黙

祷に続き、広島市長の平和宣言、こども代表の平和への誓い、広島県知事、内閣総理

大臣、国際連合事務総長（代理）からのあいさつがあり、原爆死没者への哀悼と世界

平和の実現に向けた祈りが込められていた。 

・「平和記念日」の主な行事 
慰霊式および平和祈念式の後、「ヒロシマの心を世界に―青少年を中心とした平和

文化イベント―」、被爆体験講話、被爆体験伝承講話、祈念公園ガイドなどが開催さ

れた。行政主催行事のほかにも様々な主体が集っており、夕方からのとうろう流しに

も多くの方が列を作り、朝から夜遅くまで追悼・平和祈念の取り組みが続いていた。 

・VR 被爆体験、「被爆証言応答装置」（AI 語り部） 
NHK などから「被爆証言応答装置」（AI 語り部）、VR グラス等の展示ブースが設

けられていた。「被爆証言応答装置」は、被爆前後の暮らしなどを 200 問以上に対し

てインタビューする様子を事前に撮影しておき、質問者が問いかけると撮影済みの動

画から AI が最も適切な映像を選んで再生する仕組みで、広島市の事業として、2025 年

秋に広島平和記念資料館に設置された。デジタル技術の活用は、東日本大震災の伝承
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活動にも無関係ではなく、東北での今後の検討が期待される。 

・平和関連行事一覧 
広島市が公開している「平和記念行事一覧」には、広島平和記念資料館での企画展

から、美術館、公民館、児童館などでの展示やコンサート、シンポジウムなどの計 274
行事が掲載されており、その多様性が伺われる。東日本大震災は発災から 15 年を迎え

ようとしているが、広域にわたる行事や企画を一瞥で把握できる参照先は無い。 

・国立広島原爆死没者追悼平和祈念館 
厚生労働省が管轄する国立広島原爆死没者追悼平和祈念館には、原爆死没者のお名

前と遺影のデジタル投影と検索端末の展示があり、現在も、原爆死没者の遺影を募集

し続けている。東北の国営追悼施設でも、震災犠牲者のお名前や教訓を収集する機能

の検討が求められる。 
 

   

図 5-20 慰霊式、とうろう流し(平和祈念公園)、 AI 語り部等展示（平和記念資料館） 

 

 

https://www.city.hiroshima.lg.jp/atomicbomb-peace/1036664/1015056.html
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5.5 広島平和記念資料館との来訪数比較 

震災伝承に関しては、「重くて暗い」、「14 年も経過している」として、収束もやむを

得ないとする見解もある。しかし、戦争という非常に深刻な事実を扱い、さらに長い期間伝

承に取り組んできた、広島の取り組みは、決して収束していない。 
広島市の広島平和記念資料館（原爆資料館）の 2024 年 12 月までの最新動向によると、

コロナ禍により 2 年間来訪数が激減した後、V 字回復し、2024 年にはコロナ禍前よりも増

加し年間の来館者数は 220 万人に達している。一方で、東北の伝承施設の来訪数は 2023 年

から 2024 に減少に転じており、その 39 施設（閉館含む）の合計数も、広島平和記念資料館

単独の来館数より少ないのが現状である。 
広島平和記念資料館を運営する公益財団法人広島平和文化センターの 2024（令和 6）年度

予算規模は 21.9 億円であり、この法人予算以外にも、広島県の観光客誘致促進費（12.5 億

円）や国際平和拠点ひろしま構想推進事業費（2.6 億円）に関する様々な予算が設けられて

いる。戦後 80 年を迎えた広島は、平和都市として独自の予算編成により世界中から来訪者

を引き付ける価値を提供していることが伺われる。 
東日本大震災被災地においても、「暗い」「重い」と避けるだけでなく、東北ならではの

伝承と防災教育の価値創出・発信を行うために必要な予算や人員の配置を、今一度検討する

余地があると考える。 
 

     

図 5-21 東北伝承施設と広島平和記念資料館の来館者推移（2024 年 12 月まで） 
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5.6 国営追悼施設を含む 3 県の復興祈念公園の理念 

国営追悼・祈念施設（仮称）を含む復興祈念公園が岩手・宮城・福島各県に設置されるこ

とが 2012 年 10 月に閣議決定された。岩手県では陸前高田市に高田松原津波復興祈念公園

が、宮城県では石巻市に石巻南浜津波復興祈念公園が開園し、福島県では双葉町と浪江町に

またがる区域に 2026 年度に開園予定である。 

(1) 復興祈念公園の基本理念および基本方針 

2015 年 8 月に岩手県、宮城県の復興祈念公園基本計画が、2018 年 7 月に福島県の復興祈

念公園基本計画が策定された。3 つの復興祈念公園の基本理念は、下図の通りである。 

基本理念（岩手）       基本理念（宮城）    基本理念（福島） 

図 5-22 3 県の復興祈念公園の基本理念 
 

いずれの公園の理念も「追悼」を第一としており、「事実や教訓の伝承」「公園による命

の再生」などの要素は共通しているが、表現方法や重視する点にバリエーションが見られる。 

また、三公園の基本方針は下図の通りである。こちらも「追悼と鎮魂」「教訓の伝承」「復

興への意思の発信」「多様な主体の参画」「来訪者の安全」が共通している。（岩手・宮城

で「基本方針」と位置付けている要素が、福島では「基本方針実現のために留意すべきこと」

として別項目での位置づけとなっている差異はある。） 

基本方針（岩手）      基本方針（宮城）     基本方針（福島） 

図 5-23 3 県の復興祈念公園の基本方針 
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確保 

(6) 歴史的風土と自然環境の再生 

(7) 市街地の再生と連携したまち

の賑わいの創出 

(8) 多様な主体の参加・協働と交流 
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階的な整備 

実現のために留意すべきこと 

 



- 94 - 

中でも、宮城県の復興祈念公園の計画においては、以下のような協働体制が言及されてお

り、後述するように、公園整備前の「計画段階から」多様な主体による参画が実現している。 

 

当公園では、市民、NPO、企業など多様な主体が、公園の計画段階から管理運営段階を通

して、計画検討、植樹活動、伝承活動、防災学習、運動やレクリエーション活動、施設維持管理

など、様々な形で参画・協働できる場を構築する。合わせて、将来にわたって当公園の管理運

営を多様な主体により安定的に行う体制を構築する。 

 

岩手県の祈念公園の計画においても、以下のように管理運営段階での参加・協働に言及さ

れているが、2019年の東日本大震災津波伝承館開館時から、県の直営で運営されている。 

 

市民、NPO、企業など多様な主体が、植樹活動、伝承活動、防災学習活動、施設維持管理

など、公園の計画・整備や管理運営において様々な形で参加・協働できる場とします。 

 
以上のように、東日本大震災発災直後の政府提言だけではなく、復興祈念公園の基本計画

においても、多様な主体の協働による安定的なもしくは持続可能な体制構築が掲げられてい

た。 
しかしながら、本調査（アンケート）では「祈念公園と自組織の協働が実現できているか」

の設問に対し、「とてもそう思う」「どちらかというとそう思う」の回答は伝承団体が 32％、

伝承施設が 31％と低い水準にとどまった。基本理念や基本方針に沿った協働は、「継続の

不安」や財源、人材の不足を緩和につながる具体的施策として機能しうるものであり、今後

も協働の実現に向けた取り組みの継続が求められる。 
 
有効に協働推進していくための運用サイクルの設定も重要である。開園 5 年目を迎えた宮

城県の復興祈念公園は、これまで関係者で共有できる成果指標が設定されていなかったが、

2026（令和 8）年度以降（5 年間）の指定管理業務上の指標に関して、現在検討が行われて

おり、意見交換の場を持てるようになってきた段階である。コンサルタントから提示された

指標案（「来園者数」「満足度」の 2 項目）に対し、地域団体からは、「震災学習目的と散

歩目的の来訪は分けて考えた方がいい」、「地元民としては、多くが亡くなった場所での“満

足”は違和感がある」などの意見が挙がった。 
祈念公園内の「みやぎ東日本大震災津波伝承館」においても、「顧客紹介数」「県内他施

設や市民団体との協働行事開催回数」「地域リーダーからの計画提案数」等の具体的な指標

を設定することは、同館が標榜する「ゲートウェイ施設」としての役割を果たしていく上で、

重要であり、協働主体を巻き込んだ議論が期待される。 
こうした指標の策定も含め、「協働」のあり方を具体的に設計・運用していくことで、各

s 県の祈念公園が「多様な主体の参画」の核として機能することが期待される。 
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5.7 観光・修学旅行と伝承 

震災伝承・防災学習は、観光客誘致や交流人口増大と関連付けて議論されることもある。

震災伝承・防災学習を東北の「復興」を象徴し、観光客誘客の主軸とするためには、広島の

例からも、コンテンツの質を高めるための予算・人材・時間の必要性が示唆される。 
 
岩手・宮城・福島の 3 県において県が設置・運営する伝承施設のうち、2024 年時点で来

館者が圧倒的に多い「東日本大震災津波伝承館（以下、いわて TSUNAMI メモリアル）」

は、「道の駅高田松原」が隣接している。 
参考指標として共有いただいた 2024 年 9 月までの来場数は下表の通りである。 
 

 

図 5-24 いわて TSUNAMI メモリアルと道の駅高田松原の来場数推移（10 月～9 月） 

 
いわて TSUNAMI メモリアルと道の駅の来訪数は連動性があり、道の駅による大きな誘

客促進効果が伺われる。その一方で、直近やや減少傾向が確認できることから、伝承・観光

両面での底上げの必要性が示唆される。 
 
また、遠方からの修学旅行、海外からの来訪者を想定した場合、より広い視野で、地域・

分野（伝承・観光）を超えた連携のあり方を模索してゆく必要がある。 
 愛知県愛西市は、2023（令和 5）年度から毎年、市内 6 校約 600 名の全ての中学生の修学

旅行を、東北で震災を学び、東京でディズニーランドに立ち寄る行程で組んでいる。同様に、

関西圏でも、東北での震災学習と大型アミューズメント施設を組み合わせて修学旅行を構成

する学校があり、同一・近隣自治体だけでなく、広い視点で、遠隔地のアミューズメント施

設や著名な観光コンテンツとの組み合わせた旅程を提案していくことは、震災学習の活性化

のためにも有効であると言える。 
その分、時間・予算は多く必要になるため、「それでも訪れる価値がある」ということを、

相手の受け取りやすい言葉で発信していくことも重要である。愛知県の中学校の修学旅行訪

問先は、通例東京であるところ、愛西市は、東北での滞在費等として市の単費で 3,000 万円

以上を予算化したことで、東北への教育旅行が実現した。 
 南海トラフ地震のような、実感をもって想像しにくい巨大災害から命を守る力を身につけ

るために、被災した地域での学びは有用である。東北、能登などの被災地へ学習旅行に赴く

補助金等が拡充されることで、国民一人ひとりがかけがえのない命を守ること、東北の震災

伝承の持続化の両方の効果が期待される。  
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5.8 震災伝承活動の指標 

震災伝承活動に取り組む団体・施設は、個別の統計や事業報告用に指標を設定しているこ

とはあるが、共通の成果指標というものはない。東北全体として、震災伝承の価値を高める

ためにも、有用な指標の設定・共有化が期待される。 
 
① 震災伝承の成果測定にふさわしい指標（本調査アンケートより） 
下図（再掲）は、「震災伝承の成果を測るのにふさわしい指標」の質問への回答結果であ

る。選択肢上から１つ目の「来訪者数」は最も多く記録が取られている客観的指標、選択肢

2～7 つ目（「震災の教訓への理解度」〜「地方自治体や関係機関の災害対応能力」）は「8
年後復興方針」の記載事項に基づき設定した指標、8 つ目（「復興庁教訓継承サイトの普及

開発コンテンツ数」）は復興庁が行政評価レビューの指標として設定しているものである。 
 

 

図 5-25 震災災伝承の成果を測るのにふさわしい指標（再掲） 

本調査においては「自らの命を守り抜くため主体的に行動する態度」が最多、「復興庁教

訓継承サイトの普及開発コンテンツ数」が最少回答であった。「理解度」「態度」「意識」

「能力」のようなものをいかにして計測するかについては、さらに深い議論が必要であり、

以下に挙げるような指標も参照しながら、継続的な検討が望まれる。 
 

② 「心の復興」、被災者支援の NPO 活動の指標 
復興庁が被災者支援総合交付金事業として実施する「心の復興」事業補助金の令和 6 年

度募集要項では「事業費の上限は 350 万円です。これを超える事業に対する加算額につい

ては、上限額を超過せざるを得ない理由、対象とする被災者の人数、風化防止の効果や地

域活性化の効果等を基に精査、検討します」とされ、「対象とする被災者の人数」のほか

に「風化防止の効果」という震災伝承に近い成果が望まれていたことが伺える。 
しかし、令和 7 年度の「心の復興」補助事業の加算理由からは「風化防止」が削除され、

「心の復興」の定義の変化が確認できる。第 2 期復興・創生期間後や今後の災害において、

震災伝承が被災地域での主体的な「心の復興」の側面があることが軽視される懸念もある。 
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「被災者の心のケア」も含む「NPO 等の絆力を活かした復興・被災者支援事業」の申請

様式では、具体的なアウトプット・アウトカムの指標設定は求められていない。復興庁の

「被災者支援総合事業」の行政評価レビューでは、対象となる被災者の人数目標や、成果

に関する数値的な報告は確認できず、「NPO 等の絆力を活かした復興・被災者支援事業」

行政評価レビューでも「被災者支援を実施した団体数」「アンケ―トにおいて有益であっ

た旨を評価した受益者の割合」などの確認にとどまっている。 
 
一方、「復興総括」では、被災者支援総合交付金事業の成果として「全体的に事業実績

額は減少傾向にあり、復興事業の完了に近づいていることが示されている」（下図）との

記載があり、「事業実績額」を被災者支援の指標と位置付けている。 

 

図 5-26 地震・津波被災地域等に係る復興施策の総括（案） 被災者支援総合交付金事業 

 
発災から 15 年が経過しようとしているが、「心の復興」という言葉で表現される取り

組み内容や成果目標が統一されていない現状が確認された。今後の災害や地域づくりにお

いても「心のケア」は重要な要因と考えられるため、指標の真摯な検討、成果目標の共有

化が望まれる。 
 
③ 情報発信、メディア掲載の指標 
震災伝承の発信や「風化防止」の効果に関して、「WEB サイトの閲覧数」「SNS フォ

ロワー数」「動画再生回数」などが指標として採用されている事例もある。 
また、新聞やテレビ報道などのマスメディアに取り上げられた場合の「メディア掲載件

数」や、「スポット広告換算金額」も一つの指標となり得る。 
参考に、3.11 メモリアルネットワークのメディア掲載実績を下表にまとめる。メディア

との連携により、震災伝承は補助額以上の成果を有する取り組みと考えることができる。 
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事業名 交付決定額 メディア 広告換算金額 

令和 5 年度被災者支援コーディネート事業 4,990,000円 掲載 42件 73,089,345円 

令和 5年度復興庁「心の復興」事業 5,500,000円 掲載 72件 102,902,829円 

令和 6年度復興庁「心の復興」事業 3,500,000円 掲載 66件 87,984,168円 

図 5-27 3.11 メモリアルネットワークのメディア掲載実績とスポット広告換算金額 

 
④ 意識変容、行動変容の指標 
震災伝承・防災学習参加者の意識・行動の変化を捉え、数値化するための指標設定につい

ても、これまで様々な試みがなされてきた。発災直後から継続されてきた「語り部」の「伝

える力」やその重要性について、これまでも現場への指標導入が望まれてきたが、個人や個

別団体では変化測定が難しかった。 
3.11 メモリアルネットワークでは、新型コロナ感染症の拡大を機に開始した「日本赤十字

社 オンライン語り部」を受講した小学生・中学生・高校生の参加者に対して、東北大学 災
害科学国際研究所 佐藤翔輔准教授の協力によりアンケートを実施した。「語り部を聞いた

直後」だけでなく、数ヶ月後の「追跡アンケート」を行うことで、意識や行動の変化が確認

できた（下図 5-28）。 
この調査は 4 年間継続され、「直後」「数ヶ月後」両方の回答が揃った参加者について、

結果分析を行った（2021 年度 1,217 名、2022 年度 1,130 名、2023 年度 635 名、2024 年度 492
名の合計 3.502 名）。その結果、追跡調査時にも、「語り部さんのお話を聞く前と、聞いた

後で自分の中で変わったことがある」と回答した参加者は 73.6％であった。自由記述では、

「大切な人を守りたいという気持ち」や「1 日 1 日を大切に過ごすようになった」という声

があり、変化が確認された。 
また、「語り部に聞いたことを家族に話したかどうか」を尋ねた追跡調査では、67.2％の

参加者が「家族と話した」と回答している。自由記述では、「ひなんするため計画をたて

た」、「もしも 1 人だった場合のことを話し合った」と、具体的な防災行動の回答があった。

2024 年調査では、宮城県の小学生から「弱い地震が来て家族がいないとき妹を守った」と

の自由記述が寄せられた。地道な語り掛けが、将来の災害から 1 つでも多くの命を守ること

につながる。 

  

図 5-28 「語り」が生み出す意識・行動変化調査結果 
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図 5-29 語り部に「心を動かされた」割合 

 
同じアンケート調査において、「語り部さんのお話を聞いて、心を動かされたか」という

質問もしている。2024 年の調査においてクロス集計を行ったところ、「家族に話した」参

加者のうち、語り部さんのお話で「心を動かされた（とてもそう思う／まあそう思う）」割

合は 93％、「友達に話した」参加者のうち語り部の話で「心を動かされた（とてもそう思

う／まあそう思う）」割合が 96％という結果になった。 
オンライン語り部に参加し、語り部によって「心が動いた」ことを自覚している小・中・

高校生は、単に感動した、悲しかったということを超えて、聞いたお話を実際に家族や友達

に話すという防災行動をとっていたことが確認できた。 
 
東日本大大震災で被災した地域にも、地震や津波を警告する石碑は多く設置されていたが、

それにもかかわらず避難できなかった事例も多くあった。事実や体験の記録・提示だけで

はなく、主体的な行動を促す機会の提供が重要であり、語り部や体験学習はそうした手段

の一つと言える。時として「震災の話でお金を儲けている」などの中傷を受けたり、活動

継続の向かい風にさらされる中でも工夫を重ねてきた語り手には、防災にとどまらず、毎日

の暮らし方・生き方を考え直すきっかけを作る積極的な力がある。 
 
災害が頻発する日本において現在・未来の命を守るために、防災・減災行動を促すために、

東日本大震災の伝承活動が生み出す防災意識の変化や行動変化のインパクトが可視化され

ることは、重要な基盤となる。今後は、伝承活動による意識・行動の変化をファクトとして

示し、継続的に測定し、伝承のあり方の改善・進化に繋げることが期待される。 
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5.9 津波防災ハード事業に対するソフトの取り組み 

会計検査院が 2023 年 5 月に発表した「東日本大震災からの復興等に関する事業の実施

状況等について」によれば、防潮堤予算は 583 施設の合計 1 兆 4970 億円で、1 か所あたり

平均 25.6 億円が支出されている。 
震災伝承活動においては、施設での語り部・ガイドの不足や、学校現場での防災教育に

取り組む余裕のなさが大きな課題となっているが、例えば「年間人件費 500 万円の語り部・

ガイド」の 500 年間雇用は、防潮堤 1 か所当たり（約 25 億円）に相当する。また、東北 3
県全体の防潮堤整備費は 583 名を 500 年間雇用し続けられる金額に相当する。 
現在の津波ハザードマップは、津波が堤防を乗り越える場合には破堤する前提で津波想

定が算出されている。L2 想定（発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害を

もたらす最大クラス）の津波の対策は「住民の避難」が柱とされているが、これまでにそ

の避難を促すソフト面の制度や支えはなく、防潮堤だけに頼らない、人による避難行動が

望まれる状況である。 

 

図 5-30 堤防による防災、人による防災 

 
防災のソフト面に関わる国レベルの催事として、2016 年から「ぼうさいこくたい」が開

催されている。防災活動を実践する多様な団体・機関が一同に会し、取り組み・知見を発信・

共有する日本最大級の防災イベントである。 
2024 年には、国土交通省が地域で発生した災害の状況を分かりやすく伝える施設や災害

の教訓を伝承する活動などを、「NIPPON 防災資産」を認定する取り組みが始まった。ただ

し、第 1 回には東日本大震災の伝承に関しては１件しか認定されなかった。 
一方、県レベルの取り組みとして、前述のように宮城県による震災伝承への補助制度や、

みやぎコンソーシアムの実施、福島県の伝承者育成や語り部派遣、語り部ネットワークなど

の積極的な事業が見られ、今後の更なる展開が期待される。 
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5.10 カムチャツカ半島地震への対応と伝承現場の課題 

2025 年 7 月 30 日に発生したカムチャツカ半島地震を受けて、太平洋岸の広範囲に津波注

意報・引き続きの津波警報が発令された。東日本大震災の津波被災地域で活動する伝承団体、

津波想定区域に位置する伝承施設も、それぞれに対応を迫られた。 
自治体による避難所の開設有無の判断もまちまちであったが、車の渋滞、避難所の運営、

暑さへの対策などの課題が報道された。 
 
本調査の岩手・宮城・福島の対象団体からも、対面や電話で以下の意見を聞きとった。 

・ 施設の職員各自が、違う避難先に向かった。 
・ 高台に車で退避し、17 時（就業時間の終わり）まで待機した。 
・ お客様の情報を持ちだしておらず、キャンセル連絡対応に苦慮した。 
・ 住民がほとんど避難しなかった。 
・ 避難計画／マニュアルを変えないといけない。 

 
宮城県石巻市は、ハザードマップにおいて「日和山（図 5-29 右の地図で避難マークが表

示され、着色されていない一帯）」を残して周辺は広範囲で津波浸水が想定されているが、

カムチャツカ半島地震発災後、この山での車渋滞が確認された。日和山の海側には、石巻南

浜復興祈念公園、みやぎ東日本大震災津波伝承館、震災遺構門脇小学校、MEET 門脇などの

震災伝承施設が集中する地区があるが、7 月 30 日朝からの注意報・警報を受けた対応は、

「すぐに閉館し高台の避難所運営を手伝った」「警報になってから閉館した」「終日来館者

を受け入れ続けた」など、施設により異なる結果となった。 
 

  

図 5-30 カムチャツカ半島地震時に渋滞した石巻市の高台と周辺ハザードマップ 

近隣施設でも災害時対応が異なっていたことからもわかる通り、東日本大震災後に防潮堤

が整備された地域であっても、「正解」が共有されているわけではない。 
石巻市のハザードマップや「津波注意報が発表されたときの避難指示の発令対象地域」の

地図（図 5-31）では避難対象となるエリアが青い線で示されている。しかし、宮城県石巻

港湾事務所提供の海岸堤防図（図 5-32）によると、日和山の南側の海岸線の防潮堤（T.P7.2m、

青い線）は、その西側の石巻工業港で途切れており、現地でも防潮堤は確認できなかった（図 
5-33）。港湾関係者によると、図 3-32 の避難対象エリアの青い区分線の辺りは T.P3.5m の

地盤高さが確保されているということであるが、マップからは、津波注意報が出た場合の津

波到達範囲、堤防や地盤高さは判断しづらい。そのため、実際のところは、市民も震災伝承

施設の担当者それぞれで対応の判断が求められている状況にあると言える。 
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図 5-34 石巻市ハザードマップと「津波注意報が発表されたときの避難指示の発令対象地域」 

 

図 5-35 石巻工業港 堤防合配置図（2022 年 石巻港湾事務所より提供） 

  

図 5-36 図 3-32 の赤点線枠部分（埋立地先端と付け根）の実際の地形（2024 年 11 月撮影） 

 
「宮城県の津波浸水想定（令和 4 年 5 月公表）石巻市、東松島市版（石巻～東松島）」の

動画シミュレーションによると、大津波発生時には防潮堤への津波到達が約 50～51 分後、

防潮堤を超えるのが約 57 分後とされている。防潮堤の整備によりもたらされる時間的猶予

（約 6～7 分間）を活かするためにも、「ハード・ソフトの組み合わせ」が欠かせない。当

初の復興方針で掲げられた「逃げることを前提とした地域づくり」を前提に、各地域の防潮

堤や地形を生かして命を守る行動を促せるよう、ソフト面の防災取り組み強化が求められる。 
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6. 震災伝承活動の可能性 

いつ起こるかわからない災害から命を守るための震災伝承活動は、その名称からも「継続」

を前提とした取り組みであることが分かるが、実際は、10 年後、30 年後の活動人材や資金

を見通すことは容易ではない。今回の調査でも、伝承団体の 96%が「継続の不安」を抱え

ていることが確認された。 
以下（図 6-1）は、震災伝承に取り組む 3.11 メモリアルネットワークの助成等の事業費（復

興関連に限定）の推移を示したものである。 
 

 

図 6-1 3.11 メモリアルネットワークの震災伝承関連事業費推移 

 
発災 15 年後の「復興事業の完了」を機に、“震災伝承の崖”ともいうべき資金不足が控

えており、現場の危機感は強い。前章で示したように、ほんの 3 年後（”崖“の後）でさえ、

東北 3 県で人材の見通しを持てている伝承団体は 29％にすぎず、非常に厳しい環境にある

と言える。 
見通しが持ちにくい中ではあるが、本章の最後に、未来に向けた可能性についても記載す

る。 
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(1) 伝承施設や「語り部」の認知度、価値の向上 

阪神・淡路大震災の伝承や、ジオパークのような自然学習においても、施設展示だけでな

く、直接人から人へ伝える語り部や、体験型の防災学習を取り入れる事例が見られる。東北

の被災地においても、施設訪問数は減少する一方で、語り部や体験型プログラムは増加し

たり、リピート傾向が見られる地域もあり、探求型学習を求める学校側の依頼に応えてゆ

く工夫も必要である。 
防災学習においては、「震災遺構」や「伝承施設」がフォーカスされがちだが、実際は

その地域全体が被災しており、当該施設の周辺にも様々な物語を有する場がある。縦割り

管理になりがちな各施設の間をつなぎながら追体験を提供する、語り部やガイドには、一定

のニーズが継続することが想定される。本調査でも「後世への伝承活動継続のために特に

重要な人材」は、伝承団体・伝承施設共に「語り部」が最多回答となり、施設の展示解説

員よりも重視される傾向が確認できた。 
市内の中学生約 600 名分、約 6,000 万円（このうち約半額を自治体単独負担）の修学旅行

予算を確保した前述の愛西市教育委員会は、「なんといっても語り部さんの効果が高い」

として、東北への修学旅行の継続を希望している（国や宮城県の補助等も活用）。被災地

外自治体による東北沿岸被災地への継続訪問は、他自治体への展開可能性や、全国の防災

力向上への展開が期待される。 
また、この数年間で、被災地域の自治体も地元の学校が震災遺構へ訪問するためのバス

代補助制度を設ける動きが確認できる。 
 
震災伝承施設のコンテンツの分類と傾向分析を行った佐藤翔輔らは、「教訓を提供・発信

しているものは事例を示す展示 10 分の 1 と相対的に少ない．さらに，現状の震災伝承施設

には事例に対する比較や分析，事例と紐づけた課題や教訓の提示が少ない」、「語り部やガ

イドといった被災地の地域住民と双方向的に学習できるプログラムは，利用者からニーズが

あるものの，それを提供できている施設は 2～3 割にとどまっている」と指摘している。こ

れらの指摘から、伝承施設での展示の工夫、伝承組織間の連携、双方向学習プログラムの

提供が、東北への来訪増加や伝承活動活性化につながる可能性が示唆される。 
 
3.11 メモリアルネットワークが 8 月に実施した「311 被災地視察研修」は、全国 20 府県

37 名の教員が参加した。終了後のアンケートでは、参加者全員が「期待以上だった」と回

答し、「これほど内容が濃い素晴らしい研修は初めて」、「多くの教職員が受講できるよう

継続してほしい」との声が寄せられた。参加費（宿泊費・バス代・講師謝礼等で 75,000 円、

東北までの交通費別）については、6 名が「研修内容に照らして安い」、31 名が「研修内

容に照らして妥当」と回答した。東北への訪問とそこで得られる研修・体験が、対価に見合

った（あるいはそれ以上の）価値があるとの評価の声が具体的に得られ始めたことからも、

今後の展開の可能性が感じられる。 
 
伝承や「語り部」の認知度向上を検討する上で、メディアの協力と視聴者の反応も参考に

なる。2024 年 3 月に配信された震災語り部の資金難についての日刊紙記事に対して、WEB
上では「鮮明な動画が残っている以上、語り部さんの出る幕はない」などの否定的なコメ

ントが見られた。一方で、1 年後の 2025 年 3 月に同じ日刊紙で配信された、若い世代によ

る命を守る仕事の記事に対しては「語り部で生計を立てるという発想がなく、少し驚いてし
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まいましたが、確かに人命を守る大切な仕事として報酬を受け取るに値するのかもしれま

せん」、「NPO でも企業でも良いので、金銭的な面でサポートできるような体制は災害大

国の日本では必要」などのコメントが確認された。 
本調査では、「継続の不安」を抱えながら継続されてきた震災伝承活動が、2024 年には

来訪数が前年対比で減少し、社会的な関心低下も示唆される結果となったが、一部の意見と

はいえ伝承の価値への肯定的な反応がなされ始めていることは、明るい兆しと言える。発信

の工夫、報道のされ方によって、社会の受け止め方も変わることが示唆された。 
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(2) 若い世代の主体的な参画 

人数が多いわけではないが、東北被災地では、ほとんど（あるいは全く）震災の記憶はな

い若い世代が伝承活動に参画している様子が確認できる。防災ボランティアに参加する高校

生・大学生、「東北に来たからには」と震災伝承に参画する大学生、「語り部」活動に挑戦

する小学生・中学生がいることは、将来にわたり継承する上で、明るい材料と言える。また、

カムチャツカ半島地震による津波警報が発表された際には、部活で高台の学校にいた中学生

有志が避難所運営を担うなど、防災への主体的な関わりも確認することができた。 
引き続き、若い世代の自主性を促す取り組みは必要であるが、進学や就職を機に被災地域

を離れたり、本業で時間をとれなくなったりすることで離脱してしまう事例もあり、実際に

は無償ボランティアだけでは持続可能性を担保することが難しい。活動継続のためには、

彼らが十分に生活していける水準の収入源の確保と、その前提として、対価に見合う伝承

の価値向上が喫緊の課題となっている。 
 
これまでも、伝承の付加価値向上の試みがなされてきた。例えば、災害の知識を得る・現

地を歩いて体験するということにとどまらず、東北での震災学習を「危機管理」「リーダー

シップ醸成」「マインドセット」と結びつけて研修を行う企業が、その価値に見合った対価

を支払う事例もある。 
また、3.11 メモリアルネットワークでも、昨年から「次世代伝承サポーター（仮称）」の

取り組みを開始した（図 6-2）。なお、今後、担い手自身で名付けてもらうために、あえて

名称は仮にしている。宮城の大学生が、語り部から学び、自分事として報酬を受け取りなが

ら他県からの修学旅行やゼミ生に対応できる制度である。震災遺構を案内する先輩の姿を

「かっこいい」、語り部を受け継ぐ機会を「自分がきれいになる」と表現する若い世代の感

性を尊重し、知識だけではなく表現力や主体性を重視した評価シートをもとに自己研修を重

ね、それぞれの「語り」を高める挑戦が行われている。2025 年度には岩手・福島の大学生

との交流が生まれ、県域を越えた広がりも期待される。 

  

図 6-2 次世代伝承サポーター（仮）の試行 

被災経験のない世代が継続的に全国への防災発信に取り組み、将来にわたり伝承活動を継

続する上では、被災当事者が向き合い発信し続けてきたこれまでの 14 年間とは全く異なる

アプローチが求められる。「職業」ないしは「プロ」として対価に見合った価値を提供し

続けるための仕組みとそれを支える体制を整備できるよう、模索し続ける必要がある。  

“語り継ぎ”に参画した大学生
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向き合っている時）
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(3) 防災サイクルにおける震災伝承の意義と防災庁 

2024 年 1月に発生した能登半島地震

は、東日本大震災以降「津波警報（大

津波）」から変更されて以降初めての

「大津波警報」が発令された災害であ

る。 
珠洲市三崎町寺家地区などで、事前

の避難路や訓練により「東北のことが

あったから避難できた」と迅速な避難

が出来た事例が知られている。能登半

島地震の直後は深刻な道路渋滞により

救援活動へ赴くことも難しい状況であ

ったが、地震発生前の平時からの「東北のこ

と」の伝承と訓練により、住民自身が自らの

命を率先して守る行動につながったことが示唆される。 
南海トラフ地震のような広域災害が発生した場合、緊急活動には限界がある。だからこそ、

平常時から震災伝承により住民自身が命を守る力を身につけられるよう、促す必要がある。 
 
2025（令和 7）年 3 月に発表された南海トラフ地震の新たな被害想定によると、約 21.5

万人の津波死者が想定されるが、早期避難と声掛けにより7.3万人に減少するとされている。

対策が進んだ分、2012～2013（平成 24～25）年時点の想定よりも死者数は減少したが、1
割弱程度の減少幅にとどまっている。国民の防災意識の変容のためには、ハード整備だけで

はなく、一人ひとりの行動を促す、ソフト面でのボトムアップの取り組み継続が求められる。 
命の価値を数値化することは困難だが、国土交通省「公共事業評価の費用便益分析に関す

る技術指針（共通編）」では“「精神的損害」は、「支払意思額による生命の価値」をもと

に設定することを基本とし、これまでの国内の研究実績・成果の蓄積状況、海外での設定状

況を踏まえ、当面、226 百万円／人（死亡）を適用する”としている。 
日本海溝・千島海溝地震は、津波死者 19.9 万人が、早期避難率が高い場合は 5.7 万人に減

少するとの想定が出されており、多くの命を守れる可能性が示唆されている（図 6-4）。あ

くまで単純な試算ではあるが、早期避難の行動を促す震災伝承活動は、32 兆 920 億円分の

命（国土交通省基準）を守るための取り組みと捉えることもできる。 

 

図 6-4 早期避難で救える命  

図 6-3 防災・減災サイクル 
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仙台防災枠組みの優先行動として、「強靭性のための災害リスク削減への投資」が掲げら

れており、早期避難を促すための平常時からの震災伝承は、32 兆 920 億円の試算額に相当

する価値がある投資とみなすことができる。 
 
災害復旧・復興期における震災伝承の意義についても、ここで触れておきたい。 
訪問支援、お茶会などの「心のケア」や「心の復興」事業については、前述のように指標

は定まっていない（そもそも効果を測定する自体が難しい）が、復旧・復興期において、被

災された方々が「震災について語ること」の精神的な意義は非常に大きい。 
発災後は、PTSD の懸念等から震災に触れないという姿勢が表れることも自然であり、誰

もが語ることはできない。また、人によっては「心のケア」や「心の復興」の語に抵抗感を

持つ場合もある。ただ、実際に、東日本大震災の復旧・復興期に語り始めた方が、「語る事

自体がデトックスになる」、「聞いてくれる方々がいることが励みになる」、「これまでは

語る場所がなかった」、「私の話が役に立つと言ってくれる」などの前向きな感覚を持たれ

た事例は多く、他者の命を守るということに加え、「心のケア」や「心の復興」の文脈にお

いても意義ある取り組みだと言える。 
今後の災害においては、復旧・復興期のおける被災者個人、被災地域全体を精神的に支え

る取り組みとして、震災伝承活動の積極的な意義を見いだしてゆきたい。 
 
2024（令和 6）年 11 月に「防災庁設置準備室」が発足し、防災庁設置に向けた検討が開

始された。この検討の中では、「国民の行動変容をもたらす防災教育・啓発や、災害の課

題・教訓の継承」が重要な政策課題として位置付けられている。 
本報告書では、発生時／復旧・復興期／平常時それぞれのフェーズにおける震災伝承活動

の意義について確認してきたが、中でも、東日本大震災の語り部は、来訪者の判断や行動

変化を促す上で大きな鍵を握る存在である。今後の日本の防災を推進する具体的な施策と

して位置付けられることを切に期待する。 
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7. おわりに 

“岩手・宮城は（復興財源の）「終わり」が決まっていますから。” 
発災 10 年を迎える頃から現在までの数年間、何度、この言葉を耳にしただろう。 
 
しかしながら、私たちが調べた限りでは、復興庁の基本方針等の公式資料では“終わり”

を明確に記載した文書は見つかなかった。むしろ、「心のケアは継続」、「真に必要な範囲

で復興施策による対応も行う」など、「希望」を持てるような描写が多い。 
 
2023（平成 23）年 6 月の「復興への提言～悲惨の中の希望～」（発行：東日本大震災復

興構想会議）には、感情が込められた以下の前文がある。 
人と人とをつなぐ、地域と地域をつなぐ、企業と企業をつなぐ、市町村と国や県をつなぐ、

地域のコミュニティの内外をつなぐ、東日本と西日本をつなぐ、国と国をつなぐ。大なり小

なり「つなぐ」ことで「支える」ことの実態が発見され、そこに復興への光がさしてくる。 
被災地の人たちは、「つなぐ」行為を重ねあうことによって、まずは人と自然の「共生」

をはかりながらも、「減災」を進めていく。次いで自らの地域コミュニティと地域産業の再

生をはたす。「希望」はそこから生じ、やがて「希望」を生き抜くことが復興の証しとなる

のだ。 
 
東日本大震災の発災直後から自然発生的に被災各地で開始され、被災者自身の努力により

継続されてきた震災伝承活動は、行政による伝承施設整備の動きも相まって、年間 150 万人

を受け入れる規模まで拡大した。この震災伝承活動が、東北被災地を「つなぐ」交流と命を

守る意識変化を促す「希望」を生み出してきたことを、本報告書で改めて確認してきた。 
 一方で、伝承団体・伝承施設共に「継続性の不安」が高い状態が続き、合計の来訪者数が

前年比で減少に転じた 2024 年は、震災伝承を取り巻く状況の変化を感じる年となった。 
本調査において伝承活動の継続にあたって「語り部」の重要性が再確認され、復興特別所

得税の徴収は 2037 年まで継続する一方で、伝承活動を支える資金・人材確保が厳しい状況

も明らかになっている。 
国・地方公共団体・民間それぞれの立場で、また協力関係の中で、活動継続を支える仕組

みを整えることが急務と言える。 
 
本報告書では、発災から 30 年が経過した兵庫や、戦後 80 年となる広島の事例について、

部分的な言及にとどまったが、「次世代」に向けた伝承を考える上で、先達から学ぶべき点

は非常に多い。 
近年では、能登半島地震による甚大な被害が生じ、近い将来、南海トラフ地震、日本海溝・

千島海溝地震等の巨大災害の発生も想定されている。発災時に命を守ることはもちろん、そ

の後の「より良い復興」や「人間復興」を実現するためにも、過去の災害や戦争、東日本大

震災の経験・教訓を活かしてほしいというのが、私たちの願いである。それは、国民一人一

人が、家庭で、地域で、学校や職場で伝えつなぐ、長く地道な取り組みの中で可能になるも

のであり、「震災伝承」が当たり前の社会を築く活動に“終わり”はない。 
 
東日本大震災からの 15 年は、終わりではなく、始まり。 
 
本調査報告書が、東日本大震災のみならず、全国の災害発生時・復旧・復興期・平常時に

おける伝承活動の価値周知につながり、それにより、命を守る活動が将来に続いてゆくため

の一助になれば幸いである。  
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巻末資料 1 各震災学習プログラム開催団体の基本情報・来館者数推移 

第 3 章に掲載した震災学習プログラム一覧の「詳細」列に印のある 29 団体から参加者数

についてご回答いただくことができた。各団体のプログラム参加人数について、「年別推移」

「月別推移」のグラフ、「現地・大人等」（大人もしくは区別できない現地来訪数）、「現

地・高校生」（高校生以下の学生現地来訪数）、「オンライン」（オンライン参加者数）の

表、参加者の計測方法を掲載する。 
「現地参加者数（高校生以下）」については、分けて集計している団体・人数が判明して

いる年のみ表示され、分けて集計していない団体・人数不明の年については、「現地参加者

数（大人）」にまとめられる形で表示される。（「現地参加者数（高校生以下）」表示がな

いからといって、高校生以下の受け入れを行っていないわけではない。） 
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(1) 【宮古市】一般社団法人宮古観光文化交流協会「学ぶ防災」 

  

年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  16,874 31,499 28,458 20,303 19,990 19,599 19,255 21,638 7,821 2,848 5,211 7,908 6,367 

現地・高校生以下(人)           8,026 7,981 6,116 5,585 

オンライン(人)               

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

 

(2) 【宮古市】三陸鉄道株式会社「震災学習列車」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 0 817 2,975 6,852 4,102 4,149 3,585 4,041 3,604 952 984 2,602 2,538 1,739 

現地・高校生以下(人)  410 3,099 4,360 6,344 4,493 4,146 4,542 3,412 4,610 7,992 9,483 7,524 5,458 

オンライン(人)               

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(3) 【大槌町】一般社団法人おらが大槌夢広場「ツーリズム事業（企業研修、教育旅行、海

外、一般の合計）」 

   
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 0 0 0 8,884 7,375 3,907 5,583 3,174 2,844 1,179 296 324 659 665 

現地・高校生以下(人)           1,196 1,956 626 708 

オンライン(人)          385 1,074 311 65 892 

※2012〜13 年は年度別集計データのみ（2012 年 6,066 人、2012 年 5,815 人は年別データではない点に注意） 

【計測方法】申し込み人数をもとに変更を確認して集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

 

(4) 【釜石市】いのちをつなぐ未来館「語り部・現地体験・研修プログラム、防災ワークシ

ョップ等」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           362 1,482 3,887 4,371 

現地・高校生以下(人)           2,704 2,588 3,587 3,220 

オンライン(人)                     2,019 2,327 2,820 3,698 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 
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(5) 【釜石市】三陸ひとつなぎ自然学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  913 878 953 663 729 719 656 835 187 144 240 368 727 

現地・高校生以下(人)  153 88 333 444 228 722 507 725 1,403 1,094 879 1,097 475 

オンライン(人)          110 1,571 70 7 86 
 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 
 

(6) 【陸前高田市】陸前高田市観光物産協会「高田松原津波復興祈念公園パークガイド」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           646 1,927 1,756 1,599 

現地・高校生以下(人)           5,291 7,725 5,782 6,464 

オンライン(人)                       2 17 18 

 
【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 
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(7) 【陸前高田市】トナリノ 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)             220 256 

現地・高校生以下(人)             189 762 

オンライン(人)                          

 
【計測方法】申込人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

(8) 【気仙沼市】一般社団法人気仙沼市観光協会（旧 気仙沼観光コンベンション協会） 
「気仙沼震災復興語り部」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 8,439 5,617 17,011 15,174 14,818 10,086 8,538 7,722 4,363 1,077 962 1,190 889 96 

現地・高校生以下(人)                           24 

オンライン(人)               

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(9) 【気仙沼市】けせんぬま震災伝承ネットワーク「語り部ガイド」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)         11,760 7,316 2,940 4,844 6,144 3,770 

現地・高校生以下(人)           10,487 13,806 11,054 10,252 

オンライン(人)                          

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 

 

(10) 【南三陸町】一般社団法人南三陸町観光協会「南三陸学びのプログラム＋まちあるき」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 3,051 19,373 18,628 13,840 9,454 9,363 8,432 6,989 6,609 4,646 481 2,263 2,031 8,703 

現地・高校生以下(人)           7,414 5,400 8,016  

オンライン(人)          555 6,081 4,219 1,968  

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり）  
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(11) 【南三陸町】三陸復興観光コンシェルジェセンター「減災スタディ語り部ガイドプロ

グラムおよび減災スタディ合宿」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  12,343 10,859 10,556 9,066 2,268 5,557 3,156 6,333 301 1,310 3,802 5,479 7,914 

現地・高校生以下(人)  6,485 8,453 9,486 4,578 2,863 7,456 9,563 7,623 186 2,874 3,694 2,698 2,873 

オンライン(人)          2,463 1,873 1,056 1,409 864 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 

 

(12) 【南三陸町】南三陸ホテル観洋「語り部バス（団体含め）＋震災講話等」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 5,000 40,447 67,776 62,446 48,517 49,010 41,135 40,329 37,096 14,624 9,077 10,596 17,039 13,308 

現地・高校生以下(人)           3,142 9,415 4,851 5,778 

オンライン(人)          850 3,800 1,250 1,100  

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(13) 【女川町】一般社団法人女川町観光協会「女川町語り部ガイド」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 264 12,280 14,423 8,866 8,924 10,676 6,668 4,606 4,496 1,814 1,586 1,837 2,469 1,775 

現地・高校生以下(人)  115 1,419 603 1,377 1,459 724 786 552 643 1,638 2,598 1,482 2,089 

オンライン(人)            236 125 361 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 

 

(14) 【女川町】一般社団法人健太いのちの教室（旧 七十七銀行女川支店被災者家族会） 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)             600 545 515 246 503 635 1,314 1,255 

現地・高校生以下(人)            160  105 

オンライン(人)           1,169 1,141 313 1,376 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計  
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(15) 【石巻市】一般社団法人雄勝花物語「防災教育・震災学習・雄勝花物語の歩み・復興

まちづくり」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)    960 1,260 1,125 1,310 2,255 1,796 280 458  333 454 

現地・高校生以下(人)           404 464 150 346 

オンライン(人)                     200 273 205 105 

【計測方法】申込人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

 

(16) 【石巻市】石巻観光ボランティア協会「石巻・大震災まなびの案内」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 1,205 26,308 25,320 17,766 13,464 12,109 6,202 6,018 5,468 404 730 2,098 2,792 1,504 

現地・高校生以下(人)  85 1,920 3,155 3,820 2,715 2,365 1,199 819 636 2,481 1,107 896 285 

オンライン(人)           2 2   

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(17) 【石巻市】大川伝承の会「語り部ガイド」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      2,742 6,761 8,991 9,167 3,464 3,908 5,035 13,866 12,321 

現地・高校生以下(人)      500 983 2,117 4,054 3,237 5,341 5,894   

オンライン(人)           907 9,085 1,225  

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 

 

(18) 【石巻市】公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク「震災学習プログラム」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 373 3,676 3,915 4,205 4,203 4,864 3,920 4,103 3,969 702 429 1,321 1,765 1,234 

現地・高校生以下(人) 40 419 744 822 1,382 1,294 1,789 1,712 1,395 2,249 3,347 3,935 4,517 3,923 

オンライン(人)          774 16,433 8,549 8,457 6,499 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(19) 【東松島市】奥松島観光ボランティアの会「車窓ガイド」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  6,630 13,975 8,038 7,763 6,112 3,626 3,144 2,331 1,655 821 462 901 731 

現地・高校生以下(人)           438 421  334 

オンライン(人)                             

 
※2012年は月別人数不明のため合計人数のみ（2012 年 4～12 月の期間に 6,630 名が参加） 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 

 

(20) 【東松島市】SAY'S 東松島 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           185 247 1,939 867 

現地・高校生以下(人)          24 112 199  878 

オンライン(人)           204   56 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし）、 
会場で参加者数を数えて集計 依頼者様からの人数のご報告 
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(21) 【仙台市】七郷語り継ぎボランティア「未来へ―郷浜」] 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)     120 478 242 666 335 198 41 74 77 381 

現地・高校生以下(人)           606 287 28 82 

オンライン(人)               

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

 

(22) 【名取市】一般社団法人ふらむ名取 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)   6,801 10,404 8,678 10,307 7,251 6,604 3,846 788 796 567 1,810 1,200 

現地・高校生以下(人)           483 2,589 1,748 1,638 

オンライン(人)             15 58 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計  
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(23) 【名取市】閖上の記憶（NPO 法人地球のステージ）「案内ガイド＋語り部の会＋語り

部講話」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  840 6,781 9,048 6,710 5,793 5,541 5,061 4,948 1,570 1,938 2,865 3,954 2,977 

現地・高校生以下(人)               

オンライン(人)               

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし）会場で参加者

数を数えて集計 

 

(24) 【岩沼市】岩沼市千年希望の丘交流センター「防災学習プログラム」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      1,582 2,738 2,440 2,775 281 218 570 658 523 

現地・高校生以下(人)      534 844 718 524 220 274 70 317 468 

オンライン(人)               

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 
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(25) 【亘理町】震災語り部の会ワッタリ 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)   5,204 3,750 3,941 2,662 2,735 1,413 2,689 41 53 197 176 162 

現地・高校生以下(人)          45 38 284 102 80 

オンライン(人)           50    

(※) 2019 年 3 月の人数が突出して多いのは、それ以前の全期間を通じて集計に含めていなかった

人数（1,964 名分）がまとめて加算されているため。当月の実際の参加者数は 124 名。 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 

 

(26) 【山元町】やまもと語りべの会 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)   1,922 3,457 4,179 4,322 3,656 2,682 2,252 1,390 1,251 5,107 4,883 2,997 

現地・高校生以下(人)              2,188 

オンライン(人)           403 686 1,165 1,437 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 
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(27) 【相馬市】相馬市観光協会＋相馬観光復興御案内処「復興視察案内」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人) 56 795 3,424 3,259 4,462 4,163 3,673 4,997 3,916 831 1,686 2,328 3,750 2,361 

現地・高校生以下(人)               

オンライン(人)               

 
※2011〜21 年は年度別集計データのみ（2011 年 56 人、2012 年 795 人、2013 年 3,424 人、2014 年 3,259 人、 

2015 年 4,462 人、2016 年 4,163 人、2017 年 3,673 人、2018 年 4,997 人、2019 年 3,916 人、2020 年 813 人、 
2021 年 1,686 人は年別データではない点に注意）。 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 

 

(28) 【郡山市】一般社団法人ふくしまリアリ 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)        60 40 47 20 552 305 935 

現地・高校生以下(人)          290 1,627 917 1,479 1,217 

オンライン(人)           630 651 330 436 
 

【計測方法】申込人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複なし） 
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(29) 【大熊町】一般社団法人大熊未来塾 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           78 353 1,268 2,384 

現地・高校生以下(人)           4 4 49 568 

オンライン(人)          150 604 148  540 

【計測方法】会場で参加者数を数えて集計 
 

(30) 【富岡町】NPO 法人富岡町 3・11 を語る会 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)     8,850 6,294 8,413 4,997 4,667 5,145 7,350 12,259 15,171 18,295 

現地・高校生以下(人)               

オンライン(人)            395 570 588 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 
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(31) 【いわき市】いわき語り部の会「震災講話」 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  554 5,719 8,064 9,332 8,003 10,003 13,220 11,703 3,816 3,537 4,255 9,835 8,764 

現地・高校生以下(人)          3,257 7,464 10,108 7,842 8,317 

オンライン(人)           586 28 124 765 

 

【計測方法】申し込み人数をもとに集計（複数プログラム参加者の重複あり） 
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巻末資料 2 各震災伝承施設の基本情報・来館者数推移 

第 3 章に掲載した震災伝承施設一覧の「詳細」列に●印のある 33 施設の運営団体から、

来館者数についてご回答いただくことができた。各施設の来館者人数について、「年別推移」

「月別推移」のグラフ、「現地来館者数（大人）」「現地来館者数（高校生以下）」「オン

ライン参加者数」の表、運営組織・来館者の計測方法・入館料を掲載する。 
「現地来館者数（高校生以下）」については、分けて集計している施設・人数が判明して

いる年のみ表示され、分けて集計していない施設・人数不明の年については、「現地来館者

数（大人）」にまとめられる形で表示される。（「現地来館者数（高校生以下）」表示がな

いからといって、高校生以下の受け入れを行っていないわけではない。） 
発災から時間が経過し、新たな伝承施設がオープンする一方で、閉館する施設もある。前

節の一覧の「詳細」列に△印のある「南三陸ポータルセンター」「つなぐ館」「石巻市まち

づくり情報交流館」「双葉町ふれあい広場」の 4 施設は閉館済みのため、本節で施設ごとの

基本情報・来館者数は掲載しないが、次節「東北 3 県の震災伝承施設の受け入れ概況」の全

施設合計のグラフには、記録がある範囲で人数を加算する。 
 
 

(1) 【大槌町】大槌町文化交流センター（おしゃっち） 

   
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)        21,318 30,846 18,861 28,259 28,662 34,379 39,820 

【運営組織】大槌町 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 
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(2) 【釜石市】いのちをつなぐ未来館  

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)         60,692 29,552 23,602 22,793 25,612 23,890 

現地・高校生以下(人)          2,089 4,140 2,588 3,587 3,220 

オンライン(人)               

【運営組織】釜石市（指定管理：株式会社かまいし DMC） 
【計測方法】自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
 

(3) 【大船渡市】大船渡市防災学習館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           90 69 90 196 

現地・高校生以下(人)           50 45 55 67 

【運営組織】大船渡市（総務部防災管理室） 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料  
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(4) 【陸前高田市】東日本大震災津波伝承館（いわて TSUNAMI メモリアル） 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)         93,263 190,767 177,993 200,181 248,755 241,277 

 

【運営組織】岩手県 
【計測方法】自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
 

(5) 【陸前高田市】陸前高田市立博物館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)            11,004 58,093 49,602 

現地・高校生以下(人)            1,614 5,469 7,114 

 

【運営組織】陸前高田市 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料  
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(6) 【陸前高田市】3.11 仮設住宅体験館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           209 328 1,477 734 

オンライン(人)              17 

 

【運営組織】一般社団法人 トナリノ（陸前高田市から運営委託） 

【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、来館者の記帳をもとに集計、予約表を基に集計 
【入館料】無料 (語り部プログラム、宿泊研修は別途料金あり) 

(7) 【気仙沼市】気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)         68,717 26,495 29,344 36,686 47,028 42,856 

現地・高校生以下(人)         10,372 8,263 12,003 16,872 15,753 12,269 

 

【運営組織】気仙沼市（指定管理：気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館管理運営グループ） 
【計測方法】入館料の支払い記録をもとに集計 
【入館料】一般 600 円／高校生 400 円／小中学生 300 円 ※30 名以上の団体は各 100 円引 
 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
20

11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

伝承施設来館者数（年別）

大人 オンライン

0

100

200

300

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

伝承施設来館者数（月別）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

20
11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

伝承施設来館者数（年別）

高校生以下 大人

0

5,000

10,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

伝承施設来館者数（月別）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年



- 133 - 

(8) 【気仙沼市】リアス･アーク美術館（常設展「東日本大震災の記録と津波の災害史」） 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)   21,434 19,046 12,617 10,518 9,567 9,811 8,496 3,527 3,867 4,922 5,433 5,165 

 

【運営組織】気仙沼･本吉地域広域行政事務組合 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】常設展：一般 700 円／大学・専門 600 円／高校生 500 円／小中学生 350 円 
※20 名以上の団体は各 100 円引 

(9) 【南三陸町】南三陸 311 メモリアル 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)            53,044 119,200 75,619 

現地・高校生以下(人)            1,467 6,054  

 

【運営組織】一般社団法人南三陸町観光協会 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】一般・大学生 200 円／小中高校生 100 円 ※ラーニングプログラムは別料金 
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(10) 【女川町】女川町まちなか交流館（震災関連展示コーナー） 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      156,879 140,871 152,298 108,206 72,918 55,524 49,368 69,204 78,379 

【運営組織】女川町（指定管理：女川町商工会） 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計  
【入館料】無料 
 

(11) 【石巻市】石巻市震災遺構大川小学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           35,985 68,202 77,192 66,845 

現地・高校生以下(人)            5,320 9,066 6,545 

 

【運営組織】石巻市総務部震災伝承推進室（指定管理：石巻市震災遺構指定管理グループ） 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計, 自動カウンターをもとに集計（震災遺構大川小

学校敷地入口に設置） 
【入館料】無料 
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(12) 【石巻市】石巻市震災遺構門脇小学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)            26,256 41,404 37,118 

現地・高校生以下(人)            4,699 7,593 7,473 

オンライン(人)             2  

【運営組織】石巻市総務部震災伝承推進室（指定管理：石巻市震災遺構指定管理グループ） 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】大人 600 円／高校生 300 円／小中学生 200 円 ※10 名以上の団体は各 100 円引 

(13) 【石巻市】絆の駅 石巻ニューゼ 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  2,711 13,231 8,458 9,927 8,299 5,845 4,683 4,804 1,242 859 1,024 1,403 729 

現地・高校生以下(人)           150    

【運営組織】株式会社石巻日日新聞社 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 ※スタッフによる解説は有料 
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(14) 【石巻市】東日本大震災メモリアル南浜つなぐ館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)     1,611 15,799 15,833 16,819 14,882 7,655 4,315 4,914 5,135 5,118 

【運営組織】公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク 
【計測方法】来館者による記帳（画面タップ）と自動カウンターの併用にて集計 
【入館料】無料 
 

(15) 【石巻市】震災伝承交流施設 MEET 門脇 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           3,674 5,127 5,859 4,101 

現地・高校生以下(人)           2,636 3,778 3,955 4,303 

 

【運営組織】公益社団法人 3.11 メモリアルネットワーク 
【計測方法】スタッフによる記録をもとに集計 
【入館料】300 円 ※高校生以下無料 

(16)  
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(17) 【石巻市】みやぎ東日本大震災津波伝承館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           31,144 49,675 51,120 47,900 

現地・高校生以下(人)            2,485 2,527 2,557 

【運営組織】みやぎ東日本大震災津波伝承館 
【計測方法】自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
 
 

(18) 東松島市】東松島市震災復興伝承館  

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      8,436 29,391 38,001 37,387 18,485 25,394 26,356 31,177 32,193 

 

【運営組織】東松島市復興政策課企画調整・統計係 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 

 

0

10000

20000

30000

40000

50000
20

11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

伝承施設来館者数（年別）

高校生以下 大人 オンライン

0

2,000

4,000

6,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

伝承施設来館者数（月別）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

20
11
年

20
12
年

20
13
年

20
14
年

20
15
年

20
16
年

20
17
年

20
18
年

20
19
年

20
20
年

20
21
年

20
22
年

20
23
年

20
24
年

伝承施設来館者数（年別）

大人

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

伝承施設来館者数（月別）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年



- 138 - 

(19) 【東松島市】KIBOTCHA 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)        5,484 10,790 5,361 4,954 4,364 7,156 55,872 

現地・高校生以下(人)        3,867 9,020 4,122 4,644 3,920  5,949 

【運営組織】貴凛庁株式会社 
【計測方法】入館料の支払い記録をもとに集計 
【入館料】2 階施設の利用：高校生以下 330 円／子ども 220 円 ※入浴は別料金 

(20) 【仙台市】せんだい 3.11 メモリアル交流館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)     12,926 61,389 57,126 61,175 53,736 23,529 23,457 36,927 43,991 44,770 

現地・高校生以下(人)         1,141 1,040 1,282 3,516 2,972 2,456 

【運営組織】公益財団法人仙台市市民文化事業団（仙台市まちづくり政策局防災環境都市推進室から委託） 

【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
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(21) 【仙台市】震災遺構 仙台市立荒浜小学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)       56,183 73,900 85,816 25,110 41,462 71,242 102,349 114,328 

現地・高校生以下(人)       2,376 5,386 10,588 10,336 15,831 17,846 24,293 23,613 

オンライン(人)             5  

【運営組織】仙台市まちづくり政策局防災環境都市推進室 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
 

(22) 【名取市】名取市震災復興伝承館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)          28,448 27,244 44,344 45,767 40,050 

現地・高校生以下(人)             1,990 1,672 

 

【運営組織】名取市商工観光課（指定管理：一般社団法人名取市観光物産協会） 
【計測方法】自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料  
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(23) 【名取市】津波復興祈念資料館 閖上の記憶 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)  9,075 16,564 19,317 17,322 14,983 13,002 10,611 11,047 4,101 4,245 5,019 7,680 6,765 

【運営組織】一般社団法人閖上の記憶 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 
 

(24) 【岩沼市】千年希望の丘交流センター 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      10,134 13,680 12,758 10,819 2,665 2,900 2,654 3,145 2,432 

現地・高校生以下(人)      939 1,614 1,401 1,338 344 389 245 511 636 

 

【運営組織】岩沼市 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 
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(25) 【山元町】山元町防災拠点・山下地域交流センター 
       （つばめの杜ひだまりホール／1 階 防災情報コーナー） 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)       11,231 76,577 75,615 31,379 43,554 41,873 45,491 50,269 

【運営組織】山元町 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計（会議室・ホール等の利用を含む） 
【入館料】無料 
 

(26) 【山元町】山元町震災遺構 中浜小学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)          8,169 12,617 16,220 16,788 16,123 

現地・高校生以下(人)          1,476 3,055 4,293 4,124 4,074 

オンライン(人)               

 

【運営組織】山元町教育委員会生涯学習課 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、入館料の支払い記録をもとに集計、語り部の会

の実績報告をもとに集計 
【入館料】一般 400 円／高校生 300 円／小中学生 200 円 ※20 名以上の団体は各 100 円引 
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(27) 【相馬市】相馬市伝承鎮魂祈念館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)          8,169 12,617 16,220 16,788 16,123 

※2015～18 年は年度別集計データのみ（2015 年 27,717 人、2016 年 33,903 人、2017 年 26,028 人、2018 年

29,325 人は年別データではない点に注意） 

【運営組織】相馬市商工観光課 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計 
【入館料】無料 
 

(28) 【南相馬市】おれたちの伝承館 

   
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)                         1,850 2,951 

 

【運営組織】もやい展実行委員会 
【計測方法】来館者の記帳をもとに集計 
【入館料】無料 
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(29) 【浪江町】震災遺構 浪江町立請戸小学校 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)           10,956 39,025 52,179 54,866 

現地・高校生以下(人)           2,102 10,268 11,284 16,575 

【運営組織】浪江町教育委員会事務局郷土文化係 
【計測方法】入館料の支払い記録をもとに集計 
【入館料】一般 300 円／高校生 200 円／小中学生 100 円 ※20 名以上の団体は各 50 円引 
 

(30) 【双葉町】東日本大震災・原子力災害伝承館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)          26,067 42,867 52,819 72,718 66,370 

現地・高校生以下(人)          6,279 19,239 19,929 19,934 21,075 

 

【運営組織】福島県（指定管理：公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構） 
【計測方法】入館料の支払い記録をもとに集計 
【入館料】大人 600 円／小中高校生 300 円 ※20 名以上の団体は各 20%引  
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(31) 【富岡町】東京電力廃炉資料館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)        3,399 49,643 15,712 8,863 22,275 37,654 42,713 

【運営組織】東京電力ホールディングス株式会社 
【計測方法】スタッフの記録をもとに集計、来館者の記帳をもとに集計 
【入館料】無料 
 

(32) 【富岡町】ふたばいんふぉ (2024 年 3 月閉館) 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)        3,399 49,643 15,712 8,863 22,275 37,654 42,713 

※2024 年データは、3 月 31 日まで(閉館の為) 

【運営組織】双葉郡未来会議 
【計測方法】来館者の記帳をもとに集計 
【入館料】無料  
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(33) 【いわき市】いわき震災伝承みらい館 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)          16,113 19,180 19,012 31,801 29,964 

現地・高校生以下(人)            6,197 4,657 5,926 

【運営組織】いわき震災伝承みらい館 
【計測方法】来館者の記帳をもとに集計 
【入館料】無料 

(34) 【三春町】福島県環境創造センター交流棟 コミュタン福島 

  
年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

現地・大人等(人)      39,826 94,032 97,089 96,825 50,750 58,764 66,926 89,508 97,361 

オンライン(人)           60 642 685  

【運営組織】福島県  
【計測方法】自動カウンターをもとに集計 
【入館料】無料 
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